
第２次「高知県ＤＶ被害者支援計画」　5か年計画（24～28年度）

<基本の柱１　ＤＶを許さない社会づくり>

重点
目標

現状（H24.3.31時点） これまでの取組 課題 これからの対策 具体的な取組内容 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 第2次計画で目指すべき姿 担当課
計画冊子

記載
ページ

●ブロック別関
係機関連絡会
議の開催

●地域（ブロック別）の関係
機関が集まる機会はなく、
地域での支援体制が弱
い。
●福祉保健所で、個別検
討会を行う際には、必要に
応じて配偶者暴力相談支
援センター職員に出席を依
頼

●市町村職員に対する研
修会の実施
●市町村男女共同参画行
政担当課長会議の開催
●福祉保健所で、個別検
討会を行う際には、必要に
応じて配偶者暴力相談支
援センター職員に出席を依
頼
●ＤＶ対策連携支援ネット
ワーク会議への参加

●被害者に対する息の長
い見守りや支援を行うため
には、地域レベルでの市町
村を中心とした地域での
ネットワークが必要
●被害者が地域で暮らすこ
とができるような地域での
ネットワークづくり
●圏域内での各市町村や
関係機関の役割機能認識
と連携

●地域のネットワークの構
築
●市町村職員に対する研
修会の実施

●福祉保健所ブロックで、
地域の関係者による会議を
開催
　 先ずはブロック単位で、
最終的には各市町村単位
でネットワークの構築を目
指す。
●事例に応じて個別検討会
等へ配偶者暴力相談支援
センター職員の出席を依頼
●ＤＶ対策連携支援ネット
ワーク会議への参加など、
関係機関と情報交換・連携
強化

●全市町村で地域の関係者
によるネットワークが構築さ
れ、各市町村が主体的にＤＶ
被害者支援に取り組んでい
る。

県民生
活・男女
共同参
画課/女
性相談
支援セン
ター/福
祉保健
所

13

●ＤＶ対策連
携支援ネット
ワークの専門
性の向上と支
援の輪の拡大

●ＤＶ対策連携支援ネット
ワークは、年に1回集まり、
講演やケーススタディによ
る研修を実施し、相談員の
専門性の向上を図ってい
る。

●ＤＶ対策連携支援ネット
ワークは、年に1回集まり、
講演やケーススタディによ
る研修を実施

●ＤＶ対策連携支援ネット
ワークの拡充
●相談員スキルアップ研修
への参加拡充及び県下の
相談員の課題解決

●ＤＶ対策連携支援ネット
ワーク参加機関の支援レベ
ルの平準化及び参加機関
の拡大
●スキルアップ研修を実施
し、相談員の課題解決に向
けて情報交換

●ＤＶ対策連携支援ネット
ワークの連携強化、研修の
充実及び参加機関の開拓
●相談員が抱えている課題
等について共通認識を持
ち、課題解決に向けて情報
交換をする場を設定

●ＤＶ対策連携支援ネット
ワークの参加機関の相談員
の専門性が向上し、支援レ
ベルが平準化されている。
●どこが相談を受けても情
報の共有、連携ができる体
制が整い、支援に取り組むこ
とができる。
●参加機関の拡大が図られ
ている。

県民生
活・男女
共同参
画課/女
性相談
支援セン
ター/ソー
レ

13

●市町村との
連携強化

●ケースが起これば、その
都度配偶者暴力相談支援
センターが市町村と連携

●市町村職員に対する研
修会の実施やＤＶ対策連
携支援ネットワークの講演
会やケーススタディを通じ
て連携を強化

●相談窓口があるといった
だけの市町村もあり、現実
的な支援ができる市町村は
少ない。

●市町村関係者と顔の見
える関係づくり

●市町村において、関係者
による会議の開催や、ＤＶ
対策連携支援ネットワーク
を通じて連携を強化

●市町村内でのＤＶ担当課と
福祉担当課等との連携、役
割分担ができている。
●配偶者暴力相談支援セン
ターと市町村の連携ができ、
ケースによりそれぞれが主
体となって被害者支援に取り
組んでいる。

県民生
活・男女
共同参
画課/女
性相談
支援セン
ター

13

●庁内及び関
係機関との情
報共有の充実
と適切な情報
管理の徹底

●DV担当課が福祉部門か
ら離れていることもあり、庁
内関係課との情報共有は
十分とは言えない。
●被害者の安全を確保す
るために配偶者暴力相談
支援センター等との情報共
有及び情報管理が徹底さ
れている。

●個別事案について、その
都度庁内関係課と協議
●ＤＶ被害者支援関係課
長会議の開催
●各種会議への参加、都
度配偶者暴力相談支援セ
ンターとの連携
●配偶者暴力相談支援セ
ンター等との情報共有及び
情報管理

●ＤＶ担当課が支援策を所
管していないことから、庁内
関係課との連携が必要
●関係機関との円滑な連
携と秘密の保持の両立
●ＤＶ被害者への適切な相
談機関の紹介
●配偶者暴力相談支援セ
ンター等と連携を行ってい
るが、更にきめ細かな部分
での連携が必要

●庁内関係課や関係機関
との顔の見える関係づくり
●事例があった場合に適切
な対応ができるよう、関係
機関の情報把握
●他の相談機関との情報
共有及び連携

●個別事案について、その
都度庁内関係課と協議
●担当者等を通じて関係機
関の情報収集
●各種関係機関とのきめ細
かな情報交換の実施
●他の相談機関との情報
共有及び連携

●庁内連携が図られ、人事
異動等があっても、連携関係
がスムーズに継続できる体
制ができている。
●被害者を支援するための
情報が把握できていて、相談
事例があった場合に相談者
に適切な情報の提供ができ
る。
●関係機関との情報共有や
きめ細かな連携ができる体
制が構築されている。

県民生
活・男女
共同参
画課/女
性相談
支援セン
ター/県
立病院
課/教育
委員会/
警察本
部/ソー
レ

13

●民間支援団
体との連携及
び活動助成

●民間支援団体との連携
による啓発活動
●民間シェルターの運営に
対する補助を実施

●民間支援団体との連携
による啓発活動
●民間シェルターの運営に
対する補助を実施
●国際ソロプチミストとの
支援協定締結
●高知県女性保護対策協
議会との連携

●民間支援団体との連携
による啓発活動
●民間シェルターの運営に
対する補助を実施

●民間支援団体との協働
の推進
●民間シェルターの運営補
助

●民間支援団体との連携
による啓発活動
●民間シェルターの運営に
対する補助を実施

●民間支援団体との協働に
より、予防から被害者支援に
取り組んでいる。 県民生

活・男女
共同参
画課/女
性相談
支援セン
ター

13

取組項目

(

１

)

 
関
係
機
関
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団
体
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連
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取
組
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推
進

①
関
係
機
関
・
団
体
の
連
携
強
化

事前調整、 

2ブロック開

催 

5ブロック開催  

      会議内容の充実・                  

        開催回数の増 

市町村単

位のネット

ワークモデ

ルケース

構築 

参加機関の開拓 

市町村担当

者会の開催 

年２回庁内関係課担当者会を開催し、情報共有を図るとともに、ケーススタディ等

による研修を実施 

支援団体の拡充  民間支援団体との協議の場の設定  協働による支援活動

の実施    

民間シェルターに対する運営費補助の実施  

  ブロック別関係機関連絡会議及びＤＶ対策連携支援ネットワーク会議を開催し、

連携関係を強化 

  情報管理の徹底 

他の相談機関との情報共有及び連携 

年１回連絡会議を開催し研修を実施                                            
専門性の向上 、連携関係の強化、課題に対する情報交換、情報管理の徹底
情報 

担当者会等、関係機関の会議に参加し、関係機関と情報交換  

３市町村で

の開催    市町村関係者会開催  会議内容の充実・開催回数の増 

関係機関の情報の把握 

研修会の実

施 

事例に応じて、個別検討会等へ配偶者暴力相談支援センター職員の参加を依

頼 

1



重点
目標

現状（H24.3.31時点） これまでの取組 課題 これからの対策 具体的な取組内容 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 第2次計画で目指すべき姿 担当課
計画冊子

記載
ページ

取組項目

●県基本計画
の策定と取組
の推進

●第１次計画に掲げた取
組を推進
新施設の開所/通訳派遣
体制の整備/全市町村にＤ
Ｖ相談窓口が設置/警察も
含めた一時保護先の確保
/民間シェルターへの運営
費補助/民間支援団体、関
係機関等との連携/医療機
関用通報マニュアルの作
成/自立支援施設の運営/
女子大生との協働などによ
る広報活動の実施/ＤＶ対
策連携支援ネットワークに
よる情報共有/医療相談室
での相談   等

●第１次計画に掲げた取
組の推進
●平成23年度に平成24年
から取り組む第２次計画
（５か年計画）を策定
●関係機関主催の会議に
出席し、情報交換を行って
いる。

●第２次計画の着実な推進
を図るため、庁内をはじめ、
市町村、関係団体等の理
解を深め、連携をさらに強
化
●高知県DV被害者支援計
画の浸透が浅く、認識が弱
い。
●ソーレでのＤＶ被害の現
状を反映した事業の実施

●第２次計画の取組を推進
し、皆が主体的に取り組む
よう、関係機関等へ働きか
ける。
●関係機関の情報の把握
に努める。
●医療相談室で相談対応
を行う。
●警察組織への計画の浸
透と関係機関との連携の強
化
●第２次計画に基づくソー
レでの事業の実施

●第２次計画の取組を各機
関が着実に実行するよう、
ＰＤＣＡを活用した進捗管理
を実施
●庁内関係課の連絡会議
の開催
●関係機関の会議等への
参加
●担当者会等を通じた関係
機関の情報の把握
●医療相談室での相談対
応
●研修会等による支援計
画の組織内の浸透
●第２次計画に基づきソー
レでの事業計画を策定
●ソーレ事業を県及び高知
市と連携して実施

●第２次基本計画の実現に
よるＤＶ被害の予防と早期の
自立支援が図られている。
●被害者を支援するための
情報が把握できていて、相談
事例があった場合に相談者
に適切な情報の提供ができ
る。
●支援計画に基づいた関係
機関との連携が強化されて
いる。

県民生
活・男女
共同参
画課/女
性相談
支援セン
ター/県
立病院
課/教育
委員会/
警察本
部/人権
啓発セン
ター/
ソーレ

13

●市町村基本
計画の策定と
取組の推進

●努力義務であることもあ
り、市町村基本計画を策定
している市町村は、県内に
ほとんどない。

●市町村のＤＶ被害者支
援に関するアンケートを実
施
●市町村職員に対する研
修や情報提供の実施

●市町村では基本計画の
策定に取り組む気運が低い
が、市町村が主体的に取り
組むためには、対応にあ
たっての共通認識が必要

●今後策定、または改定す
る男女共同参画プランでＤ
Ｖ被害者支援計画となりう
る内容を盛り込んでもらう形
での計画策定を働きかけ
る。
●市町村地域福祉アクショ
ンプランとの連携も視野に
検討していく。

●男女共同参画サポート事
業を活用した市町村基本計
画の策定を働きかける。
●市町村計画策定の手引
きの作成

●10市町村で基本計画が策
定されており、未策定の市町
村も含め被害者支援の取組
が主体的になされている。
●福祉分野で高齢者虐待や
障害者虐待、児童虐待と同
様に、ＤＶ問題に取り組んで
いる。

県民生
活・男女
共同参
画課/女
性相談
支援セン
ター

13

●学校・保育
所・幼稚園にお
ける人権教育
の推進

●私立学校人権教育指導
業務（高知県人権啓発セン
ターに委託）
・人権教育の指導員が学
校訪問により、各学校が抱
える課題等への助言・指
導、校内研修の支援等を
行っている。
・私立学校で組織する人権
教育研究協議会の運営を
指導し研修会の開催等を
支援している。
●乳幼児期にふさわしい
育ちや学びに向けて、より
質の高い保育・教育・親育
ち支援を実施する必要が
ある。
●各学校では年間指導計
画を立て、計画的系統的な
人権教育の推進に取り組
んでいる。

●私立学校の人権教育推
進のため、指導員の学校
訪問、人権教育研究協議
会の自主運営を目指し支
援を続けてきた。
●園内研修・保護者への
講話による自尊感情を育
む保育・子育ての充実に向
けた研修会の実施
●人権教育主任連絡協議
会等で年間指導計画の充
実に向けた協議、研修の
実施

●各学校それぞれの取組
を尊重しつつ、学校の状況
に応じた適切な支援に努
め、教職員全体に人権教育
の取組が根付くよう地道に
助言、指導の継続が必要で
ある。
●研修等の必要性が十分
理解されていないことから、
園内研修の未実施や各種
研修会等への参加体制が
十分でない。
●教科等に位置付けた計
画的系統的な人権学習が
行われていない学校があ
る。

●継続して、人権教育全般
についての研修等を行って
いく。特に学校現場で現に
課題となっている事案につ
いての研修に力入れるとと
もに、児童生徒が人権意識
を身につけることができる
校内研修への支援を継続
する。
●市町村訪問等を通して園
内研修の実施や研修会へ
の積極的な参加要請を行
う。
●人権教育年間指導計画
の充実に向けた指導、支援

●人権教育の指導員が学
校訪問等により、各学校が
抱える課題等に応じた助
言､指導を行う。
●人権教育研究協議会の
運営を支援する。
●市町村訪問、研修会開
催等の情報発信
●人権教育主任連絡協議
会等で計画及び実施内容
の点検や実践交流の実施

●各学校の人権教育主任を
中心に、教職員の人権教育
の指導力が高まっている。
●一人一人の子ども理解に
基づいた保育実践の向上が
図られる。
●親の子育て力の向上が図
られる。
●発達段階に応じて人権尊
重の意識を高める教育や男
女平等の理念に基づく教育
が行われる。

私学・大
学支援
課/教育
委員会

14

●対人関係を
築くことが苦手
な子どもに配
慮した教育の
実施

●各学校においてQ-Uアン
ケート（学級診断尺度調
査：学級満足度・学校生活
意欲などの様子を知る。）
等を活用した子どもの実態
把握が行われるようになっ
た。
●発達障害等のある幼児
児童生徒の現状調査（高
知県）の実施

●個別の指導計画の作成
率の向上
●Q-Uアンケートの実施と
活用
●人間関係づくりプログラ
ムの実施

●Q-Uアンケートは、全て
の学校で実施されるように
なったが、実施後の活用に
ついては学校間で温度差
がある。
●個別の支援を行っていく
うえで、校内支援体制づくり
が重要である。

●子どもの特性を十分理解
した対応と、長所を伸ばして
いく指導
●校内支援体制づくりを推
進するミドルリーダーの育
成

●個別の指導計画の作
成、充実
●学級経営ハンドブック（仮
称）の作成と活用
●学級づくりリーダー、高等
学校生徒支援コーディネー
ターの育成

●各学校で、児童生徒理解
が深まり、、適切な指導や支
援が行われる。

教育委
員会

14

(

２

)

 
Ｄ
Ｖ
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止
の
た
め
の
教
育
・
普
及
啓
発

①
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涯
に
わ
た
る
人
権
教
育
の
推
進
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１
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関
係
機
関
・
団
体
の
連
携
等
に
よ
る
取
組
の
推
進

②
基
本
計
画
の
策
定
と
取
組
の
推
進

年２回担当者会を開催し、課題を検討するとともに、ケーススタディ等による研修

を実施 

ブロック別関係機関連絡会議・市町村訪問等による策定の働きかけ、支援策の

検討 

市町村向

け策定の

手引き作

成 

市町村担当

者会の開催 
 

毎年：進捗管理を実施 → こうち男女共同参画会議や高知県男女共同参画推進

本部へ報告 → ＨＰでの公表 

第2次計画に基づくソーレ事業の実施（県及び高知市との連携） 

人権教育主任連絡協議会・人権教育主任研修会の開催 

人権教育年間指導計画の充実に向けた指導、支援 

より質の高い保育・教育・親育ち支援の充実に向けた支援 

学級経営ハンドブック（仮称）の活用 

Ｑ－Ｕアンケート等を活用した児童生徒理解と対応の深化 

個別の指導計画の作成・充実 

担当者会等、関係機関の会議に参加し、関係機関と情報交換を通じた関係機関

の情報の把握・相談対応 

私立学校教職員の人権教育研修等を実施し、人権教育の指導力の向上を支援

学級経営

ハンドブッ

ク（仮称）

小学校版・

中学校版

の作成 

研修会の実

施 

学級経営

ハンドブッ

ク（仮称）

高等学校

版・特別支

援学校版

の作成 

2



重点
目標

現状（H24.3.31時点） これまでの取組 課題 これからの対策 具体的な取組内容 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 第2次計画で目指すべき姿 担当課
計画冊子

記載
ページ

取組項目

●教職員を対
象としたＤＶ防
止をはじめとす
る人権教育の
研修の実施

●外部講師に任せる状況
が多く、教師自らDVについ
て研修し、授業を行う状況
には至っていない。
●私立学校人権教育指導
業務（高知県人権啓発セン
ターに委託）
・人権教育の指導員が学
校訪問により、各学校が抱
える課題等への助言・指
導、校内研修の支援等を
行っている。
・私立学校で組織する人権
教育研究協議会の運営を
指導し研修会の開催等を
支援している。
●大学へ相談員を派遣し
て、大学教職員を対象とし
たセクハラ研修を実施

●女性と人権の研修内容
として、デートDVについて
研修を数年続けて行ってい
る。
●私立学校の人権教育推
進のため、指導員の学校
訪問、人権教育研究協議
会の自主運営を目指し支
援を続けてきた。
●相談員を派遣して、大学
教職員を対象としたセクハ
ラ研修の実施

●新たな人権課題として注
目されており、DVとは何か
知識的には理解されている
が、教材化、授業実践は十
分ではない。
●各学校それぞれの取組
を尊重しつつ、学校の状況
に応じた適切な支援に努
め、教職員全体に人権教育
の取組が根付くよう地道に
助言、指導の継続が必要で
ある。
●中学校・高校・大学等の
教育機関から、研修への派
遣依頼が少ない。

●各種研修会において、
DV防止に関連する内容に
ついて取り上げていく。
●継続して、人権教育全般
についての研修等を行って
いく。特に学校現場で現に
課題となっている事案につ
いての研修に力を入れると
ともに、児童生徒が人権意
識を身につけることができ
る校内研修への支援を継
続する。
●大学・高校等の教育機関
での研修及び広報

●研修会の開催と周知徹
底
●人権教育の指導員が学
校訪問等により、各学校が
抱える課題等に応じた助
言､指導を行う。
●人権教育研究協議会の
運営を支援する。
●大学・高校等の教育機関
での研修及び広報活動（訪
問等）

●DV問題について理解を深
め、授業に活かすことのでき
る教職員が各学校にいる。
●各学校の人権教育主任を
中心に、教職員の人権教育
の指導力が高まっている。
●大学・高校等の教育機関
のおける人権教育の研修を
実施できる状況を実現する。

私学・大
学支援
課/教育
委員会/
ソーレ

15

●県職員を対
象としたＤＶ防
止をはじめとす
る人権教育の
研修の実施

●県職員を対象とした人権
研修は、職場等において
毎年実施されているが、Ｄ
Ｖをテーマとすることは多く
ないと思われる。
●研修実施主体の要請に
より、研修講師を派遣
●女性（ＤＶ防止）を研修課
題とするかどうかの決定
は、研修実施団体

●教職員に向けては、人
権教育主任に情報提供
●人権啓発センター講師
派遣
　対象：県、市町村、企業、
一般研修等
女性の人権について
　女性の人権について
19年度～23年度
　　　　　59回・1,576人
●平成23年度の教育委員
会事務局職員研修におい
て「女性の人権」をテーマと
して研修を行った。

●人権研修そのものには
取り組んでおり、その延長
上にＤＶもあるが、ＤＶを視
野に入れたものにはなって
いない。
●平成23年度の人権啓発
センターの実績では、講師
派遣回数216回のうち、女
性を研修課題とした回数は
14回で、全体の6.5%である。
　講師派遣は、研修実施主
体が希望する研修課題に
対して対応しているため、
女性（ＤＶ防止）として全面
に出すことはできていない。

●各所属における人権研
修で、人権侵害のひとつで
あるＤＶについて取り上げ
てもらえるよう働きかける。
●これまでと同様に、あら
ゆる人権課題に沿った研修
を実施するが、女性（ＤＶ防
止）についても研修を実施
していることを宣伝する。
●人権意識を高める参加
体験型の研修の実施

●各所属における人権研
修で、人権侵害のひとつで
あるＤＶについて取り上げ
てもらうよう各課に働きかけ
る。
●研修会への講師派遣
　県、市町村、企業、一般
研修等への講師派遣

●県職員の男女平等意識や
ＤＶ理解が進み、関係職員で
なくても、相談窓口について
説明ができる。
●講師派遣を継続して利用
している団体に対して、ＤＶ
は重大な人権侵害であるこ
とを、広く理解してもらうため
に、研修課題として取り上げ
てもらう機会を増やす。

県民生
活・男女
共同参
画課/女
性相談
支援セン
ター/人
権課/教
育委員
会/人権
啓発セン
ター

15

●市町村職員
を対象としたＤ
Ｖ防止をはじめ
とする人権教
育の研修の実
施

●市町村職員を対象とした
人権研修は、各自治体の
方針により実施されている
と思われる。
●研修実施主体の要請に
より、研修講師を派遣して
いるが、女性（ＤＶ防止）を
研修課題とするかどうか
は、研修実施団体が決定
●こうち人づくり広域連合
のセクハラ研修へ相談員
を派遣して、市町村職員の
新採職員への人権教育を
実施

●人権啓発センター講師
派遣
　対象：県、市町村、企業、
一般研修等
女性の人権について
19年度～23年度
　　　　　59回・1,576人
●ソーレ相談員を派遣し
て、こうち人づくり広域連合
の新採研修におけるセク
ハラ研修を実施

●人権研修には取り組んで
いると思うが、ＤＶを視野に
入れたものにはなっていな
い。
●平成23年度の人権啓発
センターの実績では、講師
派遣した中で、女性を研修
課題としのは全体の6.5%で
ある。
　 講師派遣は、研修実施主
体が希望する研修課題に
対応しているため、女性（Ｄ
Ｖ防止）として全面に出すこ
とはできていない。
●ソーレでは、新採研修に
講師を派遣しているが、市
町村内部での研修への派
遣依頼が少ない。

●市町村職員を対象とした
人権研修で、ＤＶも対象とし
てとりあげてくれるよう働き
かける。
●あらゆる人権課題に沿っ
た研修を実施するが、女性
（ＤＶ防止）についても研修
を実施していることを宣伝
する。
●各市町村への研修及び
広報

●市町村職員を対象とした
人権研修に、ＤＶを取り上
げてくれるよう働きかけると
ともに、市町村のＤＶ担当
者に対する研修を実施
●研修会への講師派遣
　県、市町村、企業、一般
研修等への講師派遣
●各市町村への研修及び
広報活動（ソーレホーム
ページや広報誌等）

●市町村職員の男女平等意
識やＤＶ理解が進み、関係職
員でなくても、庁内担当課に
つなぐことができる。
●講師派遣を継続して利用
している団体に対して、ＤＶ
は重大な人権侵害であるこ
とを、広く理解してもらうため
に、研修課題として取り上げ
てもらう機会を増やす。
●講師派遣により、各市町
村のおける人権教育の研修
を実施している。

県民生
活・男女
共同参
画課/女
性相談
支援セン
ター/人
権啓発セ
ンター/
ソーレ

15

(

２

)

 
Ｄ
Ｖ
防
止
の
た
め
の
教
育
・
普
及
啓
発

①
生
涯
に
わ
た
る
人
権
教
育
の
推
進

所属での

ＤＶ研修の

働きかけ 

県民生活・男女共同参画課主催及び職場におけるＤＶ研修の

実施 

ブロック別関係機関連絡会議の実施・市町村でのＤＶを視野に入れた人権研修

の働きかけ 

大学・高校等の教育機関での研修及び広報活動並びに教育委員会への広報
活動 

人権教育セミナ―等教員向けの専門研修の開催 

人権教育主任連絡協議会で研修を周知する 

私立学校教職員の人権教育研修等を実施し、人権教育の指導力の向上を支援 

県、市町村、企業、一般研修等への講師派遣 

県、市町村、企業、一般研修等への講師派遣 

各市町村への研修及び広報活動(ソーレホームページや広報誌等） 

3



重点
目標

現状（H24.3.31時点） これまでの取組 課題 これからの対策 具体的な取組内容 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 第2次計画で目指すべき姿 担当課
計画冊子

記載
ページ

取組項目

●地域におけ
るＤＶ防止をは
じめとする人権
教育の研修の
実施

●市町村広報等を通じて、
地域住民に対して人権問
題の啓発や、講演会等が
実施されていると思われ
る。
●自他の人権尊重の意識
啓発の機会が十分とは言
えない。
●研修実施主体の要請に
より、研修講師を派遣して
いるが、女性（ＤＶ防止）を
研修課題とするかどうかの
決定は、研修実施団体
●相談員及びソーレサ
ポーターを派遣して、地域
住民を対象としたセクハラ
研修を実施

●人権擁護委員が行う
「デートＤＶ」研修の紹介
●市町村教育行政人権教
育担当者及び人権啓発担
当者連絡協議会等におい
て、人権研修の機会充実
についてお願いをして来
た。
●人権啓発センター講師
派遣
　対象：県、市町村、企業、
一般研修等
女性の人権について
19年度～23年度
　　　　　59回・1,576人
●相談員及びソーレサ
ポーターを派遣して、地域
でのＤＶ防止をはじめとす
る人権教育研修における
セクハラ研修等の実施

●人権研修には取り組んで
いると思うが、ＤＶを視野に
入れたものにはなっていな
い。
●自他の人権尊重の意識
啓発の機会が十分とは言
えない。
●平成23年度の人権啓発
センターの実績では、講師
派遣した中で、女性を研修
課題としのは全体の6.5%で
ある。
　講師派遣は、研修実施主
体が希望する研修課題に
対して対応しているため、
女性（ＤＶ防止）として全面
に出すことはできていない。
●地域での研修への派遣
依頼が少ない。

●市町村広報等を通じて、
地域住民に対してDVを含
めた人権問題の啓発を行う
よう働きかける。
●これまでと同様に、あら
ゆる人権課題に沿った研修
を実施するが、女性（ＤＶ防
止）についても研修を実施
していることを宣伝する。
●人権教育の研修の機会
充実
●人権教育指導者の養成
及びスキルアップ
●各市町村（地域）への研
修及び広報

●地域での講演会等で人
権問題を扱う場合に、ＤＶ
被害の視点も盛り込んでも
らえるよう働きかける。
●市町村教育行政人権教
育担当者及び人権啓発担
当者連絡協議会の開催
●人権教育推進講座支援
事業の開催・講座等への講
師派遣
●研修会への講師派遣
　県、市町村、企業、一般
研修等への講師派遣
●各市町村（地域）への研
修及び広報活動（ホーム
ページやソーレ広報誌等）

●地域での男女平等意識や
ＤＶ理解が進み、場合によっ
ては相談に乗ったり、関係機
関に通報するなど被害者の
支援ができる。
●講師派遣を継続して利用
している団体に対して、ＤＶ
は重大な人権侵害であるこ
とを、広く理解してもらうため
に、研修課題として取り上げ
てもらう機会を増やす。
●地域のおける人権教育の
研修を実施できている。

県民生
活・男女
共同参
画課/女
性相談
支援セン
ター/教
育委員
会/人権
啓発セン
ター/ソー
レ

15

●職域におけ
るＤＶ防止をは
じめとする人権
教育の研修の
実施

●職域においては、パワハ
ラやセクハラ、雇用機会均
等等について研修等が開
催されている。
●人権啓発センターでは、
研修実施主体の要請によ
り、研修講師を派遣してお
り、女性（ＤＶ防止）を研修
課題とするかどうかは、研
修実施団体が決定
●ソーレ相談員及びソーレ
サポーターを派遣して、企
業の従業員を対象としたセ
クハラ研修の実施

●人権啓発センター講師
派遣
　対象：県、市町村、企業、
一般研修等
女性の人権について
　9年度～23年度
　　　　　59回・1,576人
●ソーレ相談員を派遣し
て、こうち人づくり広域連合
の新採研修におけるセク
ハラ研修の実施
●ソーレ相談員及びソーレ
サポーターを派遣して、職
域でのＤＶ防止をはじめと
する人権教育研修におけ
るセクハラ研修等の実施

●人権研修には取り組んで
いると思うが、パワハラ等
がメインだと思われ、ＤＶを
視野に入れたものにはなっ
ていない。
●平成23年度の人権啓発
センターの実績では、講師
派遣回数216回のうち、女
性を研修課題とした回数は
14回で、全体の6.5%である。
　講師派遣は、研修実施主
体が希望する研修課題に
対応しているため、女性（Ｄ
Ｖ防止）として全面に出すこ
とはできていない。
●職域での研修への派遣
依頼が少ない。

●職域においては、パワハ
ラやセクハラ、雇用機会均
等等とあわせ、DVの研修に
も取り組んでもらえるよう働
きかける。
●あらゆる人権課題に沿っ
た研修を実施するが、女性
（ＤＶ防止）についても研修
を実施していることを宣伝
する。
●人権教育の研修の機会
充実
●人権教育指導者の養成
及びスキルアップ
●企業等への研修及び広
報

●ＤＶが労災等につながる
危険性をはらんでいること
から、パワハラやセクハラ
の研修の際に、ＤＶ被害の
視点も盛り込んでもらえるよ
う働きかける。
●研修会への講師派遣
　県、市町村、企業、一般
研修等への講師派遣
●企業等への研修及び広
報活動（ホームページや
ソーレ広報誌等）

●職場において男女平等意
識やＤＶ理解が進んでいる。
●講師派遣を継続して利用
している団体に対して、ＤＶ
は重大な人権侵害であるこ
とを、広く理解してもらうため
に、研修課題として取り上げ
てもらう機会を増やす。
●職域のおける人権教育の
研修を実施できている。

県民生
活･男女
共同参
画課/女
性相談
支援セン
ター/人
権啓発セ
ンター/
ソーレ

15

②
Ｄ
Ｖ
防
止
の
意
識
啓
発
の
拡
充

●県の広報
紙、テレビ、ラ
ジオ、ホーム
ページ等多様
な広報媒体を
活用した意識
啓発

●あらゆる広報活動により
相談件数の増につながっ
ている。
●県の広報紙や新聞、テ
レビ、ラジオ、ソーレホーム
ページ等を通じてＤＶ防止
の意識啓発の広報を行っ
ている。
●ＤＶは重大な人権侵害で
あることを気付かせ、専門
の相談機関の周知を図る
テレビスポットCM30秒を作
成し、放送
（「女性に対する暴力をなく
す運動」期間を放送期間に
含む。）

●相談が増えているとはい
え、ＤＶ経験者が約３割であ
ることから考えると、まだま
だ潜在している。
●ＤＶについて県民に十分
知られていない。
●新聞やテレビ、ラジオで
のＤＶに関する報道が少な
い。
●テレビスポットＣＭの放送
後等は、相談機関への相
談件数が増加したとの声が
あるが、ＤＶ防止の啓発と
なっているかは数での確認
が難しい。
●県の広報紙への掲載回
数の拡充

●あらゆる広報の機会を捉
え、県民へ幅広く、繰り返し
広報を続ける。
●担当課等への情報提供
の呼び掛け
●ソーレホームページや広
報誌等でのＤＶ防止の啓発
情報の発信
●県民に、配偶者暴力相談
支援センターの役割・機能
を広く知ってもらい、ＤＶへ
の理解を深めてもらう。
●引続き、新聞、テレビ等
の広報媒体を活用し粘り強
い啓発活動を実施

●広報紙、テレビ、ラジオ等
の多様な広報媒体を活用し
た情報発信に積極的に取り
組む。
さんSUN高知/テレビ・ラジ
オ/人権啓発センターＣＭ/
ソーレスコープ
●記者クラブへの情報提供
に関し、担当課等がその重
要性を再認識してもらえる
よう、機会を捉えて呼び掛
ける。
●テレビスポットＣＭの作
成、放送を実施する。
●ソーレホームページや
県・高知市等の広報紙、
メールマガジン「ＦＲＯＭ
ソーレ」等を活用してのＤＶ
防止の啓発情報の発信

●「ＤＶは、犯罪となる行為を
も含む重大な人権侵害」であ
ることが広く認識されている。
●各地域や各分野で、ＤＶ防
止・被害者支援について、で
きることに気づき、取り組ん
でもらえる社会風土が醸成さ
れている。
●ＤＶ防止の啓発CM等の継
続実施により、周知が図られ
ている。
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県民生
活・男女
共同参
画課/広
報広聴
課/人権
啓発セン
ター/ソー
レ

●県の広報紙、テレビ、ラ
ジオや、人権啓発センター
等の広報枠を活用した広
報の実施
さんＳＵＮ高知/広報広聴
課枠ＴＶ・ラジオ/人権啓発
センター予算を活用したＣ
Ｍ制作/チラシ等の配布/
ポスターの掲示
●担当課等と連携して、テ
レビや新聞等のメディアや
インターネットなど、多様な
広報媒体を活用したＤＶ防
止の周知を行った。
●人権啓発センターでの
広報
・19年度、20年度、21年
度、22年度
　人権啓発広告新聞掲載
・20年度
　人権啓発シリーズ新聞掲
載事業
・21年度、22年度、23年度
　テレビ・ラジオスポットCM
作成、放送
●県・高知市等の広報誌
やホームページ等を活用し
た意識啓発
●各種研修会等への講師
派遣

(

２

)

 
Ｄ
Ｖ
防
止
の
た
め
の
教
育
・
普
及
啓
発

①
生
涯
に
わ
た
る
人
権
教
育
の
推
進

県主体のＤＶ理解、相談窓口の広報 

広報媒体

の拡充 

地域でのＤＶを視野に入れた研修の働きかけ・ソーレ出前講座等の周知 

労働局・各種業界団体等へのＤＶを視野に入れた人権研修の働きかけ 

広報紙、テレビ、ラジオ等の広報媒体を活用した広報を実施 

県の関係機関に対し、報道機関への情報提供の充実の呼び掛け 

各市町村への研修及び広報活動(ソーレホームページや広報誌等） 

企業等への研修及び広報活動（ソーレホームページや広報誌等） 

ソーレホームページやメールマガジン「ＦＲＯＭソーレ」等でのＤＶ防止の啓発情
報の発信 

人権教育推進講座支援事業の開催・講座等への講師派遣 

市町村教育行政人権教育担当者及び人権啓発担当者連絡協議会の開催 

県、市町村、企業、一般研修等への講師派遣 

県、市町村、企業、一般研修等への講師派遣 

テレビの活用：啓発ＣＭの作成、放送 

4



重点
目標

現状（H24.3.31時点） これまでの取組 課題 これからの対策 具体的な取組内容 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 第2次計画で目指すべき姿 担当課
計画冊子

記載
ページ

取組項目

●市町村にお
ける広報紙等
を活用した意
識啓発

●あらゆる広報活動により
相談件数の増につながっ
ている。

●市町村広報の原稿案提
供や、チラシ等の提供

●現状では、広報している
市町村も県からの依頼に応
じてくれている状況なので、
主体的に広報に取り組んで
もらう必要がある。

●市町村が主体的に広報
等に取り組む体制を支援す
る。
●県民に、配偶者暴力相談
支援センターの役割・機能
を広く知ってもらい、ＤＶへ
の理解を深めてもらう。
●被害者が身近なところで
相談できるように、市町村
等の相談窓口の整備を行
う。

●広報素材等の提供
●市町村窓口の周知の依
頼

●「ＤＶは、犯罪となる行為を
も含む重大な人権侵害」であ
ることが広く認識されている。

県民生
活・男女
共同参
画課
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●リーフレット
等の作成及び
配布による意
識啓発

●あらゆる広報活動により
相談件数の増につながっ
ている。
●ポスター、リーフレット、
ＤＶ啓発カード等の作成配
布による意識啓発

●ＤＶ相談窓口カード、男
性向けのＤＶ啓発カード、
啓発ポスター、チラシ等の
作成・配布

●高齢者、視覚・聴覚障害
者等、情報弱者と言われる
人たちに、必要な情報がい
きわたっていない。
●ＤＶ啓発パンフレットやＤ
Ｖ啓発カード等の配布先拡
充

●高齢者・障害者等、情報
弱者と言われる人たちに、
必要な情報を提供する。
●障害者団体等と情報共
有を図る。
●県民に、配偶者暴力相談
支援センターの役割・機能
を広く知ってもらい、ＤＶへ
の理解を深めてもらう。
●被害者が身近なところで
相談できるように市町村等
の相談窓口の整備を行う。
●ＤＶ啓発パンフレットやＤ
Ｖ啓発カード等の配布先の
新規開拓

●高齢者・障害者等向けの
チラシ等を作成し、広報す
る。
●障害者団体等と情報共
有の場を設ける。
●コンビニ、量販店、行政
機関を通じてのＤＶ啓発パ
ンフレットやＤＶ啓発カード
等の配布及び配布先の新
規開拓

●「ＤＶは、犯罪となる行為を
も含む重大な人権侵害」であ
ることが広く認識されている。
●ＤＶ防止の意識啓発が十
分に推進できている。

県民生
活・男女
共同参
画課/女
性相談
支援セン
ター/ソー
レ
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●「女性に対す
る暴力をなくす
運動」における
各機関と連携
した集中的な
広報啓発

●あらゆる広報活動により
相談件数の増につながっ
ている。
●県の広報紙や新聞、テ
レビ、ラジオ等を通じてＤＶ
防止の意識啓発の広報を
行っている。
●ＤＶは重大な人権侵害で
あることを気付かせ、専門
の相談機関の周知を図
る、テレビスポットCM30秒
を作成し、放送。
（「女性に対する暴力をなく
す運動」期間を放送期間に
含む。）
●講演会等の実施による
意識啓発

●「女性に対する暴力をな
くす運動」における各機
関、民間支援団体等と連
携した集中的な広報啓発
●県、市町村の広報紙や
テレビや新聞等のメディア
やインターネットなど、多様
な広報媒体を活用したＤＶ
防止の周知を行った。
●人権蓮啓発センターの
広報
・19年度、20年度、21年
度、22年度
　人権啓発広告新聞掲載：
・20年度
　人権啓発シリーズ新聞掲
載事業
・21年度、22年度、23年度
　テレビ・ラジオスポットCM
作成、放送
●高知法務局、配偶者暴
力支援センターとの共催に
よるＤＶ防止講演会の開催
及び広報活動

●「女性に対する暴力をなく
す運動」期間に講演会等を
行っているが、周知が不十
分であり、集客の拡充を図
る。
●ＤＶについて県民に十分
知られていない。
●新聞やテレビ、ラジオで
のＤＶに関する報道が少な
い。
●テレビスポットＣＭの放送
後等は、相談機関への相
談件数が増加したとの声が
あるが、ＤＶ防止の啓発と
なっているかは数での確認
が難しい。

●「女性に対する暴力をなく
す運動」期間に行っている
講演会等を関係機関や県
民に周知
●担当課等への情報提供
の呼び掛け
●引続き、新聞、テレビ等
の広報媒体を活用し粘り強
い啓発活動を実施

●「女性に対する暴力をなく
す運動」期間に、市町村広
報誌等での啓発記事の掲
載を働きかけるほか、新た
に電車広告を行うなど、
様々な媒体の活用を検討
する。
●広報紙、テレビ、ラジオ等
の多様な広報媒体を活用し
た情報発信に積極的に取り
組む。
●記者クラブへの情報提供
に関し、担当課等がその重
要性を再認識してもらえる
よう、機会を捉えて呼び掛
ける。
●テレビスポットＣＭの作
成、放送を実施する。
●ＤＶ防止講演会の広報及
び関係機関への参加案内

●「ＤＶは、犯罪となる行為を
も含む重大な人権侵害」であ
ることが広く認識されている。
●各地域や各分野で、ＤＶ防
止・被害者支援について、で
きることに気づき、取り組ん
でもらえる社会風土が醸成さ
れている。
●ＤＶ防止の啓発CM等の継
続実施により、周知が図られ
ている。

県民生
活・男女
共同参
画課/広
報広聴
課/人権
啓発セン
ター/ソー
レ
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(

２

)

 
Ｄ
Ｖ
防
止
の
た
め
の
教
育
・
普
及
啓
発

②
Ｄ
Ｖ
防
止
の
意
識
啓
発
の
拡
充

電車広告・講演会の実施等  

市町村主体のＤＶ理解、相談窓口の広報につなげるため、広報素材の提供や研修の

実施 

市町村主体のＤＶ理解、相談窓口の広報につなげるため、広報

素材の提供や研修の実施 

高齢者等

向けチラ

シ等の検

討 

コンビニ、量販店、行政機関を通じてのＤＶ啓発パンフレットやＤＶ啓発カード
等の配布及び配布先の新規開拓 

ＤＶ防止講演会の広報及び関係機関への参加案内 

障害者団体等との情報共有

の場の設定 

障害者への情報周知の方法

障害者のＤＶ相談を受けるについての課題を検討 

広報紙、テレビ、ラジオ等あらゆるメディアを活用した広報を実施 

県の関係機関に対し、報道機関への情報提供の充実の呼び掛け 

テレビの活用：啓発ＣＭの作成、放送 

5



重点
目標

現状（H24.3.31時点） これまでの取組 課題 これからの対策 具体的な取組内容 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 第2次計画で目指すべき姿 担当課
計画冊子

記載
ページ

取組項目

●高齢者、障
害者、外国人
の相談窓口で
のＤＶに関する
広報啓発

●高齢者総合相談セン
ターにおいて、相談の受付
け
（H23：981件）。
　一般相談：842件
　専門相談：139件
●認知症コールセンターに
おいて、相談の受付け
（H23年度：422件）
●障害者に関する法や制
度などの広報・啓発内容が
多く、DVに関する広報まで
はできていない。
●これまで外国人の人権
相談を実施し、ＤＶの相談
案件があれば、専門機関
につなげるようにしている。

●一般県民及び市町村地
域包括支援センター等か
ら、電話や来所などにより
相談に応じる。また、弁護
士等による専門相談を開
催
●高齢者総合相談セン
ター窓口周知のためのリー
フレットを配布
　 配布箇所：約900か所
　 配布部数：10,000部
●認知症コールセンター窓
口周知のためテレビCM等
による周知
●障害者電話相談事業
（障害者110番）や市町村
における相談支援の広報
●外国人相談窓口でのＤ
Ｖに関する広報啓発

●高齢者総合相談センター
への相談件数の減少
（H19：1,132件、H20：1,261
件、H21：1,050件、H22：
1,038件、H23：981件）
●リーフレットの目的とする
多くの対象者に、届いてい
るのか。
●県民への認知症コール
センターの周知
●障害者虐待防止法が平
成24年10月に施行されるこ
とから、虐待防止等への広
報・啓発が求められてい
る。
●外国人相談窓口を実施し
ているが、ＤＶに関する広報
はできていない。

●県民への幅広い広報の
継続
●障害者虐待防止法の広
報・啓発と合わせた啓発等
●外国人相談窓口でのＤＶ
に関する広報啓発

●高齢者総合相談センター
リーフレットの配布、市町村
広報誌への記事掲載等の
検討
●認知症コールセンターの
テレビ、ラジオ、広報誌等に
よる周知等
●障害者虐待防止研修の
実施や虐待防止の広報・啓
発
●ＤＶに関するパンフレット
を備え置き、相談者に広報
するとともに、一般来館者
にもポスター、チラシの掲示
によりＰＲを図る。

●必要な時に連絡できるよ
う、高齢者総合相談センター
と認知症コールセンターの窓
口が周知されている。
●障害者虐待、高齢者虐
待、児童虐待、DVについて
防止等の対策を行っている。
●外国人のＤＶ相談ができる
窓口が認知されている。

高齢者
福祉課/
障害保
健福祉
課/文
化・国際
化
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●思春期相談
センター「ＰＲＩ
ＮＫ」における
若者を対象とし
た広報啓発

●相談活動を通して、男女
交際、DVなどの相談が
あった場合等、予防やDV
について正しく理解するよ
うに支援している。
○H23年度実績
・電話相談：2,745件
（H22年度：560件）
・メール相談：168件
（H22年度：60件）
・個別面接相談：5件

●22年度より思春期相談
センターが保健衛生総合
庁舎に移転したことで、業
務の見直しを行い、現在主
なる業務である電話、メー
ル相談が多くの思春期の
子どもたちに利用してもら
えるように高知市立中高等
学校、県下高等学校に広
報用名刺大カード、リーフ
レットを各２０部配布した。
●思春期の子どもに関係
する機関の会議や研修会
の機会を生かし、思春期相
談センターの活動の周知
を行った。

●中学校、高等学校は、進
学や進級、卒業があるた
め、毎年広報用名刺大カー
ドの配布等を行い継続的な
周知が必要である。

●広報用名刺大カードを毎
年、市町村中学校、高等学
校に配布し、DVを含む性の
悩み等があった場合、子ど
もたちが身近な相談機関と
して利用できるようにしてい
く。

●広報用名刺大カード希望
する県下市町村中学校や
県下高等学校に広報用名
刺カードの配布していく。
●関係機関との会議等の
機会を生かして思春期相談
センターを周知していく。

●県下中学生、高校生が思
春期相談センターの存在を
理解し、性に関する相談（DV
に関する相談含む）や正しい
性知識を得る身近な機関とし
て利用する。

健康対
策課

16

③
若
者
に
対
す
る
デ
ー

ト
Ｄ
Ｖ
の
予
防
の
強
化

●広報紙、テレ
ビ、ラジオ、
ホームページ
等多様な広報
媒体を活用し
た意識啓発

●平成22年に実施した高
校生を対象としたアンケー
ト調査
・交際経験のある高校生の
約２割がデートＤＶの経験
がある。
・女子の被害経験に対し、
男子の加害経験が低い。
●県の広報紙や新聞、テ
レビ、ラジオ等を通じて
デートＤＶ予防の広報を
行っている。
●平成22年度に番組制作
「心呼吸しよう」第１話
「デートＤＶに注意！」を放
送
●ソーレのホームページや
広報誌等を通じて、若者に
対するデートＤＶ意識啓発
及び予防の強化

●人権擁護委員が行う
「デートＤＶ」研修の紹介
●デートＤＶ関係機関連絡
会議の開催
●デートＤＶは、どちらかと
いえば、ソーレ主体で対応
してきた。
●担当課等と連携して、テ
レビや新聞等のメディアや
インターネットなど、多様な
広報媒体を活用したデート
ＤＶの周知を行った。
●人権啓発センターの広
報
・平成21年度
　番組制作「心呼吸しよう」
第8話「デートＤＶ防止に女
子大生パワー」を放送
　人権啓発広告新聞掲載：
「ﾊﾟｰﾄﾅｰと良い関係を～
ﾃﾞｰﾄDVって何？」
・平成22年度
　番組制作「心呼吸しよう」
第１話「デートＤＶに注
意！」を放送
●ソーレのホームページや
広報誌等による意識啓発

●若年者向けの広報媒体
の開拓
●デートＤＶについて県民
に十分知られていない。
●新聞やテレビ、ラジオで
のデートＤＶに関する報道
が少ない。
●他の人権課題についても
取組を行っているため、
デートＤＶを題材とした取組
が毎年行えていない。
●ソーレのホームページや
広報誌等への掲載回数の
拡充

●あらゆる広報媒体を活用
し、中高生に対する啓発を
強化するとともに、保護者
に対してもＤＶ理解の推進
を図る。
●県民への幅広い周知活
動の実施
●担当課等への情報提供
の呼び掛け
●他の人権課題とも併せて
啓発を行っていく。
●ソーレのホームページや
広報誌へのデートＤＶ記事
の掲載

●広報紙、テレビ、ラジオ等
の多様な広報媒体を活用し
た情報発信に積極的に取り
組む。
さんSUN高知/テレビ・ラジ
オ/人権啓発センターＣＭ/
ソーレスコープ
●ＰＴＡ連合会等へデートＤ
Ｖ研修を働きかる。
●記者クラブへの情報提供
に関し、担当課等がその重
要性を再認識してもらえる
よう、機会を捉えて呼び掛
ける。
●人権啓発フェスティバル
などイベントの場を活用した
啓発
●デートＤＶを取材し、ソー
レのホームページや広報誌
へのデートＤＶ記事の掲載

●「デートＤＶ」という言葉が、
学校だより等でも取り上げら
れるぐらい、若年者を中心に
広く認知されている。
●各地域や各分野で、ＤＶ防
止・被害者支援について、で
きることに気づき、取り組ん
でもらえる社会風土が醸成さ
れている。
●若者を対象とした人権啓
発の場（研修、イベント等）で
は、デートDVの予防につい
ても啓発が行えている。

県民生
活･男女
共同参
画課/広
報広聴
課/人権
啓発セン
ター/ソー
レ

16

②
Ｄ
Ｖ
防
止
の
意
識
啓
発
の
拡
充

(

２

)

 
Ｄ
Ｖ
防
止
の
た
め
の
教
育
・
普
及
啓
発

広報紙、テレビ、ラジオ等の広報媒体を活用した広報を実施 

県の関係機関に対し、報道機関への情報提供の充実の呼び掛け 

デートＤＶの取材及びホームページやソーレ広報誌へのデートＤＶ記事の掲載 

人権啓発イベントの活用：相談窓口の紹介等 

外国人相談窓口の実施・ＤＶについての積極的なＰＲ 

相談窓口等における障害者虐待防止と合わせた啓発 

高齢者総合相談センターリーフレットの配布、市町村広報誌への記事掲載等 

認知症コールセンターのテレビ、ラジオ、広報誌等による周知等 

 電話相談・メール相談・個別面接相談（予約） 

 思春期相談センター広報用名刺大カードを中学校、高等学校に配付 

広報媒体の

拡充 

中高生・保護者に向けた広報 

6



重点
目標

現状（H24.3.31時点） これまでの取組 課題 これからの対策 具体的な取組内容 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 第2次計画で目指すべき姿 担当課
計画冊子

記載
ページ

取組項目

●リーフレット
等の作成及び
配布による意
識啓発

●平成22年に実施した高
校生を対象としたアンケー
ト調査
・交際経験のある高校生の
約２割がデートＤＶの経験
がある。
・女子の被害経験に対し、
男子の加害経験が低い。
●デートＤＶ啓発パンフレッ
ト等の作成配布による若者
に対するデートＤＶ意識啓
発及び予防の強化

●大学生と協働でデートＤ
Ｖ啓発パンフレット等の作
成及び配布

●若年者及び保護者に視
点を置いた啓発物の作成
●学校現場のデートＤＶに
関する問題意識が高くな
い。
●パンフレット等の配布先
の拡充

●教育委員会及び学校現
場のＤＶ理解を進める。
●パンフレット等の配布先
の新規開拓及び配布

●若年者向けのチラシ等を
作成し、広報する。
●企業訪問及び県を通じて
のパンフレット等の配布先
の拡充及び配布

●リ-フレット等の作成及び
配布により、デートＤＶの意
識啓発がされている状況を
実現する。

県民生
活･男女
共同参
画課/女
性相談
支援セン
ター/ソー
レ

16

●中高生、大
学生及び保護
者を対象とした
授業及び研修
の実施

●各教科等で、自らを律し
つつ、他人を思いやる心な
どを育てている。
●学校の授業を通じて、啓
発は行っているが、生徒、
保護者の理解は十分とは
言えない。
●デートＤＶ啓発講座を高
校で実施することで、若者
に対するデートＤＶ意識啓
発及び予防の強化が一定
できている。

●家庭科、保健体育、道徳
等の学習において、異性
の特性や違いをきちんと受
け止め相手の人格を尊ぶ
姿勢、男女が協力して生活
することの重要性や家庭
観などの育成
●ホームルーム活動や特
別活動の中で、講演会等
を実施
●保護者については、PTA
研修会等を活用して啓発。
●高校でのデートＤＶ啓発
講座の実施

●授業の中にどのように位
置づけたらよいのか、といっ
た具体例を示す必要があ
る。
●講演会形式の取組が多
く、生徒が自分自身の問題
として理解できているかを
把握することがむずかし
い。
●中高生、大学及び保護者
を対象としたデートＤＶ啓発
講座の実施

●「人権教育指導資料集
（学校教育編）Let's feel じ
んけん～気付きから行動へ
～」を活用し、発達段階に
応じた人権教育の推進を図
る。
●事例の提示
●ホームルーム活動や特
別活動の年間計画におい
て、ワークショップ形式など
生徒が自ら考える課題解決
型の取組を進める。
●中学校・高校・大学・保護
者等への働きかけ

●人権教育に係る研修会
を行う。
●PTAの研修会等での学
習機会の提供
●中学校・高校・大学・保護
者等に対して、人権教育の
研修の実施に向けての働き
かけ

●中高生、大学生のDVに関
する学習機会が広がり、デー
トDVに気づき対応できる。
●保護者のデートDVに関す
る学習機会が広がり、早期
に子どもの変化を受け止め
ることができる。

私学・大
学支援
課/教育
委員会/
ソーレ

16

●教職員を対
象としたＤＶ防
止をはじめとす
る人権教育の
研修の実施

●教職員のDVに対する理
解が十分でない。
●外部講師に任せる状況
が多く、教師自らDVについ
て研修し、授業を行う状況
には至っていない。

●女性と人権の研修内容
として、デートDVについて
研修を数年続けて行ってい
る。
●デートＤＶ啓発パンフレッ
ト等の配布

●新たな人権課題として注
目されており、DVとは何か
知識的には理解されている
が、教材化、授業実践は十
分ではない。
●教職員を対象とした研修
の実施

●各種研修会において、
DV防止に関連する内容に
ついて取り上げていく。
●中学校・高校・大学等へ
の働きかけ

●DVに関わる研修会の開
催と周知徹底
●中学校・高校・大学等に
対して、人権教育の研修の
実施に向けての働きかけ

●DV問題について理解を深
め、生徒指導や授業に活か
すことのできる教職員が各学
校にいる。

私学・大
学支援
課/教育
委員会/
ソーレ

16

●児童生徒が
安心して相談
できる環境づく
り

●「保健室における相談活
動」などの研修会を実施
●スクールカウンセラー
等・心の教育アドバイザー
等の配置(平成２３年度）
　小学校　　７６校
　中学校　　８３校
　高等学校　３７校
　特別支援学校　５校

●「保健室における相談活
動」などの研修会を実施
●スクールカウンセラー
等・心の教育アドバイザー
等による相談活動

●養護教諭やスクールカウ
ンセラー等が、校内支援委
員会の中に位置付けられて
いる学校がまだ十分ではな
い。
●子どもの問題行動の背
景にはＤＶ等があるのでは
ないかという、教職員の「気
づき」の意識が十分浸透し
ていない。

●教職員及びスクールカウ
ンセラー等の専門的視点に
よる“早期の気づき”から支
援につなげていく学校の体
制づくりを行う。

●保健室や相談室など相
談しやすい環境づくり
●養護教諭やスクールカウ
ンセラー等を校内支援体制
に位置付けるとともに、具
体的な手立てについて情報
の共有を図る。
●スクールカウンセラー等
研修講座において、デート
ＤＶ等の専門研修を行う。

●各学校において組織的に
対応するため、校内支援委
員会に養護教諭及びスクー
ルカウンセラー等が確実に
位置付けられている。
●各学校において児童虐待
やデートＤＶ等について、早
期の気づきから早期の支援
が実践できるようになってい
る。

私学・大
学支援
課/教育
委員会

16

(

２

)

 
Ｄ
Ｖ
防
止
の
た
め
の
教
育
・
普
及
啓
発

③
若
者
に
対
す
る
デ
ー

ト
Ｄ
Ｖ
の
予
防
の
強
化

中高生・保護者に向けた広報 

広報資料

の検討 

パンフレット、ポスター等の配布先の新規開拓及び配布 

中学校・高校・大学・保護者等への働きかけ 

要望に応じて、PTAの研修会への講師派遣 

人権教育指導資料集を活用し、発達段階に応じた人権教育の推進を図る 

人権教育セミナ―等教員向けの専門研修の開催 

人権教育主任連絡協議会で人権教育セミナー等の研修を周知 

校内支援体制への養護教諭、スクールカウンセラー等の位置付けを図る 

健康観察の実施と早期発見・早期対応（養護教諭の専門性の強化） 

児童虐待やＤＶに関する校内研修の実施（教職員の“気づく力”の強化） 

スクールカウンセラー等による早期発見、早期支援（ＳＣ等の専門性の強化） 

デートＤＶ防止啓発関係機関連絡会の開催 

中学校・高校・大学等への働きかけ 

7



重点
目標

現状（H24.3.31時点） これまでの取組 課題 これからの対策 具体的な取組内容 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 第2次計画で目指すべき姿 担当課
計画冊子

記載
ページ

取組項目

(

２

)

 
Ｄ
Ｖ
防
止
の
た
め
の
教
育
・
普
及
啓
発

③
若
者
に
対
す
る
デ
ー

ト
Ｄ
Ｖ
の
予
防
の
強
化

●思春期相談
センター「ＰＲＩ
ＮＫ」における
若者を対象とし
た広報啓発

●相談活動を通して、男女
交際、DVなどの相談が
あった場合等、予防やDV
について正しく理解するよ
うに支援している。
○H23年度実績
・電話相談：2,745件
（H22年度：560件）
・メール相談：168件
（H22年度：60件）
・個別面接相談：5件

●平成22年度より思春期
相談センターが保健衛生
総合庁舎に移転したこと
で、業務の見直しを行い、
現在主なる業務である電
話、メール相談が多くの思
春期の子どもたちに利用し
てもらえるように高知市立
中高等学校、県下高等学
校に広報用名刺大カード、
リーフレットを各20部配布
した。
●思春期の子どもに関係
する機関の会議や研修会
の機会を生かし、思春期相
談センターの活動の周知
を行った。

●中学校、高等学校は、進
学や進級、卒業があるた
め、毎年広報用名刺大カー
ドの配布等を行い継続的な
周知が必要である。

●広報用名刺大カードを毎
年、市町村中学校、高等学
校に配布し、DVを含む性の
悩み等があった場合、子ど
もたちが身近な相談機関と
して利用できるようにしてい
く。

●広報用名刺大カード希望
する県下市町村中学校や
県下高等学校に広報用名
刺カードの配布していく。
●関係機関との会議等の
機会を生かして思春期相談
センターを周知していく。

●県下中学生、高校生が思
春期相談センターの存在を
理解し、性に関する相談（DV
に関する相談含む）や正しい
性知識を得る身近な機関とし
て利用する。

健康対
策課

17

①
人
材
の
確
保

●配偶者暴力
相談支援セン
ターへの自立
支援員の配置

●生活サポーター（非常
勤）１名配置

●Ｈ23年度より生活サポー
ターとして非常勤を配置
し、退所後の自立に向けて
支援している。

●身分が非常勤 ●入所中、退所後の自立に
向けて支援を行う。

●電話連絡、訪問を行う。 ●一時保護所退所者に対す
る生活支援ができている。

女性相
談支援セ
ンター

18

②
相
談
員
等
の
専
門
性
の
向
上

●相談員や心
理ケア担当職
員等に対する
専門研修の実
施及び専門研
修への参加

●配偶者暴力相談支援セ
ンターは、女性相談員４
名・夜間休日相談員3名体
制で、非常勤職員という身
分のため有資格者ばかり
ではない。
●国立女性会館での研修
及び県内外での相談員の
専門研修へ参加し、相談
員スキルアップ研修の実
施し、相談員の専門性の
向上を図っている。

●研修内容の充実に努
め、それぞれの相談員の
専門性を高めてきた。
●国立女性会館での研修
及び県内外での相談員の
専門研修への参加並びに
相談員スキルアップ研修
の主催及び受講等

●専門研修のための経費
の確保が必要
●専門研修への参加によ
る相談業務への反映及び
スキルアップ研修への参加
者拡充

●種々の専門研修に積極
的に参加し、専門性の向上
を図る。
●専門研修に関する情報
収集、相談員スキルアップ
研修の開催及び受講

●年１回は、全員専門研修
に参加する。
●ソーレの相談員３名体制
の維持
●積極的な専門研修へ参
加及び相談員スキルアップ
研修の実施により、相談員
の専門性の向上を図る。

●専門研修に参加すること
などにより、相談員がスキル
アップして、より充実した相談
体制を実現する。

女性相
談支援セ
ンター/
ソーレ

18

(

３

)

 
被
害
者
支
援
に
携
わ
る
人
材
の
確
保
及
び
専
門
性

の
向
上

 電話相談・メール相談・個別面接相談（予約） 

 思春期相談センター広報用名刺大カードを中学校、高等学校に配付 

専門研修への参加及び相談員スキルアップ研修の実施 

生活サポーターによる継続した自立支援 

配偶者暴力相談支援センター相談員全員が専門研修を受講 

所内研修・スーパーバイズの充実 

8



重点
目標

現状（H24.3.31時点） これまでの取組 課題 これからの対策 具体的な取組内容 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 第2次計画で目指すべき姿 担当課
計画冊子

記載
ページ

取組項目

●直接被害者
と接する県、警
察及び市町村
相談窓口職員
等に対する
研修の実施

●ＤＶ対策連携支援ネット
ワーク専門者研修及び市
町村担当者研修会の実施
●母子保健担当者会や民
生児童委員の研修会を開
催等
●警察新人相談担当者研
修会の実施
●県内警察署相談担当者
研修会の実施
●各種資料を配付して知
識の充実を図った。
●児童相談所の強化（組
織・運営力の強化及び専
門性の確保・向上等）
●市町村の児童家庭相談
体制の強化
●各市町村の要保護対策
地域協議会の活動強化に
向けた支援

●相談員の交代による相
談対応能力の低下
●市町村相談窓口職員等
におけるＤＶ問題について
の理解の向上

●ＤＶ対策連携支援ネット
ワーク専門者研修の充実
及び市町村担当者の参加
の検討
●市町村相談窓口職員等
に対して研修会を開催
●専門教養の実施
●児童相談所の強化（組
織・運営力の強化及び専門
性の確保・向上等）
●市町村の児童家庭相談
体制の強化
●各市町村の要保護対策
地域協議会の活動強化に
向けた支援

●ＤＶ対策連携支援ネット
ワーク専門者研修の充実
及び市町村担当者の参加
の検討
●DV支援担当市町村職員
向けの研修会の実施
●要保護児童対策地域協
議会による研修会開催の
促しや管内市町村担当者
会においての研修会を開催
●職場教養の更なる充実
●警察学校への入校等に
よる研修等の実施
●児童相談所所内研修の
充実
●市町村職員に対する研
修の継続
　　市町村児童家庭相談
　　担当新任職員研修等
●他機関の研修への参加
の市町村等に勧める。

●配偶者暴力相談支援セン
ターを中心に、関係機関のど
こに相談しても統一的で適切
な対応ができている。
●市町村職員の専門性が向
上している。
●相談員の研修を実施し、
専門知識を有する窓口職員
を配置する。
●ＤＶ問題への理解が深ま
り、適切な対応ができてい
る。

18

②
相
談
員
等
の
専
門
性
の
向
上

●配偶者暴力相談支援セ
ンターやソーレには専門相
談員がいるが、市町村は
他業務との兼任である職
員が対応している状況であ
る。
●警察の窓口職員に研修
を行い、相談資料を配付し
ている。
●児童相談所の強化・専
門性の確保
・外部専門家の招へい（年
20回）
・心理職員に対するスー
パーバイザーの招へい(年
４回）
・児童相談所職員の県外
児相への派遣研修（2名）
・職種別・経験年数別職員
研修体系に基づく研修の
実施
●市町村相談窓口職員等
に対する研修の実施
・市町村児童家庭相談担
当職員研修（新任前期・後
期、中堅者）
　参加者：市町村児童家庭
相談担当職員、保健部署
職員
　目的：児童家庭相談担当
職員として必要な実務知識
の習得や技術の向上
　内容：子どもにとってＤＶ
が虐待であることを知って
もらうとともに、現状や地域
での連携などについての
理解を深めてもらう。
●母子保健担当者会で研
修会を実施
●管内の市町村が実施す
る保健師部会研修会での
配偶者暴力相談支援セン
ターによる学習の場で共に
相談の受け方、具体的な
支援について学ぶ。

県民生
活・男女
共同参
画課/女
性相談
支援セン
ター/福
祉保健
所/児童
相談所/
警察本
部

(

３

)

 
被
害
者
支
援
に
携
わ
る
人
材
の
確
保
及
び
専
門
性
の
向
上

ＤＶ対策連携支援ネットワーク専門者研修の実施 

ブロック別関係機関連絡会議を通じた研修の実施 

市町村福祉担当者

会でのＤＶ支援の

説明等の検討 

市町村福祉担当者会での

ＤＶ支援の説明 

要保護児童対策地域協議会による研修会開催の促しや管内市町村担当者会

においての研修会の開催 

職場教養のさらなる充実 

児童相談所の組織運営力の強化及び専門性の確保・向上 

市町村の児童家庭相談体制の強化及び専門性の確保・向上 
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重点
目標

現状（H24.3.31時点） これまでの取組 課題 これからの対策 具体的な取組内容 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 第2次計画で目指すべき姿 担当課
計画冊子

記載
ページ

取組項目

●被害者支援
のための手引
きの作成及び
関係者への配
付

●ＤＶ被害者サポートブッ
クを作成・配布、研修をして
いるが、主体的な支援等
はまだ不十分

●ＤＶ被害者サポートブッ
ク作成
●ＤＶ被害者サポートブッ
クを活用した研修の実施

●各部門での適切な対応 ●ＤＶ被害者サポートブック
の改訂版の作成

●ＤＶ被害者サポートブック
の改訂版の作成

●被害者が二次的被害を受
けることなく、適切な支援を
受けることができる。 女性相

談支援セ
ンター

19

●各種研修情
報の収集及び
提供

●市町村職員は他の業務
もあり、なかなか研修に参
加できる状況にはないと思
われる。

●各種研修情報を市町村
や関係団体等へ提供

●市町村職員などが気軽
に参加できるような、身近な
場所での研修が少ない。

●市町村職員などが気軽
に参加できるような、研修
情報の提供

●各種研修情報の収集及
び提供

●各種研修の機会が増え、
相談スキルが向上する。 県民生

活･男女
共同参
画課

19

●相談員に対
するスーパー
バイズの実施

●精神科医による月２回の
スーパーバイズの実施
●市町村等に対するアド
バイスの実施

●精神科医による月２回の
スーパーバイズの実施
●市町村等に対するアド
バイスの実施

●種々の専門研修に積極
的に参加し、専門性の向上
を図る。
●スーパーバイズ、所内研
修の充実
●市町村等に対するアドバ
イスの実施

●年１回は、全員専門研修
に参加する。
●スーパーバイズ、所内研
修の充実
●市町村等に対するアドバ
イスの実施

●多様な被害者に対する支
援の充実が図られている。

女性相
談支援セ
ンター

19

●女性相談支
援センターと児
童相談所との
連絡協議会の
開催

●女性相談支援センターと
児童相談所との連絡協議
会の開催
　目的：ケースの見立てや
支援に関する考え方等の
相互理解を深める
　内容：それぞれのケース
対応に関する質疑、協議
等

●女性相談支援センターと
児童相談所との連絡協議
会の開催

●児童相談所と配偶者暴
力相談支援センターとの連
携

●女性相談支援センターと
児童相談所との連絡協議
会の開催

●女性相談支援センターと
児童相談所との連絡協議
会の継続開催

●配偶者暴力相談支援セン
ターである女性相談支援セ
ンターと、児童相談所の連携
が図られている。

女性相
談支援セ
ンター/
児童相
談所

19

●各種メンタル
ヘルス研修受
講の推進

●毎日の職員ミーティング
の実施

●毎日の職員ミーティング
の実施

●忙しくて相談員の悩みを
受け止められないことがあ
る。

●各種メンタルヘルス研修
等の活用

●各種メンタルヘルス研修
等への参加

●相談員のこころの健康支
援が図られている。

女性相
談支援セ
ンター

19

●相談員が業
務に関する悩
みを相談でき
る環境の整備

●毎日の職員ミーティング
の実施

●毎日の職員ミーティング
の実施

●忙しくて相談員の悩みを
受け止められないことがあ
る。

●何でも話せる職場づくり ●毎朝のミーティングの励
行
●庁内メンタルヘルスケア
の活用

●相談員のこころの健康支
援が図られている。

女性相
談支援セ
ンター

19

●現場警察官
の加害者への
対応能力の向
上

●警察官の能力向上のた
めの研修を行っている。

●警察学校教養により能
力の向上を図ってきてい
る。

●全ての警察官に対し専門
教養を行うことが難しい。

●教養等による警察官の
能力向上

●各種研修、資料の配付
等により能力の向上を図
る。

●専門的な能力を有した警
察官による加害者の対応が
行われている。 警察本

部
20

●保護命令が
出された加害
者に対する警
告の実施

●保護命令直後の加害者
に指導警告を実施してい
る。

●保護命令直後の加害者
に指導警告を実施してい
る。

●継続して加害者に指導警
告を実施

●継続して加害者に指導警
告を実施

●加害者への警告により、
再犯が抑止されている。

警察本
部

20

●被害者や支
援者の安全確
保

●被害者方の警戒を行う
ことで、加害者の犯行を抑
止してきた。
●被害者への支援措置を
実施した。

●被害者方の警戒、巡回
●被害者への警察支援の
説明

●隙間のない警戒、巡回 ●被害者の保護対策と加
害者の行動確認

●被害者方の警戒、巡回
の強化
●加害者の行動確認
●110番通報登録の実施

●確実な警戒巡回により、被
害者の平穏が確保されてい
る。
●被害者支援措置の充実が
図られている。

警察本
部

20

(

４

)

 
加
害
者
へ
の
対
応

(

３

)

 
被
害
者
支
援
に
携
わ
る
人
材
の
確
保
及
び
専
門
性
の
向
上

①
加
害
者
へ
の
厳
正
な
対
応

③
相
談
員
の
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
ケ
ア
の

充
実

②
相
談
員
等
の
専
門
性
の
向
上

各種研修情報の提供 

配偶者暴力相談支援センター相談員全員が専門研修を受講 

配偶者暴力相談支援センター内研修・スーパーバイズの充実 

各種メンタルヘルス研修等への参加 

サポートブッ

ク作成 

連絡会を通じ市町村での取組へのフォローアップ研修の実施 

配偶者暴力相談支援センターによる他機関へのアドバイスの実施 

連絡協議会の開催による連携の実施 

毎朝のミーティングの実施 

庁内メンタルヘルスケアの活用 

専門教養の実施 

加害者への指導警告の実施 

被害者方の警戒、巡回の実施 

加害者の行動確認 

１１０番通報登録の実施 
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重点
目標

現状（H24.3.31時点） これまでの取組 課題 これからの対策 具体的な取組内容 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 第2次計画で目指すべき姿 担当課
計画冊子

記載
ページ

取組項目

●加害者更生
プログラムに関
する情報の収
集と対応の検
討

●加害者更生プログラム
は、一部民間支援団体等
で実施されているが、現時
点ではこれといった確立し
たものがなく、国において
も具体的な対策は示され
ていない。

●国等からの情報を収集
し、関係者に情報提供し
た。

●県において独自の調査
研究は行っておらず、情報
も多くない。
●加害者更生プログラムに
関する情報収集

●県において調査研究する
ことは困難なため、今後も
アルコールや薬物依存、精
神疾患等の対応も含め、国
等からの情報収集を強化
し、関係者に情報提供す
る。

●国や他県、他課等からの
情報を収集し、関係者に情
報提供を図るとともに、活
用策を検討する。

●加害者更生に関し、関係
者の共通認識を得る。
●国や他県の情報を収集
し、情報共有している。

県民生
活･男女
共同参
画課/
ソーレ

21

●加害者への
情報提供

●加害者の状況に応じて、
相談窓口等の情報提供

●ＤＶ問題についての広報
啓発の充実
●加害者の状況に応じた
相談窓口等の情報提供

●加害者意識が低い。
●加害者の状況に応じて、
加害者に情報提供ができる
体制の整備

●更生したいと願う加害者
への対応
●加害者の状況に応じた相
談窓口等の情報提供

●相談窓口の周知
●加害者の状況に応じた相
談窓口等の情報提供

●相談窓口等の情報を収集
し、加害者の状況に応じて、
適切な相談窓口等の情報が
提供できている。

女性相
談支援セ
ンター/
ソーレ

21

●加害者に対
するＤＶ防止の
意識啓発と相
談窓口の周知

●加害者には、男女双方
いるが圧倒的に男性が多
い。
●ソーレにおいて男性向け
相談を行っている。
●ソーレ広報誌や相談
カードの配布等により、ＤＶ
防止の意識啓発と相談窓
口の周知を図っている。

●加害者に気づきを促す
ポスター等の作成・配布
●啓発誌等の一部に加害
者向けの注意を掲載した。
●ソーレにおける男性向け
相談窓口の周知を図り、相
談に応じて来た。
●加害者相談窓口の周知
●ソーレ広報誌でのＤＶ防
止の意識啓発及び相談
カードの配布等

●啓発誌等の一部に加害
者向けの記載がある程度
で、加害者に的を絞った啓
発は、あまりして来なかっ
た。
●加害者は、男性が多いこ
とから男性向け相談窓口の
拡充、周知が必要となる。
●相談につながりにくい。
●加害者に対するＤＶの意
識啓発及び男性相談窓口
の周知不足

●加害者向けに、「ＤＶであ
ることの気づき」を促す広報
等の充実を図る。
●加害者は、男性が多いこ
とから、ソーレをはじめとし
た男性向け相談窓口の拡
充及び周知を強化する。
●ＤＶの影響についての広
報啓発を進める。
●ソーレ広報誌等通じての
ＤＶ防止の意識啓発及び男
性相談窓口の周知

●加害者に気づきを促し、
相談につなげるためにポス
ターやカードを配布する。
●職場（事業所）への働き
かけ
●ＤＶ防止の意識啓発と男
性相談窓口の周知するた
めに、相談カードやデートＤ
Ｖ啓発パンフレット等を配布
する。

●ＤＶ・デートＤＶの啓発及び
相談窓口の周知不足を解消
することで、被害者、加害者
ともに、早期の気づきを促
し、深刻化する前に相談につ
なげる。

県民生
活･男女
共同参
画課/女
性相談
支援セン
ター/ソー
レ

21

●精神保健福
祉センター等で
の「心の健康
相談」の実施

●精神保健福祉センター
への相談及び関係機関か
ら紹介のあった相談者へ
のメンタル面の対応

●精神保健福祉センター
への相談及び関係機関か
ら紹介のあった相談者へ
のメンタル面の対応

●福祉保健所での相談実
績がない要因の把握

●関係機関との連携 ●配偶者暴力相談支援セ
ンター及び関係機関と連携
した相談対応

●加害者に対しての心のケ
アができる体制づくりができ
ている。 精神保

健福祉セ
ンター/
福祉保
健所

21

●ソーレでの
相談の実施

●加害者からの相談に、
一般相談や男性相談で応
じるとともに、必要に応じて
の専門機関の紹介ができ
ている。

●一般相談や男性相談で
の対応及び必要に応じて
の専門機関の紹介

●男性相談の周知不足 ●一般相談や男性相談で
の対応及び必要に応じての
専門機関の紹介

●一般相談や男性相談に
おいて、加害者からの相談
の応じると同時に、必要に
応じて専門機関のを紹介し
ている。。

●加害者からの相談に応じ
るとともに、必要に応じて専
門機関を紹介することで、気
づきを促し、早期にDV被害
の解消を目指す。

ソーレ 21

●思春期相談
センター「ＰＲＩ
ＮＫ」における
気づきの促進

●平成23年度の電話相
談：男子からの相談：2,585
件（９４％）、女子からの相
談：160件（６％）と男子から
の相談が多い。
●男女関係に関する性の
相談（性交、妊娠、避妊、
男女交際、性犯罪の疑い
等）は、全相談件数の20％
近くあり、男子からの相談
が多い。

●中学校、高等学校に思
春期相談センター広報用
名刺大カードの配布を行
い、性に関する悩みがあっ
た場合、相談できるように
広報を行った。
●男女間で性の問題の相
談があった場合、正しい知
識の情報提供とともにDV
（デートDVを含む）につい
て理解を深める関わりを
行った。

●DV（デートDVを含む）の
被害者になることが多い女
子からの相談は少ない。

●思春期の子どもたちが、
男女交際や性の悩みに
あった場合に、思春期相談
センターが身近な相談機関
として利用できるようにして
いく。

●広報用名刺大カード希望
する県下市町村中学校や
県下高等学校に広報用名
刺カードの配布していく。
●関係機関との会議等の
機会を生かして思春期相談
センターを周知していく。

●県下中学生、高校生が思
春期相談センターの存在を
理解し、性に関する相談（DV
に関する相談含む）や正しい
性知識を得る身近な機関とし
て利用する。

健康対
策課

21

(

４

)

 
加
害
者
へ
の
対
応

②
加
害
者
の
更
生

③
加
害
者
の
気
づ
き

国及び他県等からの情報収集・情報共有、活用策の検討 

ポスター・相談カード等による広報、相談窓口の拡充 

電車 

広告 

職域での研

修の検討 

国や他県の情報収集 

加害者の状況に応じて、相談窓口等の情報提供 

男性相談窓口の周知 

    一般相談や男性相談で加害者からの相談に対応 
    必要に応じての専門機関の紹介 

   電話相談・メール相談・個別面接相談（予約） 

   中学校、高等学校に広報用思春期相談センター名刺大カードの配付 

継続した広報啓発 

配偶者暴力相談支援センター等関係機関から紹介のある加害者への相談支援 
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<基本の柱２　ＤＶ被害者の早期発見、安心
して相談できる体制づくり
>

重点
目標

現状（H24.3.31時点） これまでの取組 課題 これからの対策 具体的な取組内容 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 第2次計画で目指すべき姿 担当課
計画冊子

記載
ページ

●県の広報
紙、テレビ、ラ
ジオ、ホーム
ページ等多様
な広報媒体を
活用した周知

●あらゆる広報活動により
相談件数の増につながって
いる。
●県の広報紙や新聞、テレ
ビ、ラジオ等を通じて配偶
者暴力相談支援センターの
広報を行っている。
●ＤＶは重大な人権侵害で
あることを気付かせ、専門
の相談機関の周知を図る、
テレビスポットCM30秒を作
成し、放送
（「女性に対する暴力をなく
す運動」期間を放送期間に
含む。）

●県の広報紙、テレビ、ラ
ジオや、人権啓発センター
等の広報枠を活用した広報
の実施
さんＳＵＮ高知/広報広聴課
枠ＴＶ・ラジオ/人権啓発セ
ンター予算を活用したＣＭ
制作・放映等/チラシ等の
配布/ ポスターの掲示
●人権啓発センターでの広
報
・19年度、20年度、21年
度、22年度
　人権啓発広告新聞掲載
・20年度
　人権啓発シリーズ新聞掲
載事業
・21年度、22年度、23年度
　テレビ・ラジオスポットCM
作成、放送
載

●相談が増えているとはい
え、ＤＶ経験者が約３割であ
ることから考えると、まだま
だ潜在している。
●ＤＶについて県民に十分
知られていない。
●新聞やテレビ、ラジオでの
ＤＶに関する報道が少ない。
●テレビスポットＣＭの放送
後等は、相談機関への相談
件数が増加したとの声があ
るが、ＤＶ防止の啓発となっ
ているかは数での確認が難
しい。

●あらゆる広報の機会を捉
え、繰り返し県民への幅広
い広報を続ける。
●担当課等への情報提供
の呼び掛け
●引続き、新聞、テレビ等の
広報媒体を活用し粘り強い
啓発活動を実施する。

●広報紙、テレビ、ラジオ等
の多様な広報媒体を活用し
た情報発信に積極的に取り
組む。
さんSUN高知/テレビ・ラジオ
/人権啓発センターＣＭ/
ソーレスコープ
●記者クラブへの情報提供
に関し、担当課等がその重
要性を再認識してもらえるよ
う、機会を捉えて呼び掛け
る。
●テレビスポットＣＭの作
成、放送を実施する。

●「ＤＶは、犯罪となる行為を
も含む重大な人権侵害」であ
ることが広く認識されている。
●各地域や各分野で、ＤＶ防
止・被害者支援について、で
きることに気づき、取り組んで
もらえる社会風土が醸成され
ている。
●ＤＶ防止の啓発CM等の継
続実施により、周知が図られ
ている。
●配偶者暴力女性支援セン
ターが広く周知されている。

県民生
活･男女
共同参画
課/広報
広聴課/
人権啓発
センター/
ソーレ

22

●市町村にお
ける広報紙等
を活用した周知

●あらゆる広報活動により
相談件数の増につながって
いる。

●市町村広報の原稿案提
供や、チラシ等の提供

●現状では、広報している
市町村も県からの依頼に応
じてくれている状況なので、
主体的に広報に取り組んで
もらう必要がある。

●市町村が主体的に広報
等に取り組む体制を支援す
る。

●広報素材等の提供 ●「ＤＶは、犯罪となる行為を
も含む重大な人権侵害」であ
ることが広く認識されている。 県民生

活･男女
共同参画
課

22

●リーフレット
等を活用した周
知

●あらゆる広報活動により
相談件数の増につながって
いる。
●県、市町村等の各広報
紙、ホームページなどを通
じ広報啓発
●ポスター、リーフレットを
作成し、配布を行い広報啓
発
●「女性に対する暴力をな
くす運動」月間における各
機関と連携した集中的な広
報啓発

●「ＤＶ相談窓口カード」、
啓発ポスターの作成・配布
●県、市町村の広報紙やテ
レビ・ラジオなどのメディア
の活用
●各種研修会等への講師
派遣
●「女性に対する暴力をな
くす運動」月間における各
機関と連携した集中的な広
報啓発

●高齢者、視覚、聴覚障害
等、情報弱者と言われる人
たちに、必要な情報がいき
わたっていない。

●県民に、配偶者暴力相談
支援センターの役割・機能
を広く知ってもらい、ＤＶへの
理解を深めてもらう。
●被害者が身近なところで
相談できるように市町村等
の相談窓口の整備を行う。
●高齢者・障害者等、情報
弱者と言われる人たちへの
必要な情報の提供

●障害者団体等と情報共有
の場を設ける。
●様々な広報手段を活用し
て、広報・啓発を行う。
●高齢者・障害者等向けの
チラシ等を作成し、広報す
る。

●「ＤＶは、犯罪となる行為を
も含む重大な人権侵害」であ
ることが広く認識されている。
●配偶者暴力女性支援セン
ターが広く周知されている。

県民生
活･男女
共同参画
課/女性
相談支援
センター/
ソーレ

22

①
配
偶
者
暴
力
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー

の
周
知

(

１

)

 
相
談
窓
口
の
周
知
と
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談
に
つ
な
げ
る
体
制
整
備

取組項目

県主体のＤＶ理解、相談窓口の広報 

広報媒体の

拡充 

市町村主体のＤＶ理解、相談窓口の広報につなげるため、広報素材の提供や研修

の実施 

啓発物を利用したのＤＶ理解、相談窓口の広報 

高齢者等向

けチラシ等

の検討 

広報紙、テレビ、ラジオ等の広報媒体を活用した広報を実施 

県の関係機関に対し、報道機関への情報提供の充実の呼び掛け 

テレビの活用：啓発ＣＭの作成、放送 

1



重点
目標

現状（H24.3.31時点） これまでの取組 課題 これからの対策 具体的な取組内容 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 第2次計画で目指すべき姿 担当課
計画冊子

記載
ページ

取組項目

①
配
偶
者
暴
力
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー

の
周
知

●「女性に対す
る暴力をなくす
運動」における
各機関と連携し
た周知

●あらゆる広報活動により
相談件数の増につながって
いる。
●県の広報紙や新聞、テレ
ビ、ラジオ等を通じて配偶
者暴力相談支援センターの
広報を行っている。
●ＤＶは重大な人権侵害で
あることを気付かせ、専門
の相談機関の周知を図る、
テレビスポットCM30秒を作
成し、放送
（「女性に対する暴力をなく
す運動」期間を放送期間に
含む。）
●配偶者暴力相談支援セ
ンター等との共催によるＤＶ
防止講演会での広報により
周知している。

●「女性に対する暴力をな
くす運動」における各機関と
連携した集中的な広報啓
発
●担当課等と連携して、テ
レビや新聞等のメディアや
インターネットなど、多様な
広報媒体を活用したＤＶの
周知や配偶者暴力相談支
援センターの周知を行っ
た。
●人権啓発センターでの広
報
・19年度、20年度、21年
度、22年度
　人権啓発広告新聞掲載：
・20年度
　人権啓発シリーズ新聞掲
載事業
・21年度、22年度、23年度
　テレビ・ラジオスポットCM
作成、放送
●ＤＶ防止講演会での配偶
者暴力相談支援センターに
ついての広報

●「女性に対する暴力をなく
す運動」期間に講演会等を
行っているが、周知が不十
分
●ＤＶについて県民に十分
知られていない。
●新聞やテレビ、ラジオでの
ＤＶに関する報道が少ない。
●テレビスポットＣＭの放送
後等は、相談機関への相談
件数が増加したとの声があ
るが、ＤＶ防止の啓発となっ
ているかは数での確認が難
しい。
●ＤＶ防止講演会での配偶
者暴力相談支援センターに
ついての周知方法

●「女性に対する暴力をなく
す運動」期間に実施する講
演会等の周知の強化
●県民への幅広い周知活
動の実施
●担当課等への情報提供
の呼び掛け
●引続き、新聞、テレビ等の
広報媒体を活用し粘り強い
啓発活動を実施する。
●ＤＶ防止講演会での配偶
者暴力相談支援センターの
についての広報

●「女性に対する暴力をなく
す運動」期間に、市町村広
報誌等での啓発記事の掲
載を働きかけるほか、新た
に電車広告を行うなど、
様々な媒体の活用を検討す
る。
●広報紙、テレビ、ラジオ等
の多様な広報媒体を活用し
た情報発信に積極的に取り
組む。
●記者クラブへの情報提供
に関し、担当課等がその重
要性を再認識してもらえるよ
う、機会を捉えて呼び掛け
る。
●テレビスポットＣＭの作
成、放送を実施する。
●ＤＶ防止講演会での配偶
者暴力相談支援センターに
ついての広報により、広く周
知する。

●「ＤＶは、犯罪となる行為を
も含む重大な人権侵害」であ
ることが広く認識されている。
●各地域や各分野で、ＤＶ防
止・被害者支援について、で
きることに気づき、取り組んで
もらえる社会風土が醸成され
ている。
●ＤＶ防止の啓発CM等の継
続実施により、周知が図られ
ている。
●配偶者暴力女性支援セン
ターが広く周知されている。

県民生
活･男女
共同参画
課/広報
広聴課/
人権啓発
センター/
ソーレ

22

●配偶者暴力
相談支援セン
ターと警察の連
携による24時
間対応できる
体制の確保

●警察と配偶者暴力相談
支援センターとの連携を深
め、被害者を一時保護施設
へ安全に移送できる体制や
仕組みづくりができている。
●公費負担による宿泊施
設での保護活動の実施

●警察と配偶者暴力相談
支援センターとの意見交換
会の開催など積極的な連
携の実施
●公費負担による宿泊施
設での保護活動の実施

●生活安全課以外の部署
への周知
●夜間の充実した対応の確
保

●警察と配偶者暴力相談支
援センターとの十分な連携

●意見交換会の実施
●研修会の開催
●警察と配偶者暴力相談支
援センターとの連絡を密にし
て、十分な対応ができるよう
にする。

●いつでもどこでも緊急時に
対応できる体制が整ってい
る。
●警察と配偶者暴力相談支
援センターとの連携による充
実した通報体制が確保されて
いる。

女性相談
支援セン
ター/警
察本部

23

●警察との情
報共有及び連
携の強化

●被害者が退所後も安全
に生活できるよう、警察から
の必要な援助について、情
報の提供や助言をしてい
る。

●警察と配偶者暴力相談
支援センターとの意見交換
会の開催など積極的な連
携の実施

●生活安全課以外の部署
への周知
●警察と配偶者暴力相談支
援センターとの連携の強化

●警察と配偶者暴力相談支
援センターとの十分な連携

●意見交換会の実施
●研修会の開催
●警察と配偶者暴力相談支
援センターとの連絡を密にし
て、十分な対応ができるよう
にする。

●警察と配偶者暴力相談支
援センターとの情報共有及び
連携による被害者支援ができ
ている。

女性相談
支援セン
ター/警
察本部

23

(

１

)
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各分野の団体等に、ＤＶ理解の推進、通報について啓発を行う 

広報紙、テレビ、ラジオ等の広報媒体を活用した広報を実施 

県の関係機関に対し、報道機関への情報提供の充実の呼び掛け 

ＤＶ防止講演会での配偶者暴力相談支援センターについての広報 

テレビの活用：啓発ＣＭの作成、放送 

電車広告・講演会の実施等  

広報

媒体

の拡

充 

関係機関の連携によるＤＶ理解、相談窓口の広報 

意見交換会の開催・職員研修の実施 

意見交換会の開催・職員研修の実施 

警察と配偶者暴力相談支援センターの連携 

警察と配偶者暴力相談支援センターの連携 

2



重点
目標

現状（H24.3.31時点） これまでの取組 課題 これからの対策 具体的な取組内容 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 第2次計画で目指すべき姿 担当課
計画冊子

記載
ページ

取組項目

●医療・福祉・
教育・司法関係
者に対する情
報提供及び連
携の強化

●平成22年度の入所経路
本人27%/警察39%/法務関
係3%/相談機関9%/医療機
関5%/縁故者・知人5%/市町
村12%
●23年度相談経路（女性相
談全般）
本人76%/警察5%/他の相談
機関3%/医療機関1%/縁故
者・知人9%/市町村3%
●病院70施設にＤＶパンフ
レット配布
●相談に応じて、個別検討
会を開催するなどし、関係
機関の情報共有及び共通
認識を醸成
●県立病院では、これまで
ＤＶ被害者と見られる方の
確認はされおらず、また、
医療相談室への相談事例
もない。
●児童相談所から女性相
談支援センター（配偶者暴
力相談支援センター）への
ＤＶに関する通報件数
　23年度 中央　1件、
　　　　　　幡多　0件

●医療関係者向けＤＶ対応
マニュアルの作成
●医療社会事業協会例会
への参加
●医師会報への広報記事
掲載依頼
●民生児童委員協議会で
の講演
●病院立入検査を利用し、
病院70施設の管理者等に
対し、ＤＶについての情報
提供を行い、協力依頼を実
施
●相談に応じて、個別検討
会を開催するなどし、関係
機関の情報共有及び共通
認識を醸成
●事例があった場合は、配
偶者暴力相談支援センター
等を紹介
●配偶者からの暴力の被
害者の子どもの保護に関す
る連携

●医療・福祉・教育・司法関
係者に対してＤＶ被害者の
早期発見を促す。
●相談窓口の周知
●DV被害者が治療等のた
めに利用する医療機関の医
療従事者が、DV被害に気
付き、被害者を支援相談窓
口へと繋げることが出来る
よう、医療従事者への情報
の発信
●被害者を発見した際の対
応方法の周知
●一人で悩み相談できない
ケースへの対応
●相談事例がないため、Ｄ
Ｖ被害者に気づいていない
可能性がある。
●児童相談所と配偶者暴力
相談支援センターとの連携
強化
●子どもを見守り支援を行う
うえで、関係者（機関）間の
役割分担が明確になってい
ない場合や連携が十分でな
い場合がある。

●各分野の機関紙等への
啓発記事の掲載
●必要に応じて、継続して
啓発を行う。
●被害者の早期発見・相談
につなげる体制整備
●引き続き、ＤＶ被害者への
発見に努め、関係機関との
連携を図る。
●配偶者からの暴力の被害
者の子どもの保護に関する
連携
●児童相談を通じてＤＶ情
報を得た場合等、配偶者暴
力相談支援センターと情報
共有を密にし、緊密な連携
を図っていく。
●関係者に、ＤＶの現状と子
どもへの対応など、ＤＶに関
わる情報提供を行っていく。

●医療分野等からの相談が
増え、相談の間口が広がる。
●DV被害者の早期発見を行
うことができる。また、相談が
あったときは、連携して支援
できるような体制が出来てい
る。
●被害者を支援するための
情報が把握できていて、相談
事例があった場合に相談者
に適切な情報の提供ができ
る。
●教育関係者に対する情報
提供により、被害者を発見し
た際に、適切な対応ができ
る。

●子どもの人
権110番との連
携強化

●法務局の人権部門との
連携

●法務局の人権部門との
連携

●子どもからのＳＯＳをＤＶ
被害者支援につなげる。

●法務局との連携強化 ●法務局も含めた担当者名
簿の作成

●法務局（人権擁護委員等）
と県との連携が図られ、被害
者支援ができている。

県民生
活･男女
共同参画
課/女性
相談支援
センター

23

●苦情処理の
体制整備

●苦情処理は、それぞれの
機関や専門部署で対応して
いる。

●苦情に対する対応はそ
れぞれが行ってきた。

●苦情に対する迅速で適切
な処理が必要

●苦情に対し、それぞれの
システムの中で適切に対応
●二次被害を生まないため
に関係者のＤＶ理解の向上
を図る。
●配偶者暴力相談支援セン
ターとの連携による体制の
確立

●職員研修等の実施による
二次被害の防止
●苦情に対する迅速で適切
な処理
●配偶者暴力相談支援セン
ターとの連携による体制の
確立

●各機関が適切な対応を行
うことにより、二次被害の発
生がなく、不満があった場合
も、速やかに是正してもらえ
る体制ができている。

県民生
活･男女
共同参画
課/女性
相談支援
センター/
警察本部

23

23
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県民生
活･男女
共同参画
課/女性
相談支援
センター/
医事薬務
課/福祉
保健所/
児童相談
所/県立
病院課/
教育委員
会

●各分野の機関紙等での
啓発のため、庁内に協力依
頼するとともに、直接要請す
る。
●被害者を発見した際の対
応方法等を関係機関間で確
認し合いながら、状況に応じ
て研修や個別検討を行い、
相談スキル等の向上を図り
専門性を高める。
●スムーズに相談機関につ
なげるため、医療相談室に
相談機関カード等を配置す
るなど情報提供窓口として
機能を整備する。
●外来待合スペース等に相
談機関カードを設置するな
ど情報提供を行う。
●教育関係者に対して、配
偶者暴力相談支援センター
等と連携したDV被害者支援
についての情報提供
●配偶者からの暴力の被害
者の子どもの保護に関する
連携
●児童相談所と配偶者暴力
相談支援センターとの連携
により、状況に応じて子ども
の一時保護を実施するとと
もに、子どもにとっての最善
の援助を行う。
●被害者及び他機関からの
相談時には、ケース会等に
参加し対応の仕方等を検討
すると共に他機関との連携
を図る。

②
発
見

、
通
報
及
び
相
談
に
関
す
る
体
制
整
備

国・県関係の担当者名簿を作成し、相談事例など迅速な情報共

有を図る 

国に担当者

名簿を作成

を依頼（法

務局・労働

局） 

ＤＶ対策連携支援ネットワーク専門者研修・ブロック別関係機関連絡会議の実施 

相談機関カード等の設置 

要保護児童対策地域協議会及び市町村担当者会において、研修会の実施 
 

法務局との連携 

苦情に関する県民生活・男女共同参画課と配偶者暴力相談支援センターとの情報

共有 

ＤＶ対策連携支援ネットワーク専門者研修・ブロック別関係機関連絡会議の実施 

関係機関等への情報提供 

苦情に関する配偶者暴力相談支援センターとの連携 

各分野の団体等に、DV理解の推進、通報について啓発を行う 

子どもにとっての最善の援助ができるよう連携強化 

3



重点
目標

現状（H24.3.31時点） これまでの取組 課題 これからの対策 具体的な取組内容 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 第2次計画で目指すべき姿 担当課
計画冊子

記載
ページ

取組項目

●相談員や心
理ケア担当職
員等に対する
専門研修の実
施及び専門研
修への参加

●配偶者暴力相談支援セ
ンターは、女性相談員４名・
夜間休日相談員3名体制
で、非常勤職員という身分
のため有資格者ばかりでは
ない。
●県内外での相談員の専
門研修へ参加するなど、相
談員の専門性の向上を
図っている。

●研修内容の充実に努
め、それぞれの相談員の専
門性を高めてきた。
●県内外での相談員の専
門研修等への参加

●専門研修のための経費
の確保が必要

●種々の専門研修に積極
的に参加し、専門性の向上
を図る。

●年１回は、全員専門研修
に参加する。

●専門研修に参加することな
どにより、相談員がスキル
アップして、より充実した相談
体制を実現する。

女性相談
支援セン
ター

24

●相談員に対
するスーパー
バイズの実施

●精神科医による２か月に
１回のスーパーバイズの実
施
●市町村等に対するアドバ
イスの実施

●精神科医による２か月に
１回のスーパーバイズの実
施
●市町村等に対するアドバ
イスの実施

●種々の専門研修に積極
的に参加し、専門性の向上
を図る。
●スーパーバイズ、所内研
修の充実
●市町村等に対するアドバ
イスの実施

●年１回は、全員専門研修
に参加する。
●スーパーバイズ、所内研
修の充実
●市町村等に対するアドバ
イスの実施

●多様な被害者に対する支
援の充実が図られている。

女性相談
支援セン
ター

24

●住民の身近
な窓口として、
福祉保健所で
のＤＶ被害者の
支援

●ＤＶ対策ネットワーク会議
や要保護児童対策地域協
議会で定期的に機関間の
話し合いの場を設定
●事例があれば配偶者暴
力相談支援センターや児童
相談所と連携して対応して
いる。

●ＤＶ対策ネットワーク会議
や要保護児童対策地域協
議会で定期的に機関間の
話し合いの場を設定
●事例があれば配偶者暴
力相談支援センターや児童
相談所と連携して対応して
いる。

●福祉保健所内での連携
（生活保護・精神・母子児童
担当）

●福祉保健所内での情報
共有及び連携を継続して行
う。
●配偶者暴力相談支援セン
ターなど関係機関との連携
を継続して行う。

●個別検討会の実施
●相談時対応

●配偶者暴力相談支援セン
ターとスムーズに継続できる
体制ができている。

福祉保健
所 25

●福祉保健所
との連携強化

●福祉保健所ブロックで、
地域の関係者による会議を
開催し、連携を図った。
●ＤＶ対策ネットワーク会議
や要保護児童対策地域協
議会で定期的に機関間の
話し合いの場を設定
●事例があれば、連携して
対応している。

●各福祉保健所ブロック会
の開催
　平成23年度４回
●ＤＶ対策ネットワーク会議
や要保護児童対策地域協
議会で定期的に機関間の
話し合いの場を設定
●事例があれば、連携して
対応している。

●ＤＶ問題についての理解
の向上が必要
●地域レベルでの見守り
ネットワークの必要性
●福祉保健所内での連携
（生活保護・精神・母子児童
担当）

●福祉保健所内での情報
共有及び連携を継続して行
う。
●福祉保健所と配偶者暴力
相談支援センターなど、関
係機関との連携を継続して
行う。
●地域での研修会などを通
じ関係づくりを行う。

●福祉保健所等での研修
会参加
●個別検討会の実施
●相談時対応

●配偶者暴力相談支援セン
ターと福祉保健所がスムーズ
に継続できる体制ができてい
る。

女性相談
支援セン
ター/福
祉保健所

25

●児童相談所
との連携強化

●相互理解を深めるため、
児童相談所と配偶者暴力
相談支援センターとの連絡
協議会を行った。
●女性相談支援センター
（配偶者暴力相談支援セン
ター）から児童相談所への
通告・相談件数
　23年度　中央　2件
　　　　　　　（内虐待2件）
　　　　　　 幡多　0件

●児童相談所との連絡協
議会開催
　平成23年度１回
●配偶者からの暴力の被
害者の子どもの保護に関す
る連携

●ＤＶ問題についての理解
の向上が必要
●地域レベルでの見守り
ネットワークの必要性
●児童相談所と配偶者暴力
相談支援センターとの連携
強化

●地域での研修会などを通
じ関係づくりを行う。
●配偶者からの暴力の被害
者の子どもの保護に関する
連携

●児童相談所との連絡協議
会開催
●児童相談所と配偶者暴力
相談支援センターとの連携
により、状況に応じて子ども
の一時保護を実施するとと
もに、子どもにとっての最善
の援助を行う。

●配偶者暴力相談支援セン
ターと児童相談所がスムーズ
に継続できる体制ができてい
る。
●連携が強化され、その関係
がスムーズに継続できる体制
ができている。
●ＤＶ被害者の同伴の子ども
に、必要な保護とケアが十分
にできている。

女性相談
支援セン
ター/児
童相談所

25

②
県
の
他
機
関
と
の
連
携
強
化

(

２

)

 
配
偶
者
暴
力
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー

の
機
能
の
強
化

①
配
偶
者
暴
力
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー

の
職
員
の
専
門
性
の

向
上

連絡協議会の開催・職員研修の実施 

必要に応じて個別検討会の実施 

配偶者暴力相談支援センター相談者全員が専門研修を受講 

所内研修・スーパーバイズの充実 

配偶者暴力相談支援センターによる他機関へのアドバイスの実施 

配偶者暴力相談支援センター相談者全員が専門研修を受講 

所内研修・スーパーバイズの充実 

必要に応じて個別検討会の実施 

連絡協議会の開催・職員研修の実施 

子どもにとっての最善の援助ができるよう連携強化 
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重点
目標

現状（H24.3.31時点） これまでの取組 課題 これからの対策 具体的な取組内容 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 第2次計画で目指すべき姿 担当課
計画冊子

記載
ページ

取組項目

●住民の身近
な窓口として、
市町村相談窓
口でのＤＶ被害
者の支援

●市町村での対応は、温度
差があり、十分とは言えな
い。

●研修会の実施
●対応マニュアルの作成・
配布

●ＤＶ問題についての理解
の向上が必要
●市町村間の温度差
●町村の職員体制のぜい
弱さ
●各部門での適切な対応

●地域での研修会などの実
施
●会議等を通じた関係づくり

●市町村での関係機関間
連携の強化に向けて連絡会
を開催

●市町村で主体的にDV被害
者支援に取り組んでいる。

女性相談
支援セン
ター

25

●市町村の取
組に対する助
言等

●ＤＶ被害者サポートブック
を作成・配布、研修、また、
必要に応じてアドバイスを
行っているが、主体的な支
援等はまだ不十分

●ＤＶ被害者サポートブック
作成
●ＤＶ被害者サポートブック
を活用した研修等の実施

●ＤＶ問題についての理解
の向上が必要
●市町村間の温度差
●町村の職員体制のぜい
弱さ

●地域での研修会などの実
施
●会議等を通じた関係づくり
●困難事例等に対するアド
バイスの実施
●ＤＶ被害者サポートブック
の改訂版の作成

●市町村での関係機関間
連携の強化に向けて連絡会
を開催
●ＤＶ被害者サポートブック
の改訂版の作成

●市町村で主体的にDV被害
者支援に取り組んでいる。

女性相談
支援セン
ター

25

(

３

)

 
高
齢
者

、
障
害
者

、
外
国
人
が
相
談
し
や
す
い
体
制

づ
く
り

①
配
偶
者
暴
力
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー

の
周
知

●高齢者、障
害者、外国人
の相談窓口で
の周知

●高齢者総合相談センター
において、相談の受付け
（H23：981件）
　一般相談：842件
　専門相談：139件
●認知症コールセンターに
おいて、相談の受付け
（H23年度：422件）
●相談案件によって、ＤＶ
関係の相談があれば各専
門機関と連携

●一般県民及び市町村地
域包括支援センター等か
ら、高齢者やその家族が抱
える保健・福祉・医療など各
種の心配ごとや悩みごとに
ついて、電話や来所などに
より相談に応じる。また、弁
護士等による専門相談を開
催する。
●高齢者総合相談センター
窓口周知のためリーフレッ
トを配布（約900か所、
10,000部）
●認知症コールセンター窓
口周知のためテレビCM等
による周知
●障害者電話相談や市町
村における相談支援窓口
への情報提供
●相談案件によって、ＤＶ
関係の相談があれば各専
門機関と連携

●高齢者総合相談センター
への相談件数の減少
（H19：1,132件、H20：1,261
件、H21：1,050件、H22：
1,038件、H23：981件）
●県民への認知症コールセ
ンターの周知
●障害者相談窓口等との連
携
●外国人向け相談窓口の
周知不足

●県民への幅広い広報の
継続
●法改正による障害者相談
支援の充実強化と合わせ
て、相談窓口等での啓発を
行う。
●外国人向け相談窓口の
周知、これまで以上に情報
を共有し連携

●高齢者総合相談センター
リーフレットの配布、市町村
広報誌への記事掲載等
●認知症コールセンターの
テレビ、ラジオ、広報誌等に
よる周知等
●相談支援専門員研修等
での周知
●外国人向け相談窓口をＰ
Ｒする啓発チラシの作成

●必要な時に連絡できるよ
う、高齢者総合相談センター
と認知症コールセンターの窓
口が周知されている。
●障害者虐待、高齢者虐待、
DV等について防止等の対策
を行っている。
●配偶者暴力相談支援セン
ターが、各相談機関の窓口
職員や県民に広く周知されて
いる。

高齢者福
祉課/障
害保健福
祉課/文
化・国際
化

26

(

２

)

 
配
偶
者
暴
力
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー

の

機
能
の
強
化

③
市
町
村
と
の
連
携
強
化

相談窓口等における障害者虐待防止と合わせた周知 

     多言語化による周知 

     相談窓口における配偶者暴力相談支援センターのＰＲ 

連絡協議会の開催・職員研修の実施 

高齢者総合相談センターリーフレットの配布、市町村広報誌への記事掲載等 

認知症コールセンターのテレビ、ラジオ、広報誌等による周知等 

連絡協議会の開催・職員研修の実施 

サポートブッ

ク作成 

サポートブッ

ク作成 

市町村へのアドバイス等による支援 

5



重点
目標

現状（H24.3.31時点） これまでの取組 課題 これからの対策 具体的な取組内容 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 第2次計画で目指すべき姿 担当課
計画冊子

記載
ページ

取組項目

①
配
偶
者
暴
力
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー

の
周
知

●外国語パン
フレット等の作
成及び関係機
関への配置

●高齢者の相談が増加し
ており、外国人等からの相
談もあることから、一定の
周知はできているが不十分

●国際交流協会でのチラシ
等啓発物の配置
●国際交流協会等の生活
相談窓口に外国語パンフ
レットを備え付ける。

●一般的な啓発物では、外
国人や高齢者などには対応
できない部分がある。
●備え付け先との連携

●外国語パンフレットや点
字パンフレット等の配置
●ＤＶ問題についての理解
促進

●ターゲットを絞ったチラシ
等の作成の検討
●関係機関へ配置の働きか
け
●国や他機関が作成したチ
ラシ等を関係機関に配置
●パンフレット等の作成を通
じて関係者への啓発を行
う。
●相談窓口をＰＲする啓発
チラシの作成

●相談窓口として配偶者暴
力相談支援センターがあり、
通訳にも対応できることが周
知されている。 県民生

活･男女
共同参画
課/女性
相談支援
センター/
文化・国
際課

26

●各団体の研
修会等でのＤＶ
防止のための
啓発

●高齢者等の各団体から
依頼があれば、職員の派
遣などにより研修を行うが、
依頼そのものが少ない。
●高齢者と障害者の権利
擁護問題を協議する場が
設けられた。
●障害者110番における相
談内容は、福祉施策や生
活に関するものがほとんど
で、DVに関する相談はな
い。
●精神保健福祉センターの
 ホームページやパンフレッ
ト等により心の健康相談の
周知
●精神保健福祉センターへ
の相談及び関係機関から
の紹介のあった相談者へ
の対応

●高齢者等の各団体への
働きかけがあまりできてい
ない。
●民生・児童委員や人権擁
護委員、支援にかかわる団
体の研修機会を通じた啓発
●高齢者及び障害者権利
擁護連携会議の設立
(9/14)
　構成団体：高知県医師
会、高知弁護士会、他18団
体
　構成委員：20名
●障害者電話相談事業（障
害者110番）における相談
受付
　平成23年度実績　1,463
件
　　（うち人権・法律　38件）
●精神保健福祉センター
　専門性を生かした相談支
援体制の充実

●DV担当課が、通常福祉
関係団体等とのつながりが
ない。
●備え付け先との連携
●高齢者及び障害者権利
擁護連携会議の各団体で
虐待（権利擁護含む）に関
連する研修会を行っている
が、支援先が異なっている。
（職種により、受取り方が違
う）
●障害者虐待防止法の施
行や法改正による相談支援
の充実に対応できる人材及
び体制の確保
●精神保健福祉センター
　関係機関の連携
●国際交流・協力関係団
体、関係者へのＤＶの周知

●庁内福祉関係課を通じた
連携の検討
●ＤＶ問題についての理解
促進
●高齢者及び障害者権利
擁護連携会議の各団体に
おける虐待（権利擁護含む）
に対する取組み内容等の確
認と協力体制の構築
●障害者110番担当者や相
談支援従事者のスキルアッ
プ
●精神保健福祉センター
　関係機関との連携強化

●それぞれの分野の相談
窓口との連携
・地域包括支援センター・
あったかふれあいセンター
等のブロック別別関係機関
連絡会議への参加要請
・ＤＶ対策連携支援ネット
ワークの拡充
●高齢者及び障害者権利
擁護連携会議の各団体間
における意見交換及び研修
会の開催
●関係団体に対する研修会
等の実施の働きかけ
●連携方法の確認
●スキルアップのための研
修実施や情報提供
●精神保健福祉センター
　具体の相談支援業務を通
して関係機関と顔の見える
関係づくり
●民間団体連絡協議会で
の周知

●それぞれの分野の身近な
相談窓口で、ＤＶ相談があっ
た場合に、配偶者暴力相談
支援センターや警察などを紹
介するなどの対応ができる。
●虐待（権利擁護を含む）の
被害者となったり、虐待を確
認した場合、誰もが相談でき
る機関（施設）を知っている。
●障害者虐待、高齢者虐待、
児童虐待、DVについて防止
等の対策を行っている。
●民間国際交流、協力団体、
関係者へのＤＶの認知が図ら
れている。

県民生
活･男女
共同参画
課/女性
相談支援
センター/
高齢者福
祉課/障
害保健福
祉課/文
化・国際
課

26

●高齢者総合
相談センター、
地域包括支援
センター、認知
症コールセン
ターの周知及
び配偶者暴力
相談支援セン
ターとの連携

●高齢者総合相談センター
のリーフレットを配布（約
900か所、10,000部）。
●認知症コールセンターの
ポスター（５千部）チラシ（６
万枚）作成及びテレビ・ラジ
オでの周知
●研修会等でのＤＶ防止啓
発なし
●相談窓口ＰＲ用チラシの
配布

●高齢者総合相談センター
のリーフレットを行政機関、
郵便局、銀行等に配布。
（毎年約900か所、10,000部
を配布）。
●行政機関、社会福祉協
議会、イオン、コンビニエン
スストア等で認知症コール
センターのポスター掲示、
チラシ配布
●認知症コールセンターに
ついて、　テレビＣＭ２１２
本、ラジオＣＭ９０本放送
●相談窓口ＰＲ用チラシの
配布

●高齢者総合相談センター
のリーフレット配布部数の累
積部数は増加するが、相談
件数は年々減少しており、
配布部数と相談件数が比例
しない。
●より多くの県民への認知
症コールセンターの周知
●国際交流・協力関係団
体、関係者へのＤＶの周知
●周知不足

●相談件数の増加につなが
る配布方法を検討
●様々なメディアを使った、
認知症コールセンターの周
知
●ＤＶ問題についての理解
促進
●研修会等での周知
●これまで以上の国際交流
協会のＰＲ

●高齢者を含む世帯に限定
した配布方法の模索と確立
●認知症コールセンターの
テレビ、ラジオ、広報誌等に
よる周知等
●連携方法の確認
●民間団体連絡協議会で
の周知
●チラシの増刷などによりＰ
Ｒの強化

●虐待（権利擁護を含む）の
被害者となったり、虐待を確
認した場合、誰もが相談でき
る機関（施設）を知っている。
●民間国際交流、協力団体、
関係者へのＤＶの認知が図ら
れている。

女性相談
支援セン
ター/高
齢者福祉
課

26

●障害者110番
や高知いのち
の電話の周知
及び配偶者暴
力相談支援セ
ンターとの連携

●障害者110番における相
談内容は福祉施策や生活
に関するものがほとんど
で、DVに関する相談はな
い。

●障害者電話相談事業（障
害者110番）における相談
受付
　平成23年度実績
　　　　　　　1,463件
　　（うち人権・法律　38件）

●障害者虐待防止法の施
行や法改正による相談支援
の充実に対応できる人材及
び体制の確保
●精神保健福祉センターと
関係機関の連携

●障害者110番担当者や相
談支援従事者のスキルアッ
プ
●精神保健福祉センターと
関係機関との連携強化

●スキルアップのための研
修実施や情報提供
●具体の相談支援業務を通
して精神保健福祉センター
と関係機関との顔の見える
関係づくり

●障害者虐待、高齢者虐待、
児童虐待、DVについて防止
等の対策を行っている。

女性相談
支援セン
ター/障
害保健福
祉課

27

(

３

)

 
高
齢
者

、
障
害
者

、
外
国
人
が
相
談
し
や
す
い
体
制
づ
く
り

②
各
相
談
機
関
に
お
け
る
相
談
機
能
の
強
化

チラシ

等の配

置先拡

充 

チラシ等によるのＤＶ理解、相談窓口の広報 

庁内担当

者会等を通

じて、会議

の情報収

集や関係

団体等へ

の働きかけ 

関係団体の総会綾研修会の機会を捉えたＤＶ啓発 

各相談窓口への備え付け、研修の実施 

団体の研修機会を通じ広報啓発 

各団体間における意見交換及び研修会の開催 

高齢者を含む世帯に限定した高齢者相互相談センターリーフレットの配布方法

の模索と確立 

認知症コールセンターのテレビ、ラジオ、広報誌等による周知等 

     多言語化による周知 

     相談窓口における配偶者暴力相談支援センターのＰＲ 

団体の研修機会を通じ広報啓発 

各団体間における意見交換及び研修会の開催 

相談窓口や従事者のスキルアップ 

精神保健福祉センターと関係機関との連携と相談機能の充実 

相談窓口や従事者のスキルアップ 

精神保健福祉センターと関係機関との連携と相談機能の充実 

年１回、２月に開催される研修会で周知 

チラシ等での積極的なＰＲ 
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重点
目標

現状（H24.3.31時点） これまでの取組 課題 これからの対策 具体的な取組内容 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 第2次計画で目指すべき姿 担当課
計画冊子

記載
ページ

取組項目

●心の健康相
談の周知及び
配偶者暴力相
談支援センター
との連携

●精神保健福祉センターの
ホームページやパンフレット
等により心の健康相談の周
知
●精神保健福祉センターへ
の相談及び関係機関から
の紹介のあった相談者へ
の対応
●研修会等でのＤＶ防止の
ための啓発

●精神保健福祉センターの
専門性を生かした相談支援
体制の充実
●研修会等でのＤＶ防止の
ための啓発を、福祉保健
所、配偶者暴力相談支援
センターと共催で実施

●精神保健福祉センターと
関係機関の連携
●相談窓口としての周知
と、相談につなげる体制整
備

●精神保健福祉センターと
関係機関との連携強化
●福祉保健所と関係機関と
の連携

●具体の相談支援業務を通
して精神保健福祉センター
と関係機関との顔の見える
関係づくり
●相談に応じた対応

●障害者虐待、高齢者虐待、
児童虐待、DVについて防止
等の対策を行っている。
●高齢者、障害者、外国人か
ら相談があれば、相談しやす
い体制づくりができている。

女性相談
支援セン
ター/精
神保健福
祉セン
ター/福
祉保健所

27

●国際交流協
会の周知、啓
発チラシの作
成及び配偶者
暴力相談支援
センターとの連
携

●相談窓口ＰＲ用チラシの
配布

●相談窓口ＰＲ用チラシの
配布

●周知不足 ●これまで以上の国際交流
協会のＰＲ

●チラシの増刷などによりＰ
Ｒの強化

●民間国際交流、協力団体、
関係者へのＤＶの認知が図ら
れrている。

女性相談
支援セン
ター/文
化・国際
課

27

③
相
談
窓
口
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー

化

●外国語通訳
及び手話通訳
等の確保

●県手話通訳設置事業及
び市町村の手話通訳者・要
約筆記派遣事業により、依
頼に基づき手話通訳を実
施
●ＤＶ防止は外国人も対象
にしており、毎年数人の相
談者がいる。
●通訳ボランティア、災害
時通訳ボランティア、観光
通訳ボランティア

●国際交流協会や民間の
協力者の登録
●手話通訳者・要約筆記者
の養成研修の実施
●掲示版等でボランティア
登録へのＰＲの実施

●協力者のＤＶへの理解度
●高知市以外では手話通
訳者等が少ない。
●ボランティア制度の周知
不足

●協力者のＤＶへの理解を
進める。
●手話通訳者等の増員によ
る安定的な派遣や相談窓口
での対応ができる体制づくり
●ボランティア制度の周知

●協力者への研修
●東部や西部地域での手
話通訳者等の養成研修実
施
●各相談窓口との連携

●各団体との緊密な連携に
より、あらゆる人が相談しや
すい体制が整っている。

女性相談
支援セン
ター/障
害保健福
祉課/文
化・国際
課

27

(

３

)

 
高
齢
者

、
障
害
者

、
外
国
人
が
相
談
し
や
す
い
体
制
づ
く
り

②
各
相
談
機
関
に
お
け
る
相
談
機
能
の
強
化

通訳者の養成研修の計画的な実施 

チラシ等での積極的なＰＲ 

ボランティア制度の周知と各団体との連携 

団体の研修機会を通じ広報啓発 

相談に応じ随時対応 

精神保健福祉センターと関係機関との連携と相談機能の充実 
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<基本の柱３　ＤＶ被害者の一時保護体制の充実

重点
目標

現状（H24.3.31時点） これまでの取組 課題 これからの対策 具体的な取組内容 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 第2次計画で目指すべき姿 担当課
計画冊子

記載
ページ

●警察等と連
携した安全の
確保

●配偶者暴力相談支援セ
ンター、警察、福祉保健
所、児童相談所等と連携し
た対応
●一時保護所への避難の
際は、必要に応じて警察官
による搬送を行っている。

●年度当初に警察関係部
署との連絡会を開催し、安
全確保について確認
●警察・市町村・福祉保健
所・児童相談所と連絡会等
を通じ連携強化
●一時保護所への避難の
際は、必要に応じて警察官
による搬送を行っている。

●関係機関との連携
●夜間休日は、小規模署で
の対応が困難な場合があ
る。

●適切かつ迅速な保護
●関係機関との連携
●一時保護所への避難の
際は、必要に応じて警察官
による搬送を行っている。

●警察関係機関との連絡
会の開催
●事例に応じた関係機関の
連携による対応
●一時保護所への避難の
際は、必要に応じて警察官
による搬送を行っている。

●関係機関の連携が図ら
れ、被害者及び同伴者を含
めた非難時の安全の確保が
スムーズに継続できる体制
ができている。

女性相
談支援セ
ンター/
福祉保
健所/警
察本部

28

●迅速かつ安
全に24時間対
応できる保護
体制の確立

●一時保護所の開設
●ホテル等の避難場所を
事前に確認し、避難できる
体制を整えている。

●年度当初に警察関係部
署との連絡会を開催し、安
全確保について確認
●警察・市町村・児童相談
所と連絡会を通し連携強
化
●民間シェルターとの連携
を図る。
●ホテル等の避難場所を
事前に確認し、避難できる
体制を整えている。

●被害者に応じ、きめ細か
な時間・場所に対応した避
難場所を決める。

●適切かつ迅速な保護
●避難場所の確保、公費
負担制度の充実を図る。

●警察関係機関との連絡
会の開催
●避難場所の確保、公費
負担制度の充実を図る。

●いつどこでも安心して避難
できる場所が確保されてい
る。

女性相
談支援セ
ンター/
警察本
部

28

●県域を越え
た広域での保
護体制の整備

●民間シェルター等との連
携

●民間シェルターとの連携
を図る。

●他県の婦人相談所との
連携が十分でない。

●関係機関等との連携 ●広域保護のための連携
の検討

●被害者保護のための広域
連携が進んでいる。 女性相

談支援セ
ンター

28

●被害者への
保護命令制度
の情報提供及
び手続支援

●相談受理時における保
護命令制度の教示の実施

●ＤＶ相談者に制度の情
報提供、手続き支援
●警察との連携
●相談受理時における保
護命令制度の教示の実施

●制度の十分な理解を得る
ための方法の検討

●市町村での緊急時の安
全確保
●被害者に制度を十分理
解させ判断させる。

●市町村に対する研修と取
組の支援
●相談時以外の落ち着い
ている時に、制度の説明を
して理解をさせる。

●被害者が適切に判断し
て、保護命令制度を利用す
ることができる。

女性相
談支援セ
ンター/
警察本
部

29

●関係機関に
対する秘密の
保持の徹底

●個別検討会の中で、情
報を共有するとともに、秘
密保持を徹底
●行方不明者届出の拒
否、又は手配方法を検討
し、被害者が被疑者にわ
からないようにしている。
●住民基本台帳の閲覧制
限の早期実施
●児童相談所と配偶者暴
力相談支援センターとの連
携により、状況に応じて子
どもの一時保護を受けると
ともに、子どもにとっての最
善の援助がなされるよう関
与する。

●情報共有の強化
●セキュリティ対策の強化
●配偶者暴力相談支援セ
ンター、警察、児童相談所
等と連携し事例に対応
●初任者研修から新任用
教頭研修等、教育センター
で行う「法規研修」では、守
秘義務の具体的な事例と
して、家庭内でのDVに対し
て職員が把握しておく必要
性と、関係者以外に一言も
漏らしてはならないことを
確認している。
●行方不明者届出の拒
否、又は手配方法を検討し
被害者が被疑者にわから
ないようにしている
●住民基本台帳の閲覧制
限の早期実施
●配偶者からの暴力の被
害者の子どもの保護に関
する連携

●市町村担当者の精神的
な負担が大きくならないよう
相談窓口担当者等の心の
ケアが必要
●適切な情報管理
●配偶者暴力相談支援セ
ンターと情報を共有し、すぐ
避難状況がわからないよう
にする。
●児童相談所と配偶者暴
力相談支援センターとの連
携強化

●関係機関の連携
●適切な情報管理の徹底
●配偶者暴力相談支援セ
ンターとの情報の共有
●配偶者からの暴力の被
害者の子どもの保護に関す
る連携

●引続き個別検討会を行う
なかで、秘密保持の徹底を
周知
●相談窓口担当者等関係
者同士で心のケアを行う。
●指導事務担当者会にお
いて、DV被害者支援につい
て情報提供を行う。
●配偶者暴力相談支援セ
ンターと、都度積極的な情
報交換と行う。
●児童相談所と配偶者暴
力相談支援センターとの連
携により、状況に応じて子
どもの一時保護を実施する
とともに、子どもにとっての
最善の援助を行う。
●教育関係者に対して、配
偶者暴力相談支援センター
等と連携した、DV被害者支
援について情報提供

●関係機関の連携が図ら
れ、被害者及び同伴者を含
めた安全の確保がスムーズ
に継続できる体制ができてい
る。
●避難した被害者が加害者
からの追求を免れ適正な手
続がとれるようにする。
●連携が強化され、その関
係がスムーズに継続できる
体制ができている。
●ＤＶ被害者の同伴の子ど
もに、必要な保護とケアが十
分にできている。
●DV問題について、各学校
等で情報管理が徹底されて
いる。

女性相
談支援セ
ンター/
福祉保
健所/児
童相談
所/ 教育
委員会/
警察本
部

29

●一時保護期
間中に、入所
者が安心して
過ごせる環境
の整備

●配偶者暴力相談支援セ
ンターと連絡を取り、緊急
時には対応している。

●入所中の見守り支援の
充実
●配偶者暴力相談支援セ
ンターと連絡を取り、緊急
時には対応している。

●被害者に安心感を持た
せ、加害者からの追求を防
ぐため、適宜巡回を行う。

●配偶者暴力相談支援セ
ンターと連携し、必要に応じ
た巡回等の対応を行う。

●配偶者暴力相談支援セ
ンターと連携し、必要に応じ
た巡回等の対応を行う。

●巡回等を実施することで、
一時保護所に入所中の被害
者が安心して生活ができるよ
うにする。

女性相
談支援セ
ンター/
警察本
部

29

取組項目

①
迅
速
な
一
時
保
護
の
実
施

(

１

)

 
関
係
機
関
の
連
携
に
よ
る
一
時
保
護
と
安
全
の
確
保

②
同
伴
者
を
含
め
た
安
全
の
確
保

各関係機関との連絡会を開催し、連携関係を強化 

保護命令制度の説明及び利用への積極的なアドバイスの実施、手続きの支援 

情報共有の徹底、情報管理の強化 

一時保護所のセキュリティ・入所者の見守り支援 

事例に応じて警察官による搬送など、関係機関と連携した対応 

必要に応じて個別検討会の実施 

各関係機関との連携関係を強化 

各関係機関との連絡会を開催し、連携関係を強化 

必要に応じた巡回等の実施 

子どもにとって最善の援助ができるよう連携強化 

避難場所の確保、公費負担制度の充実 

1



重点
目標

現状（H24.3.31時点） これまでの取組 課題 これからの対策 具体的な取組内容 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 第2次計画で目指すべき姿 担当課
計画冊子

記載
ページ

取組項目

●専門機関と
の連携による
心の健康の回
復支援

●民間団体のカウンセラー
のメンタルヘルスを月４回
実施
●退所後個別カウンセリン
グが必要な者には、専門
機関に依頼し実施

●民間団体のカウンセラー
のメンタルヘルスを月４回
実施
●退所後個別カウンセリン
グが必要な者には、専門
機関に依頼し実施

●回復に時間がかかる。
●多様な被害者への対応

●被害者の状況に応じたケ
アができるような対応の充
実

●民間団体のカウンセラー
のメンタルヘルスを月４回
実施
●退所後個別カウンセリン
グが必要な者には、専門機
関に依頼し実施
●精神保健福祉センターと
の連携

●被害者の心の健康を回復
するための支援が整ってい
る。

女性相
談支援セ
ンター

30

●心理ケア担
当による心の
健康回復支援

●入所者に対して、毎週火
曜日に、心理教育、リラク
ゼーションの実施

●入所者に対して、毎週火
曜日に、心理教育、リラク
ゼーションの実施

●心理ケア担当者のスキ
ルアップ

●専門性の確保 ●入所者に対して、毎週火
曜日に、心理教育、リラク
ゼーションの実施

●被害者の心の健康を回復
するための支援が整ってい
る。

女性相
談支援セ
ンター

30

●児童相談所
等と連携した子
どもの心理判
定やカウンセリ
ングの実施

●「児童の家庭におけるＤ
Ｖは心理的虐待にあた
る。」と虐待防止法で定義
されており、一時保護等を
行った子どもには、心理判
定やカウンセリング等を実
施している。

●一時保護及び施設入所
措置を行った子どもの状況
に応じて児童への心理判
定やカウンセリング等実施

●ＤＶにかかる子どもの心
理的ケアの必要性が関係
機関にまだ認識されていな
い。
●配偶者暴力相談支援セ
ンターと児童相談所との連
携の強化及び役割分担の
再確認

●ケアの必要な同伴児が
ある場合は迅速な対応を行
う。
●状況に応じた児童の一時
保護
●女性相談支援センター、
療育福祉センター、児童相
談所の連携した対応

●配偶者暴力相談支援セ
ンターと児童相談所との連
携強化
●一時保護及び施設入所
措置を行った子どもの状況
に応じて子どもへの心理判
定やカウンセリング等実施

●関係機関の連携により、
同伴児の心身のケアができ
ている。
●効果的なケア（心理判定、
カウンセリング）が実施され
ている。

女性相
談支援セ
ンター/
児童相
談所

30

●療育福祉セ
ンターと連携し
た障害の心配
のある子ども
への対応

●診断後の障害受容の支
援や福祉サービス、医療
情報の提供など、保護者を
支えることが十分にできて
いるとは言えない。

●「療育福祉センター及び
中央児童相談所の今後の
あり方を考える会」におい
て、相談支援のあり方を検
討中

●ＤＶにかかる子どもの心
理的ケアの必要性が関係
機関にまだ認識されていな
い。
●子どもに関わる関係機関
に、子どもの心のケアを行
う人材が不足している。
●療育福祉センターの診察
を要する児童を同伴して
も、予約がいっぱいですぐ
に受けることができず、行
政サービスの導入が遅れ
る。
（ＤＶ被害者への負担軽減
として相談のみ入所中にし
てもらっている。）
●療育福祉センター及び中
央児童相談所の連携のあ
り方
●保護者等が必要とする情
報を積極的に発信していく
必要

●ケアの必要な同伴児が
ある場合は迅速な対応を行
う。
●考える会の提言に基づく
取組

●配偶者暴力相談支援セ
ンターと療育福祉センター
等との連携強化
●保護者等が必要とする情
報の積極的な発信
●親の会等への活動支援
●交流の場の整備

●保護者支援の充実
●関係機関の連携により、
同伴児の心身のケアができ
ている。

女性相
談支援セ
ンター/
療育福
祉セン
ター

30

●安心して遊
ぶことのできる
環境の整備

●保護している子どもへの
プレイセラピー等の機会を
提供

●保護している子どもへの
プレイセラピー等の機会を
提供
●ベビーシッターの確保

●保護期間が短期のため、
日程調整が難しい。

●遊びの場の確保
●保護している子どもへの
プレイセラピー等の機会を
提供

●遊びの場の確保
●ベビーシッターの確保
●被害者が心の相談等を
する際に、同伴児へのプレ
イセラピー等の機会を提供

●入所中の子どもたちが、安
心して遊ぶことができる。

女性相
談支援セ
ンター/
教育委
員会

31

●学校と連携
した一時保護
所での教育支
援

●教員ＯＢによる学習支援
実施

●教員ＯＢによる学習支援
実施

●代替教員ＯＢの不足
●学校の協力体制

●学習機会の確保 ●教員ＯＢによる学習支援
●学校との連携強化

●入所中の子どもたちが、安
心して学ぶことができる。

女性相
談支援セ
ンター/
教育委
員会

31

●就学のため
のさまざまな制
度の情報提供
と手続支援

●家庭の状況に関わら
ず、全ての意志ある高校生
等が安心して勉学に打ち
込める社会を作るために
家庭の教育費の負担を軽
減している。
●経済的理由等で高等学
校等への進学を断念する
ことのないよう進学・就学を
支援している。

●授業料無償化の実施(専
攻科を除く）により、すべて
の生徒が等しく学べる支援
を行った。
●専攻科の生徒への授業
料の減免
●平成22年度からの貸与
要件の緩和等により制度
の拡充を図り、これまで対
象とならなかった生徒の学
びを支援した。
●奨学金の新規決定者に
対し、早期貸与を行った。

●就学のための情報共有
が不十分

●家庭の状況に関わらず、
全ての意志ある高校生等
が安心して勉学に打ち込め
る社会を作るために家庭の
教育費の負担を軽減する。
●経済的理由等で高等学
校等への進学を断念するこ
とのないよう進学・就学を支
援する。
●学習機会の確保
●制度の情報収集と情報
提供

●授業料無償化の実施(専
攻科を除く）により、すべて
の生徒が等しく学べる支援
を行う。
●専攻科の生徒への授業
料の減免

●就学のための制度が、周
知されている。
●家庭の状況に関わらず、
全ての意志ある高校生等が
安心して勉学に打ち込める
社会を作るために家庭の教
育費の負担を軽減する。
●経済的理由等で高等学校
等への進学を断念すること
のないよう進学・就学を支援
する。

女性相
談支援セ
ンター/
教育委
員会

31

①
被
害
者
の
心
理
ケ
ア
の
充
実

②
子
ど
も
の
心
身
の
ケ
ア
の
充
実

③
保
育

、
学
習
支
援
の
充
実

(

２

)

 
配
偶
者
暴
力
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー

に
お
け
る
一
時
保
護
体
制
の
充
実

公立高等学校授業料無償化の継続 

現行貸付制度のサービス水準の維持 

入所者に対する心のケアの実施 

ケアを必要とする同伴児に対する迅速な対応 

学校と連携した学習支援 

両機関の

連携のあ

り方検討 

考える会の提言に基づく取組 

民間団体・専門機関に依頼しメンタルヘルス実施 

ケアを必要とする同伴児に対する迅速な対応 

ベビーシッタ―の確保・遊び場の確保 

多様な制度の情報収集と情報提供 

子どもの心理判定やカウンセリング等の実施 

事例に応じたプレイセラピー等の機会の提供 

2



重点
目標

現状（H24.3.31時点） これまでの取組 課題 これからの対策 具体的な取組内容 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 第2次計画で目指すべき姿 担当課
計画冊子

記載
ページ

取組項目

●設備の見直
しや避難訓練
等の実施によ
る安全対策

●避難訓練の実施
●ガラス飛散防止など、地
震による危険回避ための
対応

●避難訓練の実施
●ガラス飛散防止など、地
震による危険回避ための
対応

●予算の確保 ●業務の継続 ●南海地震等の対策として
年３回の避難訓練
●地震防災対策マニュアル
の策定

●災害時の入所者の安全を
確保できている。

女性相
談支援セ
ンター

31

●備蓄等の充
実

●短期の孤立を想定した
備蓄

●年１回の避難訓練
●備蓄品（３日分）

●予算、場所の確保 ●業務の継続 ●備蓄品等の拡充
（３日分→１週間分）
●地震防災対策マニュアル
の策定

●災害時の入所者の安全を
確保できている。

女性相
談支援セ
ンター

31

●代替施設に
よる事業の継
続

●施設が被害を受けた場
合の代替施設として定めた
ものはない。

●地震も含め、施設外へ
の避難を想定していなかっ
たので、施設の耐震や備
蓄等を図った。代替施設と
して定めたものはない。

●南海地震による津波対
策を見直す必要がある。

●施設が被害を受けた場
合の代替施設を定めてお
き、災害等による業務の停
滞を防ぐ。

●県有施設等の活用につ
いて、関係課等と協議し検
討していく。

●ＢＣＰが検討され、災害等
が起こった場合も、すぐに業
務を再開できる。

県民生
活･男女
共同参
画課/女
性相談
支援セン
ター

31

①
郡
部
に
お
け
る
一
時
保

護
施
設
の
確
保

●郡部におけ
る一時保護施
設の確保

●一時保護委託先（４か
所）

●一時保護委託先（４か
所）を確保

●県東部に保護施設がな
い。

●どこの地域に住んでいて
も保護できる環境を整え
る。

●県東部での委託施設の
開拓
●一時保護委託先（４か
所）の維持

●県内どこでも、一時保護が
できる体制が整っている。

女性相
談支援セ
ンター

32

●民間シェル
ターとの連携に
よる一時保護
体制の充実

●民間シェルターでの保護
が適当な場合など、連携し
て一時保護を行っている。
23年度民間シェルター利
用者（ＤＶ以外も含む。）：
50世帯、79名、延日数969
日
●一時保護委託先（４か
所）

●ＤＶ対策連携支援ネット
ワークへの民間シェルター
運営団体の参加
●民間シェルターとの連携
と運営に係る補助の実施

●民間シェルターの拡充
●県東部、県外の委託先
確保

●既存の支援団体との連
携強化
●どこの地域に住んでいて
も保護できる環境を整え
る。

●既存の支援団体との連
携強化
●一時保護委託先（４か
所）の維持

●官民で被害者の一時保護
を円滑に行う。 県民生

活･男女
共同参
画課/女
性相談
支援セン
ター

32

●障害者及び
高齢者施設の
活用の検討

●施設等の職員を対象と
した権利擁護の研修会を
実施
●高齢者虐待防止ネット
ワークの構築（H22年9月、
18市町村で構築済)

●高齢者総合相談事業及
び権利擁護研修会におけ
る講演会及び研修会を開
催し、協力を要請
●高齢者虐待防止ネット
ワークの構築の斡旋

●保護が必要な場合でも受
入定員を超えるため受入が
困難である状況がある。
●高齢者虐待に組織で対
処する体制づくりが不十分
な場合がある。

●近隣の施設との連携を強
化させる。
●保護可能な施設との連
携強化

●研修時に参加施設名簿
を配布し、施設間での協力
体制を構築させる。
●高齢者に携わる施設に
おいて、虐待防止に係る一
時保護活動の協力体制を
確立させる。

●高齢者利用施設職員の資
質が向上と、高齢者の尊厳
が保たれる高齢者支援施設
の確立と連携を目指す。
●市町村において受入施設
を確保することで、速やかに
保護し、穏やかな日常を送
れる仕組みづくりを目指す。
●障害者虐待、高齢者虐
待、児童虐待、DVについて
防止等の対策を行っている。

高齢者
福祉課/
障害保
健福祉
課

32

④
災
害
に
備
え
た
体
制
づ
く
り

(

２

)

 
配
偶
者
暴
力
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー

に
お
け

る
一
時
保
護
体
制
の
充
実

②
民
間
支
援
施
設
等
と
の
連
携

(

３

)

 
民
間
支
援
施
設
等
と
の
連
携
に
よ
る
一
時
保
護
体
制
の
充
実

担当課等との協議、検討により代替施設の確保 

民間シェルターに対する補助の実施 

備蓄品の適正確保 

県東部での委託先確保・現委託先の継続 

県東部及び県外での委託先確保・現委託先の継続 

受入施設の確保と連携の強化 

高齢者支援施設職員の資質の向上と研修会等の実施 

避難訓練の実施 

3



<基本の柱４　ＤＶ被害者の自立支援

重点
目標

現状（H24.3.31時点） これまでの取組 課題 これからの対策 具体的な取組内容 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 第2次計画で目指すべき姿 担当課
計画冊子

記載
ページ

●県営住宅の
募集時の優先
措置による支
援

●県営住宅への入居は、
公募が原則であることから
ＤＶ被害者についても定期
募集により、入居の募集を
行っている。

●平成23年度は、募集戸
数162戸に対する、977名
の有効申込者のうち、４名
のDV被害者の申し込みが
あり、抽選により１名が当
選したが、後日辞退され
た。

●ＤＶ被害者の住宅が必要
な時期と定期募集の時期
が一致するとは限らないの
で、ＤＶ被害者の自立時期
に臨機応変に対応すること
が必要である。

●ＤＶ被害者を県営住宅へ
の優先入居者として取り
扱っていくとともに、緊急一
時避難先としての住居提供
を行っていく。

●ＤＶ被害者を県営住宅へ
の優先入居者として取り
扱っていく。
●緊急一時避難先住居とし
て、提供するため、行政財
産の目的外使用を行う。

●定期の募集による応募者
の入居に係る選考にあたっ
て、ＤＶ被害者等の当選倍率
を高める方法により選考す
る。
●緊急を要する被害者の一
時入居先として、行政財産の
目的外使用許可を行い、県
営住宅を提供していく。

住宅課 33

●民間事業者
の協力による
住宅に関する
情報の提供

●それぞれ状況の異なる
被害者に応じた多様な住
宅の確保が不十分

●県の自立支援施設の活
用や民間事業者等の協力
により住宅を確保

●ＤＶ被害者の希望してい
る生活圏域に合致する物件
の提供

●安定的な住宅の確保 ●民間事業者との協力体
制の確立
●情報収集の充実

●それぞれ状況の異なる被
害者に応じた多様な住宅の
情報提供、確保ができてい
る。

女性相
談支援セ
ンター

33

●保証料補給
制度、融資制
度等の情報提
供

●金銭面等により、住宅の
確保が困難

●民間支援団体との連携
による保証料の補給
●民間住宅、公営住宅等
の情報提供

●被害者の金銭負担の軽
減
●ＤＶ被害者の希望してい
る生活圏域に合致する物件
の提供

●住宅確保の支援 ●民間事業者との協力体
制の確立
●民間支援団体との連携
による保証料の補給
●情報収集の充実

●それぞれ状況の異なる被
害者に応じた多様な住宅の
情報提供、確保ができてい
る。

女性相
談支援セ
ンター

33

●県職員住宅
及び県営住宅
の短期利用の
検討

●ＤＶ被害者が一時保護
所退所後に住居を確保す
るのは、保証人や収入面
等の問題により困難を極
める。
●それぞれ状況の異なる
被害者に応じた多様な住
宅の確保が不十分
●県営住宅への入居は、
公募が原則であることから
ＤＶ被害者についても定期
募集により、入居の募集を
行っている。

●県の自立支援施設の活
用や民間事業者等の協力
により住宅を確保
●教職員住宅の一時利用
●公営住宅の募集情報の
提供
●平成23年度の県営住宅
の状況は、募集戸数162戸
に対する、977名の有効申
込者のうち、４名のDV被害
者の申し込みがあり、抽選
により１名が当選したが、
後日辞退された。

●ＤＶ被害者は、保証人が
いないことや収入がないこ
と等の問題により、民間の
住宅を借りにくい状況にあ
る。
●ＤＶ被害者の希望してい
る生活圏域に合致する物件
の提供
●ＤＶ被害者の住宅が必要
な時期と定期募集の時期
が一致するとは限らないの
で、ＤＶ被害者の自立時期
に臨機応変に対応すること
が必要である。

●民間住宅を確保できない
被害者のために、県職員住
宅等の短期利用を検討
●ＤＶ被害者を県営住宅へ
の優先入居者として取り
扱っていくとともに、緊急一
時避難先としての住居提供
を行っていく。

●県職員住宅の空室の目
的外使用等による短期利
用を検討
●ＤＶ被害者を県営住宅へ
の優先入居者として取り
扱っていくとともに、緊急一
時避難先住居として、提供
するため、行政財産の目的
外使用を行う。
●市町村営住宅への優先
入居措置の検討（県営住宅
並）

●県職員住宅等の活用など
により、一時保護所退所者
の住居の確保の道が広が
る。
●市町村においても、同様
の取組を行う。
●緊急を要する被害者の一
時入居先として、行政財産の
目的外使用許可を行い、県
営住宅を提供していく。

県民生
活･男女
共同参
画課/女
性相談
支援セン
ター/職
員厚生
課/住宅
課

34

②
就
労
支
援
の
充
実

●ハローワー
クとの連携によ
る就職の促進

●就労支援機関との連携
により、様々な形で就労、
訓練につなげている。

●職場体験講習
●職業訓練などの受講機
会の提供
●子育て支援や検定料な
どへの助成の仕組みづくり

●ＤＶ被害者の実情につい
ての理解
●就労先が特定される（清
掃等）
●資格取得のための受験
料などの費用負担
●子どもの預け先の確保

●被害者に応じた就労機会
の提供
●就労しやすい子育て環境
の確保

●一時保護、自立支援入
所者への積極的な支援や
働き掛け
●ハローワークとの連絡会
の実施

●就労支援機関との連携に
より、希望する職種等に就労
できている。

女性相
談支援セ
ンター

34

取組項目

(

１

)

 
Ｄ
Ｖ
被
害
者
の
生
活
再
建

①
住
宅
の
確
保

ブロック別関係機関連絡会議等を通じた市町村住宅関係課への働きかけ  

安定的な住宅の確保 

職員住宅の提供について検討 

ＤＶ被害者を優先入居者として取扱うとともに、 

緊急一時避難先住居として県営住宅を提供する。 

ＤＶ被害者を優先入居者として取扱うとともに、 

緊急一時避難先住居として県営住宅を提供する。 

住宅に関する情報提供 

保証料の補給・情報の提供 

市営住宅の県営住宅並み優遇措置への要請 

ハローワークとの連携による自立支援 

協力企業への就業の働きかけ 

1



重点
目標

現状（H24.3.31時点） これまでの取組 課題 これからの対策 具体的な取組内容 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 第2次計画で目指すべき姿 担当課
計画冊子

記載
ページ

取組項目

●企業の理解
の促進や求人
情報の提供に
よる就職の促
進

●一時保護所入所者に対
して就職情報を提供
●就労支援機関との連携
により、様々な形で就労、
訓練につなげている。
●企業におけるＤＶに関す
る従業員研修は少ない。

●国際ソロプチミストなど
により、企業向けの意識啓
発の実施
●各種広報媒体を活用し
た広報の実施
●ハローワーク等との連携
●企業におけるＤＶに対す
る啓発は、取り組まれてい
ない。

●業界団体や企業等との
つながりがない。
●ＤＶ被害者の実情につい
ての理解が不十分
●企業において、ＤＶに関
する啓発に関心が薄い。

●職域での研修の実施等
も含め、労働局や関係課、
関係団体と連携を強化す
る。
●被害者に応じた就労機会
の提供
●就労しやすい子育て環境
の確保
●企業におけるＤＶに関す
る従業員研修の実施

●業界の機関紙への啓発
等を、関係課を通じて、もし
くは、直接関係団体等へ働
きかける。
●機会を捉えて、労働局や
ハローワークとの連携によ
る広報等に努める。
●ハローワークとの連絡会
の実施
●企業への協力依頼
●経営者団体等に対し、企
業におけるＤＶに関する従
業員研修について、協力依
頼

●企業を含め、社会全体で
ＤＶに対する理解ができてい
る。
●企業におけるＤＶに関する
従業員研修が増加している。

県民生
活･男女
共同参
画課/女
性相談
支援セン
ター/雇
用労働
政策課

34

●就業支援制
度等の技能習
得にかかる情
報提供

●就労支援機関との連携
により、様々な形で就労、
訓練につなげている。
●母子家庭の母は、一般
的に所得が低く、生活が非
常に厳しい状態
17年高知県ひとり親収入
実態調査
　 0～150万円　　56.2％
　150万円～350万円
　　　　　　　　　　　34.7％
●職業訓練全体の受講者
は増加している。
　訓練受講者数：
　H22年度873人→
　　　　　H23年度992人

●職場体験講習、職業訓
練などの受講機会の提供
●子育て支援や検定料な
どへの助成の仕組みづくり
●母子家庭等就業・自立
支援センターを通じ、ハ
ローワークと連携を取りな
がら、被害者に求人情報を
積極的に提供し、併せて、
企業や民間団体の協力も
得て、就職につながる効果
的な支援を行う。
●受講申し込み窓口であ
るハローワークや母子家
庭等就業・自立支援セン
ター、県ＨＰによる広報

●ＤＶ被害者の実情につい
ての理解
●資格取得のための受験
料などの費用負担
●子どもの預け先の確保
●母子家庭の母は、雇用
情勢が厳しいうえ、就業時
間帯や対象者のスキルの
問題などにより、臨時、パー
ト雇用が多く、望む職種に
就職するのが難しい。
●就労先が特定される（清
掃等）
●職業訓練受講生全体の
就職率に比べ、母子家庭の
母等枠の受講生の就職率
が低い。
　(全体70.13%・母子母等
50.0%
　　Ｈ23年度訓練生
　　:Ｈ24年5月現在)

●被害者に応じた就労機会
の提供
●就労しやすい子育て環境
の確保
●母子家庭向けの平成23
年度の取組を継続するとと
もに、より一層求人情報の
収集・提供等に努める。
●訓練生の就職支援の強
化

●一時保護、自立支援入
所者への積極的な支援や
働き掛け
●ハローワークとの連絡会
の実施
●一時保護入所者就職活
動時の同伴児への託児実
施、託児情報の収集と提供
●母子家庭等就業・自立支
援センター事業
　　・就業相談、就業情報の
　　　収集・提供、就業あっ
　　　せん、法律相談、パ
　　　ソコン講座　ほか
●職業訓練全体を対象とし
て、県に就職支援員を新た
に１名配置

●母子家庭等の生活弱者が
経済的自立をするとともに、
扶養している児童の福祉の
増進を図る。
●職業訓練受講生の就職率
の向上が図られている。

女性相
談支援セ
ンター/
児童家
庭課/雇
用労働
政策課

34

●就職活動及
び技能習得時
の託児支援

●高知市が設置している
「こうちファミリーサポートセ
ンター」について、会員は
徐々に増えてきている。
　「こうちファミリーサポート
センター」の会員数：1,044
人（H23.3月末）→1,138人
（H24.3末）
●民間教育訓練施設で行
う職業訓練の受講者は増
加しているが、託児利用者
は非常に少ない。
　訓練受講者数：H22年度
873人(うち託児利用１人）
→H23年度992人(うち託児
利用2人）
●ソーレで実施している託
児支援のある「経済的に困
難な状況にある女性のた
めのパソコン講座」におけ
るパソコン講座や就労応援
フェアの実施により、新規
就労を支援している。

●子育て支援や検定料な
どへの助成の仕組みづくり
●「こうちファミリーサポート
センター」の会員拡大に向
けた広報
●他の職業訓練を含め、
ハローワーク窓口や母子
家庭等就業・自立支援セン
ターにおいて広報
●経済的に困難な状況に
ある女性のためのパソコン
講座における託児支援

●子どもの預け先の確保
●「こうちファミリーサポート
センター」について、依頼会
員に比べ援助会員が少な
く、サポートする側の援助会
員の増加が必要
●託児サービス付き職業訓
練の実施可能機関が限定
されていることもあり、訓練
コース数が限られている。
●パソコン講座や就労応援
フェアの就労効果について
の検証が困難である。講座
を受講しても、新規就労に
結びつく可能性の低い高齢
（６０歳以上）の参加者が増
加している。

●被害者に応じた就労機会
の提供
●就労しやすい子育て環境
の確保
●「こうちファミリーサポート
センター」の会員拡大に向
けた広報の継続
●託児サービスのニーズを
踏まえたコース設定
●就労の結びつく講座にお
ける託児支援

●一時保護入所者就職活
動時の同伴児への託児実
施、託児情報の収集と提供
●「こうちファミリーサポート
センター」の会員拡大に向
けた課HP掲載等の広報
●託児サービス付き職業訓
練を実施するとともに、関係
機関との情報交換により、
ニーズの把握を行う。
●母子家庭等就業・自立支
援センターと共催し、就労に
結び付く「パソコン講座や簿
記講座等」（託児支援有り）
を実施する。

●「こうちファミリーサポート
センター」が広く周知され、利
用が図られている。
●託児サービスを利用した
職業訓練受講者数の増加が
図られている。
●パソコン講座や簿記講座
等（託児付き)の実施につい
て継続的に取り組むことで、
就労を支援する。

女性相
談支援セ
ンター/
雇用労
働政策
課/ソー
レ

34

(

１

)

 
Ｄ
Ｖ
被
害
者
の
生
活
再
建

②
就
労
支
援
の
充
実

労働局や関係団体が実施する会議等での広報 

業界紙等での広報 

庁内担当

者会等を通

じた会議の

情報収集

や、関係団

体等への

働きかけ 

ハローワークとの連携による自立支援 

経営者団体等に対し、企業におけるＤＶ研修について、協力依頼 

「こうちファミリーサポートセンター」の会員拡大に向けた課HP掲載等の広報 

ニーズに応じた職業訓練の設定 

職業訓練受講生の就職支援の強化 

パソコン講

座や簿記

講座等の

実施と託児

支援 

（母子家庭

等就業・自

立支援セン

ターとの共

催） 

協力企業への就業の働きかけ 

母子家庭等就業・自立支援センター事業 

  ・就業相談、就業等移動相談、無料法律相談、パソコン講座  ほか 

協力企業への就業の働きかけ 

制度の情報収集と情報提供 

2



重点
目標

現状（H24.3.31時点） これまでの取組 課題 これからの対策 具体的な取組内容 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 第2次計画で目指すべき姿 担当課
計画冊子

記載
ページ

取組項目

●生活保護等
の情報提供と
手続に際して
の支援

●全市町にＤＶ担当課が
位置付けられた。
●市町村が庁内調整でき
る体制になっていない。
●生活保護等の情報提供
と手続きの支援と実施
●地域の関係機関が配偶
者暴力相談支援センターと
連携できるよう、調整や支
援を実施

●生活保護等の情報提供
と手続きの支援と実施
●地域の関係機関が配偶
者暴力相談支援センターと
連携できるよう、調整や支
援を実施
●市町村の役割について
の啓発とスキルアップ研修
の実施

●居所の確保できない人へ
の支援
●多様な被害者への対応
●直接、配偶者暴力相談
支援センターへの相談が多
いため、把握できないことも
あり、支援がいき届かない。

●市町村の主体性の醸成
●相談につなげる体制整
備

●種々の制度が必要な相
談者、入所者への支援
●日常生活上の相談の充
実
●ＤＶ被害者支援サポート
ブック作成時の参考資料と
して情報共有シートを入
れ、各市町村での活用を図
る。
●福祉保健所と配偶者暴
力相談支援センターとの連
携

●配偶者暴力相談支援セン
ターとの連携が継続して行わ
れ、被害者に支援策の情報
提供などができる体制ができ
ている。 女性相

談支援セ
ンター/
福祉保
健所

35

●被害者の日
常生活に対す
る支援の検討

●母子家庭等就業・自立
支援センターを通じ、こうち
男女共同参画センターや
配偶者暴力相談支援セン
ターと連携を取りながら、
被害者に対し、情報提供、
相談等の支援を行う。

●母子家庭等就業・自立
支援センターを通じ、こうち
男女共同参画センターや
配偶者暴力相談支援セン
ターと連携を取りながら、
被害者に対し、情報提供、
相談等の支援を行う。

●現相談体制は、被害者
の来所、または電話等に対
する支援のみとなってい
る。
●日常生活の支援サービ
スが十分に整っていない。

●実態調査やニーズ把握
のうえ、ひとり親家庭等自
立促進計画（二次）への位
置づけについて検討する。

●審議会での検討やパブコ
メの実施に基づく計画策定

●被害者を支援する体制が
できている。

児童家
庭課

35

●支援制度窓
口のワンストッ
プ化

●全市町にＤＶ担当課が
位置付けられた。
●市町村が庁内調整でき
る体制になっていない。
●具体的な支援窓口のほ
とんどは市町村であり、各
町村の各種支援担当者名
簿に基づき、配偶者暴力
相談支援センターが協力
依頼を行っている。

●研修会等の機会を捉え
て、協力依頼をしてきた。
●市町村の役割について
の啓発とスキルアップ研修
の実施

●市町村においても、ＤＶ
窓口は男女共同参画や人
権所管部門で、福祉部門で
はない場合がある。
●居所の確保できない人へ
の支援
●多様な被害者への対応

●市町村内のＤＶ支援ネッ
トワークを構築し、相談シー
トの活用などにより。最初の
窓口で聞き取ったことが、そ
の後の支援にすぐ生かされ
るようにする。
●市町村の主体性の醸成

●配偶者暴力相談支援セ
ンターが作成する相談シー
トを活用した対応ができる
よう、研修等を行う。
●市町村内ネットワークの
構築を働きかける。

●各市町村で、ＤＶ被害者支
援の類型だった対応ができ
るよう市町村内部の連携が
図られ、被害者の負担が軽
減される。

県民生
活･男女
共同参
画課/女
性相談
支援セン
ター

35

④
民
間
支
援
団
体
等
と
の
連
携
に
よ
る
経

済
的
支
援

●一時金や支
援物資の提供
などで、被害者
をサポートして
くれる企業や民
間支援団体の
拡充

●民間支援団体等による
小口資金や訓練時の検定
料など、行政では支援でき
ない部分に対する支援
　　小口資金の立替
　　生活・就労支援事業
　　による支援
　　生活日用品等の提供
　　　　　　　　　　　　　など

●国際ソロプチミストとの
協定に基づく支援
●女性保護対策協議会に
よる退所者等に対する支
援
●小口一時金の立替、新
生活を始めるために必要
な物品購入へのお助成金
制度などの仕組みを構築
●民間団体等への働きか
け

●支援団体等の拡充
　　継続して、常に提供でき
　　る体制
　　金銭面での支援の拡充
●ＤＶ被害者の生活ニーズ
に合った支援品の確保

●協力関係の構築
●企業等への働きかけ
●フードバンクとの連携の
検討

●業界の機関紙への啓
発、研修等の実施により、
協力を働きかける。
●広報を通じて、広く県民
に支援を呼びかける。
●民間団体等の協力を得
る。
●企業・民間支援団体から
の物品の提供
●任意団体の立替え制度
の活用

●食料品や生活物資が、常
に提供できる体制ができてい
る。
●民間支援団体による金銭
面での支援が、継続的に実
施できる。 県民生

活･男女
共同参
画課/女
性相談
支援セン
ター

35

⑤
庁
内
関
係
課
に
よ
る
支
援

策
の
協
議

●関係課によ
る県基本計画
の進捗状況の
把握や課題等
の検討

●進捗状況は、年度ごと関
係課に照会し、課題等は
個別事例ごとに協議してい
る。
●担当者会出席による関
係機関の情報の把握、計
画の進捗状況の確認

●ＤＶ被害者支援関係課
長会議の開催
●ＤＶ被害者支援担当者
会の実施
●担当者会出席による関
係機関の情報の把握、計
画の進捗状況の確認

●DV所管課が支援策を所
管しておらず、個別事案に
ついてその都度庁内関係
課と協議
●担当者会の内容の充実

●支援策を所管している課
との連携を強化し、必要に
応じて各市町村への指導
等を依頼
●取組の継続
●状況を把握し、問題意識
を持って会に参加する。

●庁内関係課担当者会の
継続実施により、人事異動
があっても、担当課との縁
が切れないようにする。
●担当者会出席による関
係機関の情報の把握
●積極的な意見交換で問
題の解決を図る。

●庁内関係課から、支援に
有効な情報が届くとともに、
懸案事項があれば相談でき
る関係を築く。
●関係機関の取組が把握で
きている。

県民生
活・男女
共同参
画課/県
立病院
課/教育
委員会/
警察本
部

35

③
生
活
支
援
の
充
実

(

１

)

 
Ｄ
Ｖ
被
害
者
の
生
活
再
建

ＤＶ対策連携支援ネットワーク専門者研修・ブロック別関係機関連絡会議の実施 

庁内担当者会等を通じた会議の情報収集や、関係団体等への働きかけ 

労働局や関係団体が実施する会議等での広報 

業界紙等での広報 

各種媒体を活用した広報 

年２回庁内関係課担当者会を開催し、情報共有を図るとともに、ケーススタディ

等による研修等を実施 

市町村との協力体制による制度の情報提供 

民間団体からの協力による支援の実施 

担当者会等を通じた関係機関の情報の把握 

 福祉保健所と配偶者暴力相談支援センターとの連携 

            計画に基づく事業実施 計画策定 

市町村との協力体制による制度の情報提供 

3



重点
目標

現状（H24.3.31時点） これまでの取組 課題 これからの対策 具体的な取組内容 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 第2次計画で目指すべき姿 担当課
計画冊子

記載
ページ

取組項目

●保護命令発
令後の安全の
確保

●保護命令発令直後に加
害者に指導警告を行い、
必要に応じ被害者方の巡
回等を行い現状を確認して
いる。

●警察等との連携
●退所後の生活状況を含
め連絡を取り確認
●センターでの宿直体制
●初任者研修から新任用
教頭研修等、教育センター
で行う「法規研修」では、守
秘義務の具体的な事例と
して、家庭内でのDVに対し
て職員が把握しておく必要
性と、関係者以外に一言も
漏らしてはならないことを
確認している。
●保護命令発令直後に加
害者に指導警告を行い、
必要に応じ被害者方の巡
回等を行い現状を確認して
いる。

●本人から帰宅する場合が
ある。
●ＤＶへの理解不足
●適切な情報管理
●巡回等きめ細かな被害
者対策の実施

●警察との連携による安全
の確保
●適切な情報管理の徹底
●保護命令後の加害者に
対する指導警告の実施と巡
回等の被害者対策の実施

●警察等との連携
●退所後の生活状況を含
め連絡を取り確認
●センターでの宿直体制
●教育関係者に対して、配
偶者暴力相談支援センター
等と連携した、DV被害者支
援についての情報提供
●保護命令後の加害者に
対する指導警告の実施と巡
回等の被害者対策の実施

●保護命令後の加害者に対
する警告、被害者対策をとる
ことで被害者の安全を確保
する。
●DV問題について、各学校
等で情報管理が徹底されて
いる。

女性相
談支援セ
ンター/
教育委
員会/警
察本部

36

●緊急避難体
制の確保

●被害者の電話番号を
110番登録し、架電の際に
即時対応できるようにして
いる。

●被害者の電話番号を
110番登録し、架電の際に
即時対応できるようにして
いる。
●警察等との連携
●退所後の生活状況を含
め、連絡を取り確認
●センターでの宿直体制
●警察での緊急保護

●危険が予想される場合の
配偶者暴力相談支援セン
ターとの連携
●本人から帰宅する場合が
ある。
●ＤＶへの理解不足

●110番通報登録の推進
●警察と配偶者暴力相談
支援センターの連携による
安全の確保

●110番通報登録の推進
●警察と配偶者暴力相談
支援センターの連携による
安全の確保
●退所後の生活状況を含
め、連絡を取り確認
●センターでの宿直体制

●危険が予想される場合、
速やかに被害者を保護でき
る体制が整っている。

女性相
談支援セ
ンター/
警察本
部

36

(

２

)

 
安
全
安
心
な
暮
ら
し
へ
の
フ
ォ
ロ
ー

ア

ッ
プ
の
充
実

①
関
係
機
関
の
連
携
に
よ
る
被
害
者
の
情
報
共
有
と
見
守
り

適切な情報管理の徹底 

警察との連携による安全の確保 

地域・市町村における情報共有と情報の適切な管理 

保護命令後の加害者に対する指導警告の実施と巡回等の被害者対策の実施 

警察と配偶者暴力相談支援センターとの連携による安全の確保 

１１０番通報登録の推進 

4



重点
目標

現状（H24.3.31時点） これまでの取組 課題 これからの対策 具体的な取組内容 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 第2次計画で目指すべき姿 担当課
計画冊子

記載
ページ

取組項目

●地域のネット
ワークの構築
による情報共
有

●全市町村で地域の関係者
によるネットワークが構築さ
れ、各市町村が主体的にそ
れぞれの役割のもと、息の
長い支援を行う。
●地域福祉に携わる関係者
が、ＤＶ対策の視点を持って
活動を行うことができてい
る。
●ＤＶ被害者の支援につい
て、関係機関の連携が十分
に図られている。
●各市町村地域包括支援セ
ンターを中心とした虐待防止
体制の確立と支援の充実が
図られている。
●地域のネットワークの構築
により情報共有がなされ、関
係機関が連携した支援に取
り組むことができる。
●各市町村地域包括支援セ
ンターを中心とした虐待防止
体制の確立と支援の充実が
図られている。

●住民基本台
帳の閲覧等の
禁止の趣旨及
び留意点の周
知

●ドメスティック・バイオレ
ンスの被害者の保護のた
めの住民基本台帳事務に
おける支援措置対象者数
（ストーカー行為等含む）
・支援措置申出者
H20（12月1日現在）：24人
H21（12月1日現在）：46人
H22（12月1日現在）：79人
H23（12月1日現在）：88人

●戸籍・住民基本台帳事
務協議会の県内各６ブロッ
ク会（安芸地区、幡多地
区、中央東地区、高岡地
区、中央地区、仁淀川地
区）において、制度の趣旨
及び留意点等の周知に努
めた。

●これまでは、加害者に支
援者の情報が漏れたという
報告はなく、取組の中での
現状課題はない。

●市町村担当者に対しての
制度の周知徹底
●支援措置対象者への対
応状況の把握

●市町村担当者に対して、
研修会等の機会を捉え、制
度の趣旨及び留意点等の
周知徹底に努める。
●ＤＶ被害者の保護のため
の住民基本台帳事務にお
ける支援措置対象者数調
査を実施する。

●各市町村でＤＶ被害者へ
の支援措置について適切な
対応がされている。

市町村
振興課 37

(

２

)

 
安
全
安
心
な
暮
ら
し
へ
の
フ
ォ
ロ
ー

ア

ッ
プ
の
充
実

36

●庁内、市町村内部で福祉
部門とＤＶ担当課の連携の
強化
●地域におけるネットワー
クづくりと関係機関の連携
強化
●地域福祉関係者が集ま
る会議等において、ＤＶに
関する情報の周知を図る。
●地域包括支援センターを
中心とした相談体制の充実
●高齢者虐待防止ネット
ワークの構築
●要保護児童対策地域協
議会での構成機関の連携
及び情報共有
●平成24年4月から専門職
（認定心理士）を配置し、心
理面への支援を充実させ
る。
（ちぐさ）
●必要に応じて福祉保健所
の個別検討会へ配偶者暴
力相談支援センター職員の
出席を依頼し、地域のネット
ワークの構築による情報共
有を行う。
●市町村との連携による地
域での見守りの実施

①
関
係
機
関
の
連
携
に
よ
る
被
害
者
の
情
報
共
有
と
見
守
り

●DV担当課が、市町村を
はじめ、地域の福祉部門と
のつながりがない。
●地域福祉と言った時、高
齢者・障害者・児童等はす
ぐ見守り対象として挙げら
れるが、ＤＶ被害者は想定
されていない。
●加害者対応をしている機
関との連携
●ＤＶについての認識が地
域まで浸透していない。
●高齢者虐待防止ネット
ワーク又はそれに準じる組
織の構築による関係機関と
の情報共有
●地域包括支援センターが
他業務多忙のため、権利擁
護事業等に積極的に取組
めない。
●虐待が起こらない体制の
構築
●母子生活支援施設への
DV被害による入所の増加
により、子どもも含めた心理
面でのケア（発達障害を含
む。）が求められていること
への対応
●要保護児童対策地域協
議会での構成機関の連携
及び情報共有
●被害者が地域で暮らすこ
とができるような地域での
ネットワークづくり

●市町村職員に対する研
修会の実施
●市町村男女共同参画行
政担当課長会議の開催
●地域における講演会等
への講師の派遣
●民生委員・児童委員等、
関係機関・者の研修等へ
の講師派遣
●ネットワーク会議でＤＶ
被害者支援にかかわる官
民合同での研修
●地域福祉アクションプラ
ンの策定と実践活動への
支援
 ・平成22年度に県地域福
祉支援計画を策定し,市町
村計画策定支援を行った
結果,平成23年度末までに
23市町村において策定済
●多職種が参加する研修
会等の開催
●高齢者虐待防止ネット
ワークが確立していない市
町村に対し、構築の啓発を
実施
●要保護児童対策地域協
議会での構成機関の連携
及び情報共有
●様々な理由により、母子
生活支援施設への入所を
希望する母子世帯の入所
を支援した。
●母子支援員による相談、
専門機関への紹介を行っ
た。
●要保護児童対策地域協
議会での構成機関の連携
及び情報共有
●事例に応じて個別検討
会を行い、関係機関の連
携による情報共有と見守り
の実施
●関係警察署と連携し、適
宜被害者と関わり指導を
行っている。
●退所後の生活状況を含
め連絡をとり確認

県民生
活･男女
共同参
画課/女
性相談
支援セン
ター/地
域福祉
政策課/
高齢者
福祉課/
児童家
庭課/福
祉保健
所/児童
相談所/
教育委
員会/警
察本部

●ブロック別関係機関連絡
会議、ＤＶ対策連携支援
ネットワーク及び庁内関係
課担当者会等を通じたネッ
トワーク構築の働きかけや
情報提供
●DV対策連携支援ネット
ワークネットワーク会議でＤ
Ｖ被害者支援にかかわる官
民合同での研修
●地域福祉アクションプラン
の策定会議や進捗管理会
議等での周知
●講演会や市町村との協
議の場を活用し、関係機関
と連携したネットワークの構
築と強化を促すとともに、対
象者の状況の後追いの必
要性を確認し合う。
●高齢者専門相談員を市
町村に派遣する取組、事例
検討会の開催、職員研修
会開催の継続
●母子生活支援施設にお
いて、母子世帯が安心して
相談できる体制の整備
　相談員研修参加　年１２
回
●母子支援員による相談、
専門機関への紹介
●要保護児童対策地域協
議会での構成機関の連携
及び情報共有
●個別検討会の実施
●教育関係者に対して、配
偶者暴力相談支援センター
等と連携したDV被害者支
援について情報提供を行
う。
●退所後の生活状況を含
め,連絡を取り確認

●地域で支援に携わって
いる機関等はあるが、ネッ
トワークのような形には
なっていない。
●地域（ブロック別）の関係
機関が集まる機会はなく、
地域での支援体制が弱
い。
●県地域福祉支援計画を
平成22年度に策定し、市
町村および市町村社会福
祉協議会が策定する地域
福祉アクションプランの策
定が進んできた。
●地域包括支援センター
による多職種連携の推進
●各市町村における高齢
者虐待防止ネットワークの
構築が徐々に進んでいる。
●要保護児童対策地域協
議会での構成機関の連携
及び情報共有
●母子生活支援施設にお
いて、母子世帯が安心して
相談できる体制の整備
相談員研修参加　年１２回
（H24.4.1現在の入所世帯
数・者数2施設24世帯65
人：安芸和光寮・ちぐさ）
●母子支援員による相談、
専門機関への紹介
●要保護児童対策地域協
議会での構成機関の連携
及び情報共有
●事例に応じて個別検討
会を行い、関係機関の連
携による情報共有と見守り
の実施
●関係警察署と連携し、適
宜被害者と関わり指導を
行っている。

庁内関係課担当者会を開催 

・母子生活支援施設への入所 

様々な理由により入所を希望する母子世帯の入所を支援。 

・母子支援員による相談、専門機関への紹介 

市町村地域包括支援センターの機能強化支援 

地域・市町村における連携強化、情報共有と情報の適切な管理 

市町村担当

者会の開催 

ＤＶ対策連携支援ネットワーク専門者研修・ブロック別関係機関連絡会議の実施 

市町村単

位のネット

ワークモデ

ルケース構

築 

市町村地域福祉アクションプランの策定および進捗管理にかかる会議等での啓

発･情報共有 

研修等を継続実施 

要保護児童対策地域協議会の活動強化 

必要に応じて個別検討会の実施 

高齢者虐待防止ネットワーク又はそれに準じる組織の構築と情報共有 

毎年１２月１日現在のドメスティック・バイオレンスの被害者の保護のための住民

基本台帳事務における支援措置対象者数調査を実施 

市町村担当者に対して、研修会等の機会を捉え、制度の周知徹底に努める 
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重点
目標

現状（H24.3.31時点） これまでの取組 課題 これからの対策 具体的な取組内容 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 第2次計画で目指すべき姿 担当課
計画冊子

記載
ページ

取組項目

●関係機関の
連携による子
どもの心身の
成長の見守り

●関係機関の連携により、
主となる機関（学校・保育
園）を中心に見守りを実施
●乳幼児期にふさわしい
育ちや学びに向けて、より
質の高い保育・教育・親育
ち支援を実施する必要が
ある。
●学校と教育委員会が児
童相談所等と連携して情
報を交換し、適切な支援と
対応に取り組んでいる。
●教育相談の中でDVを早
期発見し、関係機関と連携
する。
●児童相談所における育
児支援
　・専門的な知識及び技術
を要する相談業務
　・専門職員による調査、
判定に基づく援助方針の
策定と支援
●要保護児童対策地域協
議会での構成機関の連携
及び情報共有

●関係機関の連携により、
主となる機関（学校・保育
園）を中心に見守りを実施
●園内研修・保護者への
講話による自尊感情を育
む保育・子育ての充実に向
けた研修会の実施
●中学校においては、毎
日の自主学習ノートや生活
日誌による生徒の生活状
況などの把握
●教育相談の中でDVを早
期発見し、関係機関と連携
する。
●児童相談所における育
児支援
　・専門的な知識及び技術
を要する相談業務
　・専門職員による調査、
判定による援助方針に基
づく支援等
●要保護児童対策地域協
議会での構成機関の連携
及び情報共有

●被害者が地域で暮らすこ
とができるような地域での
ネットワークづくり
●研修等の必要性が十分
理解されていないことから、
園内研修の実施や各種研
修会等への参加体制が十
分でない。
●生徒のこれまでの育ちや
現在の状況を詳細に把握
することが困難である。
●要保護児童対策地域協
議会での構成機関の連携
及び情報共有

●必要に応じて福祉保健所
の個別検討会へ配偶者暴
力相談支援センター職員の
出席を依頼し、地域のネット
ワークの構築による情報共
有を行う。
●市町村訪問等を通して園
内研修の実施や研修会へ
の積極的な参加要請を行
う。
●小学校や保育所・幼稚園
等との連携を密にする。
●要保護児童対策地域協
議会での構成機関の連携
及び情報共有

●個別検討会の実施
●市町村訪問、研修会開
催等の情報発信
●幼保小中連携の強化
●母子生活支援施設にお
いて、母子世帯が安心して
相談できる体制の整備
　相談員研修参加　年１２
回
●母子等支援員による相
談、専門機関への紹介
●要保護児童対策地域協
議会での構成機関の連携
及び情報共有

●地域のネットワークが構築
され、市町村が主体的にＤＶ
被害者支援に取り組んでい
る。
●一人一人の子ども理解に
基づいた保育実践の向上が
図られている。
●親の子育て力の向上が図
られている。
●子どもの心身の健康を取
り戻し、暴力を次の世代につ
なげないようにする。 福祉保

健所/児
童相談
所/教育
委員会

37

●養護教諭・ス
クールカウンセ
ラー等による学
校でのケア

●「保健室における相談活
動」などの研修会を実施
●スクールカウンセラー
等・心の教育アドバイザー
等の配置(平成２３年度）
　小学校　　７６校
　中学校　　８３校
　高等学校　３７校
　特別支援学校　５校

●「保健室における相談活
動」などの研修会を実施
●スクールカウンセラー
等・心の教育アドバイザー
等による相談活動

●養護教諭やスクールカウ
ンセラー等が、校内支援委
員会の中に位置付けられて
いる学校がまだ十分ではな
い。
●問題行動の背景にはＤＶ
等があるのではないかとい
う、教職員の「気づき」の意
識が十分浸透していない。

●心身の健康状態を観察
し、継続的に適切なケアを
行う意識を高める。
●校内支援委員会などで
定期的に情報を共有し、心
身の健康状態に応じた適切
な支援を行う。
●スクールカウンセラー等
による専門的な支援を行
う。
●状況に応じて医療機関等
にもつなぐなどの適切な支
援を行う。

●保健室や相談室など相
談しやすい環境づくり
●養護教諭やスクールカウ
ンセラー等を校内支援体制
に位置付けるとともに、具
体的な手立てについて情報
の共有を図る。
●スクールカウンセラー等
研修講座において、デート
ＤＶ等の専門研修を行う。

●各学校において組織的に
対応するため、校内支援委
員会に養護教諭及びスクー
ルカウンセラー等が確実に
位置付けられている。
●各学校において児童虐待
やデートＤＶ等について、早
期の気づきから早期の支援
が実践できるようになってい
る。
●より高度な専門的支援を
行うことのできるスクールカ
ウンセラー等が育成されてい
る。

教育委
員会

37

●スクールソー
シャルワーカー
及び市町村職
員等による家
庭等でのケア

●スクールソーシャルワー
カーを19市町村に配置して
いる。
●市町村職員等が家庭訪
問を行い、家庭等でのケア
を実施

●スクールソーシャルワー
カーの専門性や対応力の
向上を目指した研修を行っ
た。
●校内支援会や要保護児
童対策地域協議会に参加
し、早期発見早期対応に
努めた。
●市町村職員等が家庭訪
問を行い、家庭等でのケア
を実施

●学校や関係機関等との
連携をさらに深め、具体的
な支援を進める。
●子どもの不登校や非行な
ど問題の背景を検討すると
きに、ＤＶや虐待等の視点
を持ち対応する。
●被害者が地域で暮らすこ
とができるような地域での
ネットワークづくり

●スクールソーシャルワー
カーの配置を進める。
●スクールソーシャルワー
カーを支援するために助言
体制を整え、研修会を実施
する。
●必要に応じて配偶者暴力
相談支援センター職員に個
別検討会への出席を依頼
し、地域のネットワークの構
築による情報共有を行う。

●スクールソーシャルワー
カーの配置を拡大する。
●スクールソーシャルワー
カーの専門性や対応力向
上を目指した研修会を行
う。
●個別検討会の実施

●スクールソーシャルワー
カーの配置を進め、25市町
村以上とする。
●DVや虐待に対して、より専
門的な支援ができるスクー
ルソーシャルワーカーが育成
されている。
●地域のネットワークが構築
され、市町村が主体的にＤＶ
被害者支援に取り組んでい
る。

女性相
談支援セ
ンター/
福祉保
健所/教
育委員
会

37

●民間支援団
体による同行
支援や居場所
づくりなど特色
ある取組の推
進

●民間シェルターを運営し
ている民間支援団体によ
る同行支援や、居場所づく
りの取組がなされている。

●ＤＶ対策連携支援ネット
ワークへの民間支援団体
の参加
●民間シェルターに対する
運営費補助

●県内各地で支援を行う民
間支援団体等の開拓・育成

●県内各地で支援を行う民
間支援団体等の開拓・育成

●ブロック別関係機関連絡
会議を開催し、地域のネット
ワークに民間支援団体等
の参画を促す。
●民間シェルターに対する
運営費補助

●地域における支援ネット
ワークが構築され、民間支援
団体による同行支援など、息
の長い支援を行う。

県民生
活･男女
共同参
画課/女
性相談
支援セン
ター

37

●配偶者暴力
相談支援セン
ター等による退
所者へのフォ
ローアップの充
実

●生活サポーターによる退
所者のフォロー実施

●Ｈ23にサポーターを配置 ●非常勤職員のため、すべ
ての退所者フォローが難し
い。

●生活サポーターの活用と
関係機関との連携

●生活サポーターによる退
所者のフォローの充実
●関係機関と連携してフォ
ローアップ

●地域において安心して生
活を確保できる。

女性相
談支援セ
ンター

37

②
被
害
者
及
び
子
ど
も
の
心
身
の
回
復
の
支
援

(

２

)

 
安
全
安
心
な
暮
ら
し
へ
の
フ
ォ
ロ
ー

ア

ッ
プ
の
充
実

ブロック別関係機関連絡会議の開催 

民間シェルターに対する運営費補助 

より質の高い保育・教育・親育ち支援の充実に向けた支援 

校内支援体制への養護教諭、スクールカウンセラー等の位置付けを図る 

養護教諭による適切な支援（養護教諭の専門性の強化） 

スクールカウンセラー等による専門的な支援（ＳＣ等の専門性の強化） 

教職員による適切な支援（教職員の支援力の強化） 

スクールソーシャルワーカーの配置拡大 

スクールソーシャルワーカー支援の研修会の実施 

フォローアップの継続 

必要に応じて個別検討会の実施 

必要に応じて個別検討会の実施 

情報共有と適切な援助の実施 
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<基本の柱５　地域における取組の推進

重点
目標

現状（H24.3.31時点） これまでの取組 課題 これからの対策 具体的な取組内容 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 第2次計画で目指すべき姿 担当課
計画冊子

記載
ページ

●市町村基本
計画の策定と
取組の推進

●努力義務であることもあ
り、市町村基本計画を策定
している市町村は、県内に
ほとんどない。

●市町村職員に対する研
修会の実施
●市町村男女共同参画行
政担当課長会議の開催
●市町村のＤＶ被害者支
援に関するアンケート実施

●市町村では基本計画の
策定に取り組む気運が低い
が、市町村が主体的に取り
組むためには、対応にあ
たっての共通認識が必要。

●今後策定、または改定す
る男女共同参画プランでＤ
Ｖ被害者支援計画となりう
る内容を盛り込んでもらう形
での計画策定を働きかけ
る。
●市町村地域福祉アクショ
ンプランとの連携も視野に
検討していく。

●男女共同参画サポート事
業を活用した市町村基本計
画の策定を働きかける。
●ブロック別関係機関連絡
会議等を通じたDV理解の
浸透
●関係部署を集めての連
携会議の開催

●10市町村で基本計画が策
定されており、未策定の市町
村も含め被害者支援の取組
が主体的になされている。
●福祉分野で高齢者虐待や
障害者虐待、児童虐待と同
様に、ＤＶ問題に取り組んで
いる。

県民生
活･男女
共同参
画課/女
性相談
支援セン
ター

38

●広報紙等を
活用した意識
啓発及び窓口
等の周知

●広報紙等を通じて、地域
住民に対する福祉及び人
権啓発の実施

●広報原稿案及びチラシ
などの広報素材の提供

●現状は,県の窓口広報と
なっており、市町村窓口の
周知が不十分なので、市町
村が主体となった相談窓口
の広報

●DV予防から自立支援ま
で、市町村が主体的に取り
組む体制を支援する。

●広報素材の提供
●ブロック別関係機関連絡
会議等を通じてDV理解の
浸透を図る。

●「ＤＶは、犯罪となる行為を
も含む重大な人権侵害」であ
ることが広く認識されている。

県民生
活･男女
共同参
画課/女
性相談
支援セン
ター

39

●市町村役場
の関係部署間
の連携強化の
促進

●市町村のＤＶ窓口は、男
女共同参画や人権所管部
門が多く、福祉部門ではな
い場合がある。
●市町村により、対応に温
度差がある。

●市町村職員に対する研
修会の実施
●市町村男女共同参画行
政担当課長会議の開催
●市町村のＤＶ被害者支
援窓口の照会
●ＤＶ被害者サポートブッ
クの作成

●ＤＶ窓口が男女共同参画
や人権所管部門であること
から、直接的な支援策を所
管していない。

●市町村職員のDV理解を
深め、連携につなげるととも
に、相談シートの活用など
により、被害者の負担の軽
減を図る。

●ブロック別関係機関連絡
会議等を通じてDV理解の
浸透を図る。
●ＤＶ被害者サポートブック
の改訂版の作成

●各市町村で、ＤＶ被害者支
援の類型だった対応ができ
るよう市町村内部の連携が
図られ、被害者の負担が軽
減される。
●被害者が二次的被害を受
けることなく、適切な支援を
受けることができる。

県民生
活･男女
共同参
画課/女
性相談
支援セン
ター

39

●被害者支援
マニュアルの
作成等によるノ
ウハウの共有

●ＤＶ被害者サポートブッ
クを作成・配布、研修をして
いるが、主体的な支援等
はまだ不十分

●ＤＶ被害者サポートブッ
ク作成
●ＤＶ被害者サポートブッ
クを活用した研修の実施

●各部門での適切な対応 ●ＤＶ被害者サポートブック
の改訂版の作成

●ＤＶ被害者サポートブック
の改訂版の作成

●被害者が二次的被害を受
けることなく、適切な支援を
受けることができる。

女性相
談支援セ
ンター

39

●相談窓口等
職員に対する
研修の実施

●他の業務もあり、特に遠
方の研修に参加できる状
況にない。
●講師派遣を希望する、市
町村職員の人権研修課題
の一つとして実施している
ため、要望があれば対応し
ているのが現状

●市町村職員に対する研
修会の実施
●市町村男女共同参画行
政担当課長会議の開催
●DV対策連携支援ネット
ワーク専門者研修の実施
●人権啓発センターでの
講師派遣：市町村職員対
象
　女性の人権について（Ｄ
Ｖ含む）
　20年度　2回　64人参加
　21年度　3回　98人参加
　22年度　1回　31人参加
　23年度　8回　245人参加
  (19年度は個別集計なし)

●受講者のレベルに合わ
せた研修の実施
●参加者の募集
●講師派遣は、研修実施
主体が希望する研修課題
に対して対応しているため、
女性（ＤＶ防止）として全面
に出すことはできていない。
●人権啓発センターは、あ
らゆる人権問題の啓発研
修を行っており、ＤＶ防止の
専門的な部分については、
専門部署に頼らざるを得な
い。
●講師等を務める相談員
のスキルアップ研修への参
加拡充

●DV被害者対応のスキル
の継続
●二次的被害の防止
●人権啓発センターでは、
これまでと同様に、あらゆる
人権課題に沿った研修を実
施するなかで、女性（ＤＶ防
止）についても研修を実施
していることを宣伝し、入口
的な役割を担う。
●相談員スキルアップ研修
の内容充実

●DV対策連携支援ネット
ワーク及びブロック別関係
機関連絡会議等を通じて
DV理解の浸透を図る。
●研修会への講師派遣及
び研修課題として提案す
る。
●相談員スキルアップ研修
におけるアンケート等によ
り、研修内容や講師選定に
ついての検討を行い、より
充実した相談員スキルアッ
プ研修を実施

●被害者が二次的被害を受
けることなく、適切な支援を
受けることができる。
●講師派遣を利用し、市町
村相談窓口の職員だけでな
く、一般職員にもＤＶ防止へ
の取組を知る最初の研修と
して利用してもらう。
●相談窓口職員のスキル
アップが図られ、各機関の相
談員が連携してＤＶ防止に取
り組んでいる。

県民生
活･男女
共同参
画課/女
性相談
支援セン
ター/ 人
権啓発セ
ンター/
ソーレ

39

●配偶者暴力
相談支援セン
ターによる情報
提供や職員研
修

●個別対応への情報提供
や助言、協力等
●研修等の実施

●個別対応への情報提供
や助言、協力等
●研修等の実施

●市町村が、DV対策に主
体的に取り組む体制づくり
●各種の研修への参加

●個別対応への情報提供
や助言、協力等
●研修等の実施

●ＤＶ被害者サポートブック
の活用
●個別対応への情報提供
や助言、協力等
●機会を捉えた研修等の
実施
●各種の研修等の情報を
積極的に取り入れ、可能な
限り参加

●各市町村で、ＤＶ被害者支
援の類型だった対応ができ
るよう市町村内部の連携が
図られ、被害者の負担が軽
減される。
●被害者が二次的被害を受
けることなく、適切な支援を
受けることができる。

女性相
談支援セ
ンター
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取組項目

①
市
町
村
の
取
組
強
化

(

１

)

 
地
域
で
の
見
守
り
体
制
づ
く
り

市町村研修への講師派遣及び研修課題として提案 

相談員スキルアップのための研修参加・研修修施 

連絡会を通じ市町村での取組へのフォローアップ研修の実施 

市町村主体のＤＶ理解、相談窓口の広報につなげるため、広報素材の提供や研

修の実施 

ＤＶ対策連携支援ネットワーク専門者研修・ブロック別関係機関連絡会議の実施 

ブロック別関係機関連絡会議・市町村訪問等による策定の働きかけ、支援策の

検討 

市町村向

け策定の

手引き作

成 

市町村担当

者会の開催 
 

市町村担

当者会の

開催 

連絡会を通じ市町村での取組へのフォローアップ研修の実施 

連絡会を通じ市町村での取組へのフォローアップ研修の実施 

サポート

ブック作成 

市町村研修への講師派遣及びアドバイス等 

相談員スキルアップのための研修参加・研修修施 

1



重点
目標

現状（H24.3.31時点） これまでの取組 課題 これからの対策 具体的な取組内容 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 第2次計画で目指すべき姿 担当課
計画冊子

記載
ページ

取組項目

(

１

)

 
地
域
で
の
見
守
り
体
制
づ
く
り

②
関
係
機
関
・
団
体
の
ネ

ッ
ト
ワ
ー

ク
づ
く
り

●ブロック別関
係機関連絡会
議を通じた連
携強化

●地域（ブロック別）の関係
機関が集まる機会はなく、
地域での支援体制が弱
い。
●県地域福祉支援計画を
平成22年度に策定し、市
町村および市町村社会福
祉協議会が策定する地域
福祉アクションプランの策
定が進んできた。
●ＤＶ対策ネットワーク会
議や要保護児童対策地域
協議会で定期的に機関間
での協議
●事例に応じ、配偶者暴
力相談支援センター、児童
相談所、福祉保健所が連
携して対応

●市町村職員に対する研
修会の実施
●個別事案について庁内
で対応を協議
●福祉事務所単位で各市
町村と配偶者暴力相談支
援センターの研修会を開
催
●地域福祉アクションプラ
ンの策定と実践活動への
支援
 ・平成22年度に県地域福
祉支援計画を策定し,市町
村計画策定支援を行った
結果,平成23年度末までに
23市町村において策定済
●ＤＶ対策ネットワーク会
議や要保護児童対策地域
協議会で定期的に機関間
での協議
●事例に応じ、配偶者暴
力相談支援センター、児童
相談所、福祉保健所が連
携して対応

●被害者に対する息の長
い見守りや支援を行うため
には、地域レベルでの市町
村を中心とした地域での
ネットワークが必要
●市町村内の関係機関連
携が弱い。
●ＤＶについての認識が地
域まで浸透していない。
●被害者が地域で暮らすこ
とができるような地域での
ネットワークづくり

●地域のネットワークの構
築及び市町村職員に対す
る研修会の実施
●市町村内の関係機関間
の連携が取れるよう支援
●地域福祉関係者が集ま
る会議等において、ＤＶに
関する情報の周知を図る。
●地域のネットワーク構築
及び市町村職員等に対し
て、研修会を実施

●福祉保健所ブロックで、
地域の関係者による会議を
開催
　 先ずはブロック単位で、
最終的には各市町村単位
でネットワークの構築を目
指す。
●ＤＶ件数の多い市町村か
ら、順次、市町村内関係部
署間の連携がスムーズに
いくように支援
●地域福祉アクションプラン
の策定会議や進捗管理会
議等での周知
●ブロック別関係機関連絡
会議が開催されるまでは、
個別検討会等へ配偶者暴
力相談支援センター職員の
参加を依頼する。

●全市町村で地域の関係者
によるネットワークが構築さ
れ、各市町村が主体的にＤＶ
被害者支援に取り組んでい
る。
●地域福祉に携わる関係者
が、ＤＶ対策の視点を持って
活動を行うことができてい
る。
●地域のネットワークが構築
され、市町村が主体的にＤＶ
被害者支援に取り組んでい
る。

県民生
活･男女
共同参
画課/女
性相談
支援セン
ター/地
域福祉
政策課/
福祉保
健所
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●地域におけ
る関係機関・団
体、者との連携
強化

●地域（ブロック別）の関係
機関が集まる機会はなく、
地域での支援体制が弱
い。
●民生委員・児童委員によ
る地域での見守り活動が
行われており、活動を支援
するため各種研修を実施し
ている。
●地域福祉支援計画を平
成22年度に策定し、市町
村および市町村社会福祉
協議会が策定する地域福
祉アクションプランの策定
が進んできた。
●地域包括支援センター
や社会福祉協議会、民生
委員等による連携の強化
●障害者相談支援の体制
である各地域の自立支援
協議会などで連携
●要保護児童対策地域協
議会での構成機関の連携
及び情報共有

●市町村をはじめ、地域の
福祉部門とのつながりがな
い。
●地域での見守りや支え合
いの仕組みの充実
●ＤＶについての認識が地
域まで浸透していない。
●虐待等を確認されず、地
域包括支援センターや社会
福祉協議会に報告されない
事例が多数あると考えられ
る。
●障害福祉関係者では、
DVに対する意識は高くな
い。
●要保護児童対策地域協
議会での構成機関の連携
及び情報共有
●子どもを見守り支援を行
ううえで、関係者（機関）間
の役割分担が明確になって
いない場合や連携が十分
でない場合がある。

●地域におけるネットワー
クづくり
●ＤＶに関する知識等の習
得（レベルアップ）
●地域福祉関係者が集ま
る会議等において、ＤＶに
関する情報の周知を図る。
●地域に密着した支援者
（見守り者）を中心に、地域
包括支援センターや社会福
祉協議会が構成団体となる
相談体制の充実
●障害者虐待防止への対
策と合わせた相談体制の
周知徹底
●要保護児童対策地域協
議会での構成機関の連携
及び情報共有
●関係者に、ＤＶの現状と
子どもへの対応など、ＤＶに
関わる情報提供を行ってい
く。

●ブロック別関係機関連絡
会議の開催
●民生委員・児童委員ブ
ロック別研修会等での周知
●地域福祉アクションプラン
の策定会議や進捗管理会
議等での周知
●地域に密着した支援者
（見守り者）の増員と技量向
上のための研修会の開催
●障害者電話相談（障害者
110番）の実施と障害者虐
待防止法の広報・啓発や研
修実施における周知
●要保護児童対策地域協
議会での構成機関の連携
及び情報共有
●教育関係者に対して、配
偶者暴力相談支援センター
等と連携した、DV被害者支
援についての情報提供

●全市町村で地域の関係者
によるネットワークが構築さ
れ、各市町村が主体的にＤＶ
被害者支援に取り組んでい
る。
●地域福祉に携わる関係者
が、ＤＶ対策の視点を持って
活動を行うことができてい
る。
●各市町村地域包括支援セ
ンターを中心とした虐待防止
体制の確立と支援の充実
●障害者虐待、高齢者虐
待、児童虐待、DVについて
防止等の対策を行っている。
●地域のネットワークの構築
により情報共有がなされ、関
係機関が連携した支援に取
り組むことができている。
●教育関係者に対する情報
提供により、被害者を発見し
た際に、適切な対応ができ
る。

②
各
種
支
援
制
度
の
活
用
に
よ
る

生
活
再
建

●生活保護、
保育支援、就
労支援制度等
の情報提供及
び利用への支
援

●市町村窓口、福祉保健
所等での情報提供及び各
種手続支援の実施

●市町村へは県庁各課か
ら制度等を周知
●相談者及び入所者に母
子での生活自立に関する
情報提供を行う。
●生活保護等の情報提供
と手続きの支援の実施

●日々の業務の中で、DV
支援の視点が弱い。
●直接、女性相談支援セン
ター（配偶者暴力相談支援
センター）への相談が多い
ため、把握できないこともあ
り、支援がいき届かない。

●DV被害者支援のため、
積極的な情報提供及び手
続支援
●相談につなげる体制整
備

●庁内担当者会等を通じて
活用できる施策等の情報提
供の依頼
（市町村に情報提供する際
は、県民生活・男女共同参
画課への情報提供も依頼）
●相談者及び入所者に母
子での生活自立に関する
情報提供を行う。
●配偶者暴力相談支援セ
ンターと福祉保健所との連
携

●DV被害者が、様々な施策
の活用により、早期に自立生
活を営むことができる。
●福祉保健所と配偶者暴力
相談支援センターとの連携
が継続して、スムーズにでき
る体制ができている。

県民生
活･男女
共同参
画課/女
性相談
支援セン
タ-/福祉
保健所
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県民生
活･男女
共同参
画課/女
性相談
支援セン
ター/
地域福
祉政策
課/高齢
者福祉
課/障害
保健福
祉課/児
童家庭
課/児童
相談所/
教育委
員会

①
地
域
の
関
係
機
関
・
団
体

、
者
に
よ
る
発
見

、
通
報

、
相
談

●市町村職員に対する研
修会の実施
●民生委員・児童委員等、
関係機関・者の研修等へ
の講師派遣
●民生委員・児童委員の
活動支援
・活動ハンドブックの作成、
配布
・研修（会長･中堅・1期目
の新任・ブロック別）の実施
・民間事業者との地域見守
り協定の締結
●地域福祉アクションプラ
ンの策定と実践活動への
支援
 ・平成22年度に県地域福
祉支援計画を策定し,市町
村計画策定支援を行った,
平成23年度末までに23市
町村において策定済
●多団体が参加する研修
会等の開催時に早期発見
等の活動の協力依頼
●自立支援協議会の設立
と有効活用による連携強
化に取組
●要保護児童対策地域協
議会での構成機関の連携
及び情報共有
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(

２

)

 
早
期
発
見

、
通
報
及
び
相
談
体
制
づ
く
り

     ブロック別関係機関連絡会議の開催 

市町村単位

のネット

ワークモデ

ルケース構

築 

ブロック別関係機関連絡会議・ＤＶ対策連携支援ネットワーク会議の開催 

庁内関係課担当者会の開催 

市町村担当

者会の開催 

ブロック別関係機関連絡会議・ＤＶ対策連携支援ネットワーク会議の開催 

 

市町村単

位のネット

ワークモデ

ルケース構

築 

市町村地域福祉アクションプランの策定および進捗管理にかかる会議等での啓

発･情報共有 

民生委員・児童委員ブロック別研修会等におけるＤＶ対策等の

周知 

研修会等

における周

知について

協議 

市町村地域福祉アクションプランの策定および進捗管理にかかる会議等での

啓発･情報共有 

障害者１１０番の実施・各地域での相談支援体制の構築・強化 

市町村内の関係機関間の連携が取れるよう支援 

自立に関する情報提供 

要保護児童対策地域協議会の活動強化 

事例に応じて、個別検討会等へ配偶者暴力相談支援センター職員の参加要請

配偶者暴力相談支援センターとの連携 

市町村地域包括支援センター及び社会福祉協議会への支援 

関係者への、DV被害者支援についての情報提供 

2



重点
目標

現状（H24.3.31時点） これまでの取組 課題 これからの対策 具体的な取組内容 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 第2次計画で目指すべき姿 担当課
計画冊子

記載
ページ

取組項目

(

３

)

 
自
立
支
援
の
取
組

●地域のネット
ワークの構築
による情報共
有

●地域（ブロック別）の関係
機関が集まる機会はなく、
地域での支援体制が弱
い。
●県地域福祉支援計画を
平成22年度に策定し、市
町村および市町村社会福
祉協議会が策定する地域
福祉アクションプランの策
定が進んできた。
●各市町村における高齢
者虐待防止ネットワークの
構築が徐々に進んでいる。
●要保護児童対策地域協
議会での構成機関の連携
及び情報共有
●事例に応じて個別検討
会を行い、関係機関の連
携により情報共有を図って
いる。
●スクールソーシャルワー
カーを19市町村に配置して
いる。

●DV担当課が、市町村を
はじめ、地域の福祉部門と
のつながりがない。
●加害者対応をしている機
関との連携
●ＤＶについての認識が地
域まで浸透していない。
●高齢者虐待防止ネット
ワーク又はそれに準じる組
織の構築による関係機関と
の情報共有
●要保護児童対策地域協
議会での構成機関の連携
及び情報共有
●被害者が地域で暮らすこ
とができるような地域での
ネットワークづくり
●被害者への指導と必要
な機関との連携
●学校や関係機関等との
連携をさらに深め、具体的
な支援を進める。
●子どもの不登校や非行な
ど問題の背景を検討すると
きに、ＤＶや虐待等の視点
を持ち対応する。

●地域におけるネットワー
クづくり
●地域福祉関係者が集ま
る会議等において、ＤＶに
関する情報の周知を図る。
●高齢者虐待防止ネット
ワークの構築と、地域包括
支援センターの後方支援
●要保護児童対策地域協
議会での構成機関の連携
及び情報共有
●必要に応じて福祉保健所
の個別検討会へ配偶者暴
力相談支援センター職員の
出席を依頼し、地域のネット
ワークの構築による情報共
有を行う。
●市町村との連携による地
域での見守りの実施
●関係機関の連携強化
●被害者の指導の継続と、
これに基づく関係機関との
連携
●スクールソーシャルワー
カーの配置を進める。
●スクールソーシャルワー
カーを支援するために助言
体制を整え、研修会を実施
する。

●全市町村で地域の関係者
によるネットワークが構築さ
れ、各市町村が主体的にＤＶ
被害者支援に取り組んでい
る。
●地域福祉に携わる関係者
が、ＤＶ対策の視点を持って
活動を行うことができてい
る。
●各市町村地域包括支援セ
ンターを中心とした虐待防止
体制の確立と支援の充実が
図られている。
●地域のネットワークの構築
により情報共有がなされ、関
係機関が連携した支援に取
り組むことができている。
●スクールソーシャルワー
カーの配置を進め、25市町
村以上とする。
●DVや虐待に対して、より専
門的な支援ができるスクー
ルソーシャルワーカーが育成
される。

●あったかふ
れあいセンター
等との連携

●子どもから高齢者まで、
年齢や障害の有無にかか
わらず、誰もが気軽に集
い、必要なサービスを受け
ることができる地域福祉の
拠点として、あったかふれ
あいセンターの設置を進め
ている。
●地域包括支援センター
の機能強化の取組を進め
ている。
●隣保館（所管は市町村）
は、生活上の各種相談事
業や、人権啓発などの活
動を行っている。

●配偶者暴力相談支援セ
ンター来所のニーズのある
ＤＶ被害者がいる場合は、
連携して相談にあたる。
●あったかふれあいセン
ターの整備促進
・H21年度～H23年度は、
ふるさと雇用再生特別交
付金を活用して実施
●地域包括支援センター
では、高齢者虐待等の対
応を行っている。

●配偶者暴力相談支援セ
ンター職員が、あったかふ
れあいセンターのサービス
について理解ができていな
い。
●あったかふれあいセン
ターが集いの場づくりに終
始し、相談や訪問活動など
をきめ細かく行う機能面の
充実や、地域ニーズを把握
し柔軟に対応できる小規模
多機能支援拠点（地域福祉
の拠点）としての活動にま
では至っていないところが
多い。

●あったかふれあいセン
ターの相談･訪問機能の充
実
●隣保館は、地域に密着し
た福祉施設なので、被害者
が地域で孤立することがな
いように、相談等で立ち寄
れる場所の一つとして連携
を進める。

●地域福祉コーディネー
ターに対する相談面接技術
の研修
●ＤＶ対策等に係るパンフ
の設置
●引きこもりがちとなる対象
者に対し、集いや楽しむ場
への参加を呼びかける体制
づくりの構築
●隣保館に相談等があった
場合、関係機関と連携した
取組を進める。

●あったかふれあいセンター
や隣保館の職員が、ＤＶ対策
の視点を持って活動を行うこ
とができている。
●地域包括支援センターを
中心に、高齢者が生き生きと
暮らせる支援体制づくりを目
指す。

女性相
談支援セ
ンター/
地域福
祉政策
課/高齢
者福祉
課/人権
課
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●民間支援団
体との連携

●地域で支援活動等を
行っている団体等の情報
をつかんでいない。

●ＤＶ対策連携支援ネット
ワーク会議の開催

●地域の福祉団体等との
つながりがない。

●地域におけるネットワー
クを構築し、安全な場所を
構えて地域で見守る。

●ブロック別関係機関連絡
会議の開催
●ＤＶ対策連携支援ネット
ワークの充実
●民間支援団体の情報収
集

●全市町村で、既存の施設
等の活用により、DV被害者
が安心して過ごせる場所が
ある。

県民生
活･男女
共同参
画課/女
性相談
支援セン
ター
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②
地
域
で
の
居
場
所
づ
く
り

●市町村職員に対する研
修会の実施
●民生委員・児童委員等、
関係機関・者の研修等へ
の講師派遣
●ネットワーク会議でＤＶ
被害者支援にかかわる官
民合同での研修
●地域福祉アクションプラ
ンの策定と実践活動への
支援
 ・平成22年度に県地域福
祉支援計画を策定し,市町
村計画策定支援を行った
結果、平成23年度末まで
に23市町村において策定
済
●高齢者虐待防止ネット
ワークが確立していない市
町村に対し、構築の啓発を
実施
●要保護児童対策地域協
議会での構成機関の連携
及び情報共有
●事例に応じて個別検討
会を行い、関係機関の連
携により情報共有を図って
いる。
●スクールソーシャルワー
カーの専門性や対応力の
向上を目指した研修を行っ
た。
●校内支援会や要保護児
童対策地域協議会に参加
し、早期発見早期対応に
努めた。

県民生
活･男女
共同参
画課/女
性相談
支援セン
ター/地
域福祉
政策課/
高齢者
福祉課/
児童家
庭課/福
祉保健
所/児童
相談所/
教育委
員会/警
察本部
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①
自
立
へ
の
継
続
的
な
支
援

●ブロック別関係機関連絡
会議の開催
●DV対策連携支援ネット
ワークネットワーク会議でＤ
Ｖ被害者支援にかかわる官
民合同での研修
●地域福祉アクションプラン
の策定会議や進捗管理会
議等での周知
●市町村との協議の場を活
用し、関係機関と連携した
ネットワークの構築と強化を
促すとともに、対象者の状
況の後追いの必要性を確
認し合う。
●要保護児童対策地域協
議会での構成機関の連携
及び情報共有
●個別検討会の実施
●指導事務担当者会にお
いて、DV被害者支援につい
て情報提供を行う。
●退所後の生活状況を含
め,連絡を取り確認
●継続的な指導を積極的
に行い、必要な措置を各機
関と連携、検討して実施
●スクールソーシャルワー
カーの配置を拡大する。
●スクールソーシャルワー
カーの専門性や対応力向
上を目指した研修会を行
う。

市町村担当

者会の開催 

市町村担当

者会の開催 

ＤＶ対策連携支援ネットワーク専門者研修・ブロック別関係機関連絡会議の実施 

ＤＶ対策連携支援ネットワーク専門者研修・ブロック別関係機関連絡会議の実施 

市町村単

位のネット

ワークモデ

ルケース構

築 

市町村単

位のネット

ワークモデ

ルケース構

築 
 

隣保館と関係機関の連携 

市町村地域福祉アクションプランの策定および進捗管理にかかる会議等での啓

発･情報共有 

地域福祉コーディネーター研修等の実施、ＤＶ対策に係るパンフレットの設置 

研修等を継続実施 

連携した相談対応 

要保護児童対策地域協議会の活動強化 

必要に応じて個別検討会の実施 

高齢者虐待防止ネットワーク又はそれに準じる組織の構築と情報共有 

地域・市町村における連携強化、情報共有と情報の適切な管理 

被害者に対する継続的な指導・関係機関の連携 

スクールソーシャルワーカーの配置拡大 

スクールソーシャルワーカー支援の研修会の実施 

3
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ページ

取組項目

●児童相談所
や福祉保健所
等による育児
支援

●関係機関との連携によ
り、育児支援を実施
●児童相談所における育
児支援
　・専門的な知識及び技術
を要する相談業務
　・専門職員による調査、
判定に基づく援助方針の
策定と支援
●要保護児童対策地域協
議会での構成機関の連携
及び情報共有

●定期的な意見交換会の
実施
●関係機関との連携によ
り、育児支援を実施
●児童相談所における育
児支援
　・専門的な知識及び技術
を要する相談業務
　・専門職員による調査、
判定に基づく援助方針の
策定と支援
●要保護児童対策地域協
議会での構成機関の連携
及び情報共有

●被害者が地域で暮らすこ
とができるような地域での
ネットワークづくり
●要保護児童対策地域協
議会での構成機関の連携
及び情報共有

●必要に応じて福祉保健所
の個別検討会へ配偶者暴
力相談支援センター職員の
出席を依頼し、地域のネット
ワークの構築による情報共
有を行う。
●要保護児童対策地域協
議会での構成機関の連携
及び情報共有

●定期的な意見交換会の
実施
●個別検討会の実施
●要保護児童対策地域協
議会での構成機関の連携
及び情報共有

●地域のネットワークが構築
され、市町村が主体的にＤＶ
被害者支援に取り組んでい
る。
●地域のネットワークの構築
により情報共有がなされ、関
係機関が連携した支援に取
り組むことができている。

女性相
談支援セ
ンター/
福祉保
健所/児
童相談
所
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●要保護児童
対策地域協議
会や民生委
員・児童委員と
の連携

●民生委員・児童委員によ
る地域での見守り活動が
行われており、活動を支援
するため各種研修を実施し
ている。
●児童相談所における育
児支援
　・専門的な知識及び技術
を要する相談業務
　・専門職員による調査、
判定に基づく援助方針の
策定と支援
●要保護児童対策地域協
議会での構成機関の連携
及び情報共有
●県教育委員会が、県内
全市町村の要保護児童対
策地域協議会に参加

●民生委員・児童委員の
活動支援
・活動ハンドブックの作成、
配布
・研修（会長･中堅・1期目
の新任・ブロック別）の実施
●児童相談所における育
児支援
　・専門的な知識及び技術
を要する相談業務
　・専門職員による調査、
判定に基づく援助方針の
策定と支援
●要保護児童対策地域協
議会での構成機関の連携
及び情報共有
●県教育委員会が、各市
町村の要保護児童や支援
の状況について迅速かつ
的確な把握を行うととも
に、必要に応じて、市町村
教育委員会や学校への助
言・支援を行っている。

●地域での見守りや支え合
いの仕組みの充実
●ＤＶについての認識が地
域まで浸透していない。
●子どもを見守り支援を行
ううえで、関係者（機関）間
の役割分担が明確になって
いない場合や連携が十分
でない場合がある。
●要保護児童対策地域協
議会での構成機関の連携
及び情報共有
●要保護児童対策地域協
議会において、ＤＶを課題と
して取り上げる視点が十分
でない。

●ＤＶに関する知識等の習
得（レベルアップ）
●要保護児童対策地域協
議会での構成機関の連携
及び情報共有
●各市町村の要保護児童
対策地域協議会において、
ＤＶに視点を当てた対策を
検討するとともに、各機関、
関係者の役割や具体的な
動きを明らかにし、要保護
児童やその保護者への支
援の質の向上を図る。

●民生委員・児童委員ブ
ロック別研修会等での周知
●要保護児童対策地域協
議会での構成機関の連携
及び情報共有
●市町村訪問等の聞き取り
を通して、学校や市町村教
育委員会のＤＶの把握や支
援の状況を確認するととも
に、支援が十分でない場合
は、助言や必要に応じて
スーパーバイザーの派遣等
の支援を行う。

●地域福祉に携わる関係者
が、ＤＶ対策の視点を持って
活動を行うことができてい
る。
●地域のネットワークの構築
により情報共有がなされ、関
係機関が連携した支援に取
り組むことができている。
●学校等による児童虐待、Ｄ
Ｖの早期発見から、要保護
児童対策地域協議会へつな
げ、迅速かつ的確な支援が
できるようになる。

地域福
祉政策
課/児童
家庭課/
教育委
員会
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●養護教諭・ス
クールカウンセ
ラー等による学
校でのケア

●「保健室における相談活
動」などの研修会を実施
●スクールカウンセラー
等・心の教育アドバイザー
等の配置(平成23年度）
　小学校　　76校
　中学校　　83校
　高等学校　37校
　特別支援学校　5校

●「保健室における相談活
動」などの研修会を実施
●スクールカウンセラー
等・心の教育アドバイザー
等による相談活動

●養護教諭やスクールカウ
ンセラー等が、校内支援委
員会の中に位置付けられて
いる学校がまだ十分ではな
い。
●問題行動の背景にはＤＶ
等があるのではないかとい
う、教職員の「気づき」の意
識が十分浸透していない。

●心身の健康状態を観察
し、継続的に適切なケアを
行う意識を高める。
●校内支援委員会などで
定期的に情報を共有し、心
身の健康状態に応じた適切
な支援を行う。
●スクールカウンセラー等
による専門的な支援を行
う。また、状況に応じて医療
機関等にもつなぐなどの適
切な支援を行う。

●保健室や相談室など相
談しやすい環境づくり
●養護教諭やスクールカウ
ンセラー等を校内支援体制
に位置付けるとともに、具
体的な手立てについて情報
の共有を図る。
●スクールカウンセラー等
研修講座において、デート
ＤＶ等の専門研修を行う。

●各学校において組織的に
対応するため、校内支援委
員会に養護教諭及びスクー
ルカウンセラー等を位置付け
ている学校が増えている。
●各学校において児童虐待
やデートＤＶ等について、早
期の気づきから早期の支援
が実践できるようになってい
る。
●より高度な専門的支援を
行うことのできるスクールカ
ウンセラー等を育成する。

教育委
員会
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●スクールソー
シャルワーカー
及び市町村職
員等による家
庭等でのケア

●市町村を中心に子ども
の見守りネットワークがあ
り、関係機関が連携して対
応
●子どもを見守り支援を行
ううえで、関係者（機関）間
の役割分担が明確になっ
ていない場合や連携が十
分でない場合がある。
●女性相談支援センター
（配偶者暴力相談支援セン
ター）、福祉保健所、児童
相談所と連携した対応
●スクールソーシャルワー
カーを19市町村に配置して
いる。

●市町村を中心に子ども
の見守りネットワークがあ
り、関係機関が連携して対
応
●市町村職員等が家庭訪
問を行い、家庭等でのケア
を実施
●配偶者暴力相談支援セ
ンター、福祉保健所、児童
相談所と連携した対応
●定期的な意見交換会の
実施
●スクールソーシャルワー
カーの専門性や対応力の
向上を目指した研修を行っ
た。
●校内支援会や要保護児
童対策地域協議会に参加
し、早期発見早期対応に
努めた。

●被害者が地域で暮らすこ
とができるような地域での
ネットワークづくり
●学校や関係機関等との
連携をさらに深め、具体的
な支援を進める。
●子どもの不登校や非行な
ど問題の背景を検討すると
きに、ＤＶや虐待等の視点
を持ち対応する。

●必要に応じて福祉保健所
の個別検討会へ配偶者暴
力相談支援センター職員の
出席を依頼し、地域のネット
ワークの構築による情報共
有を行う。
●スクールソーシャルワー
カーの配置を進める。
●スクールソーシャルワー
カーを支援するために助言
体制を整え、研修会を実施
する。

●個別検討会の実施
●定期的な意見交換会の
実施
●スクールソーシャルワー
カーの配置を拡大する。
●スクールソーシャルワー
カーの専門性や対応力向
上を目指した研修会を行
う。

●地域のネットワークが構築
され、市町村が主体的にＤＶ
被害者支援に取り組んでい
る。
●スクールソーシャルワー
カーの配置を進め、25市町
村以上とする。
●DVや虐待に対して、より専
門的な支援ができるスクー
ルソーシャルワーカーが育成
される。

女性相
談支援セ
ンター/
福祉保
健所/教
育委員
会
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(

３

)

 
自
立
支
援
の
取
組

③
子
ど
も
の
健
や
か
な
成
長
の
見
守
り

民生委員・児童委員ブロック別研修会等におけるＤＶ対策等の

周知 

研修会等

における

周知につ

いて協議 

教育相談の校内組織に養護教諭、スクールカウンセラー等の位置付けを図る 

養護教諭による適切な支援（養護教諭の専門性の強化） 

スクールカウンセラー等による専門的な支援（ＳＣ等の専門性の強化） 

教職員による適切な支援（教職員の支援力の強化） 

スクールソーシャルワーカーの配置拡大 

スクールソーシャルワーカー支援の研修会の実施 

県教育委員会の要保護児童対策地域協議会への参加、聞き取り等による要

保護児童やＤＶ被害の状況等の把握及び必要に応じての支援の実施 

学校、市町村教育委員会と民生委員等の連携の推進 

継続した意見交換会の実施 

要保護児童対策地域協議会の活動強化 

要保護児童対策地域協議会の活動強化 

必要に応じて個別検討会の実施 

継続した意見交換会の実施 

必要に応じて個別検討会の実施 
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